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第 1 章 序 論 

 
 
1.1 研究の背景 

家電製品や工業製品には，熱移動を伴う機器が多数存在する．例えば，PC などの電子機

器や，ガソリンエンジン，ガスタービンエンジンなどの内燃機関などがあげられる．特に，

高温の流体と低温の流体の間で熱エネルギーを受け渡す現象のことを熱交換とよび，その

ための機器を熱交換器という． 

熱交換器の身近な例としては，エアコンの室内機および室外機，自動車のラジエータな

どがあげられる．これらはいずれも伝熱媒体（エアコンの場合はフルオロカーボン，ラジ

エータの場合は水）と空気の間で熱交換を行うものである．  

本研究では，上記のような熱移動を伴う機器を伝熱機器と呼ぶことにする．伝熱機器の

性能を十分発揮させるためには，機器の温度を適切に管理する必要がある．この，機器の

温度管理のために行う設計を熱設計と呼ぶ．例えば，ガスタービン翼は，高温の燃焼ガス

にさらされるため局所のみ高温になる恐れがある．よって，この高温部（ホットスポット）

の温度が材料の耐久温度を超えないようにする必要がある（耐熱設計）．また，火力・原子

力などの発電プラントの配管内では，高温流体と低温流体が混在するため，合流部では壁

温が高速に変動を繰り返すことにより高サイクル熱疲労を起こす可能性がある[1]．高サイ

クル熱疲労を起こさないためには，壁温の変動振幅を所望の範囲内に抑える必要がある． 

伝熱機器の熱設計のためには，機器の温度を正確に見積もることが重要である．伝熱機

器では一般に流体を介して熱を移動させるため，機器の温度を正確に見積もるためには，

流体－固体間の伝熱量を見積もる必要がある．この伝熱量 wQ は，次式で表される． 

 

 ThAQw ∆⋅⋅=
 (1-1) 

 

ここで，A は固体の表面積，∆T は流体と固体の温度差である．h は熱伝達率であり，物質

に固有の値（物性値）ではなく，流体の流れの状態に依存する量である．もし，壁面近傍
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の壁垂直方向の温度勾配 dydT / が既知であれば，熱流束（ dydTqw /λ= ，λ は流体の熱伝

導率）から伝熱量 AqQw  = が求められるが，熱設計の現場では壁面近傍の温度勾配を評価

するのが困難である．そのため，機器の温度を容易に評価するためにはこの熱伝達率を与

える必要がある．よって，様々な流動状態において熱伝達率が評価されてきた． 

これまでに，時間平均温度と時間平均熱流束の実測値から求めた時間平均熱伝達率

（ Tqh wm ∆= / ）については，数多くの実験データが蓄積されており，平板上の流れや円

管内の流れといった基本的な流れ場については既に信頼できる無次元整理式が報告されて

いる[2]．また，1.3.2 項で後述するが，近年，コンピュータの発展により，流体－固体間の

伝熱量を数値熱流体解析により予測することも多くなり，直接数値計算（Direct Numerical 

Simulation ，以下DNSと記す）やラージエディーシミュレーション（Large-Eddy Simulation ，

以下 LES と記す）のような乱流渦構造の非定常性を含めた解析も行われている．ただし，

実際の伝熱機器では，一般に流動形状が非常に複雑であるため，DNS や LES では計算負荷

が非常に大きく，機器の熱設計では，ほとんどの場合で数値熱流体解析に時間平均したナ

ビエ・ストークス方程式であるレイノルズ平均モデル（Reynolds-Averaged Navier-Stokes 

equations，以下 RANS と記す）を用いた解析が行われている．この解析や無次元整理式を

用いた評価を行えば，比較的少ない計算量で伝熱量が予測できるため，これらの方法は熱

設計の現場で広く使用されている． 

以上のように，これまでは時間平均された無次元整理式や数値解析法を用いて機器の熱

設計が行われてきたが，実際の流れ場はほとんどの場合が乱流であるため，流体－固体間

の熱移動現象（熱伝達）は時間的・空間的に変動する．この場合，次節で示す問題が生じ

る． 
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1.2 熱伝達変動により生じる問題点 

流体－固体間の熱伝達が時間的・空間的に変動し，それに伴い壁温も変動する場合，例

えば 1.2.1 項および 1.2.2 項に述べる 2 つの問題が生じる． 

 

 

1.2.1 伝熱量の予測精度の低下 

一般に，壁面－流体間の熱流束 wq （単位面積当たりの伝熱量）は，壁面－流体間の温度

差を T∆ とした時，対流熱伝達率 h を用いて次式で与えられる． 

 

 Thqw ∆⋅=
 (1-2) 

 

ここで，熱伝達が非定常であり時間的に変動する場合，熱伝達率，熱流束，温度差をそれ

ぞれ平均値と平均値からの変動量の和，すなわち 'hhh += , 'www qqq  += , 'TTT ∆∆∆ += で

表すと，熱流束の平均値は次式で表される． 

 

 )'()'(' TThhqq ww ∆+∆⋅+=+   

⇒ ThThThThqw ′∆⋅+∆⋅′+′∆⋅+∆⋅= '  

⇒ '' ThThqw ∆⋅+∆⋅=  (1-3) 

 

熱伝達率が定常であれば 0'' =∆⋅ Th になるので，式(1-2)から計算した熱流束は式(1-3)と等し

くなるが，熱伝達率が非定常であり，かつ壁温または流体温度にも変動があると 0'' ≠∆⋅ Th

となり，式(1-2)から計算した熱流束は式(1-3)とは一致しないことがわかる[3]． 

以下に一例を示す．壁面を熱流束一定の条件（ 2m/W25000=wq ）で加熱する場合を考

える（図 1-1）．例えば，対流熱伝達率がh = 2500 W/(m2

2500+)(2sina= th π

·K) を中心に正弦的に

で変動する場合（図 1-2 (a), 図 1-3 (a)），壁面－流体間の温度差は図 1-2 
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(b)， 図1-3 (b)のように変動する．この場合，式(1-2)を用いて平均熱流束を算出すると， Th ∆⋅

はそれぞれ 25500 W/(m2·K)（図 1-2）および 40900 W/(m2

2m/W25000=wq

·K)（図 1-3）となり，熱流束の平

均値（ ）とは一致しない．すなわち，従来の熱伝達の経験式には非定常性

が考慮されていないため，伝熱量が正しく予測できない恐れがある．また，図 1-2 および図

1-3 より，熱伝達率の変動振幅が大きいほうが計算誤差が大きくなる．なお，熱伝達率に空

間 的 な 分 布 が あ る 場 合 ， 熱 流 束 の 空 間 平 均 値 >< wq は 式 (1-3) と 同 様 に

>′∆⋅<+>∆<⋅><=>< ThThqw ' となり，壁温が一様でなければ 0' ≠>′∆⋅< Th となる

ので，時間変動がある場合と同様に従来の経験式が適用できない恐れがある． 

一方，時間平均したナビエ・ストークス方程式（RANS）を用いた数値熱流体解析で伝熱

量を予測する場合には，一般に固体壁表面に温度一定や熱流束一定などの定常な熱的境界

条件を与えて，固体側は解析せずに流体側だけの解析を行う．この場合，熱伝達率変動が

考慮されていないため，予測される伝熱量は実際とは一致しないと考えられる．一例とし

て，ガスタービン翼の伝熱解析において非定常熱伝達に起因する問題の影響を調査した研

究があるが[4]，熱伝達変動に伴い壁温が変動すると，解析条件内において，壁温定常の場

合よりも伝熱量が 10 %程度低く見積もられることが報告されている．この例は流体が気体

の場合であるが，液体の場合は熱伝達率が高くなり壁温が変動しやすくなるため，さらに

誤差が生じやすくなる． 

以上のように，熱伝達が時間的に変動すると，多かれ少なかれ固体壁の温度が変動し，

時間平均された従来の経験式や数値解析では伝熱量を正しく予測できない可能性がある．  
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Fig. 1-1  Applied heat flux 2m/W25000=wq . 

 

 

      

 (a) heat transfer coefficient (b) temperature difference 

Fig. 1-2  Trend of heat transfer upon unsteady state (amplitude of heat transfer fluctuation = 500 

W/(m2

 

·K)). 

 

      

 (a) heat transfer coefficient (b) temperature difference 

Fig. 1-3  Trend of heat transfer upon unsteady state (amplitude of heat transfer fluctuation = 2000 

W/(m2·K)). 
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1.2.2 高サイクル熱疲労 

熱伝達変動により壁温が高速に変動すると，固体の熱応力変動が繰り返されて高サイク

ル熱疲労を起こす可能性がある．高サイクル熱疲労は，流体の温度が変動する箇所，例え

ば，温度の異なる 2 流体が混合する配管の合流箇所で発生することが多い．原子力発電所，

火力発電所などの種々の工業プラント用配管については，その機能上の要求から，分岐，

合流箇所の設置は不可避であるため，高サイクル熱疲労に起因するプラント配管の損傷事

例が国内外で多数報告されてきた[5], [6]．国内では，たとえば 1999 年には敦賀発電所 2 号

機，同年に美浜発電所 2 号機，2003 年には泊発電所 2 号機で高サイクル熱疲労に起因する

配管の破損事故が発生している[6]． 

この問題に対処するために，各国では，高サイクル熱疲労に起因する同様の事例に関す

る情報入手に努め，発生箇所等の特徴分析を行うことにより，類似プラントの当該部位の

熱設計への反映対策を講じてきた．国内でも，上記対策のほか，実験研究を中心として，

配管内の熱疲労に関する電力会社とプラントメーカーの共同研究が行われた．研究結果を

基に，プラント配管における高サイクル熱疲労の問題に対処するため，日本機械学会では

2003 年に「配管の高サイクル熱疲労に関する評価指針」を策定している[1]． 

上記高サイクル熱疲労に関する研究において，近年のコンピュータの計算能力向上に伴

い，解析により高サイクル熱疲労を予測する取り組みも多く行われてきた．例えば，Ndombo 

and Howard [7]は，T 字管合流部における温度の異なる 2 流体の混合現象を LES により解析

し，T 字管入口で流体に乱れを与えた場合と与えない場合の熱伝達への影響を調査した．そ

の結果，T 字管合流部直後では，流れの全体的な挙動は入口乱れの有無にほとんど影響を受

けないが，壁面温度変動や壁面近傍における速度と温度の相関は，入口乱れを与えた方が

小さくなると報告している．壁面温度変動や壁面近傍における速度と温度の相関は流体－

固体間の熱伝達に影響するため，上記結果から入口乱れの有無が配管材料の熱疲労へ影響

する可能性を指摘している．Kamaya and Nakamura[8]は，T 字管合流部における温度の異な

る 2 流体の混合現象に起因した壁面に生じる応力を調査した．その際，流体側には数値流

体力学（Computational Fluid Dynamics ，以下 CFD と記す）解析を適用し，CFD 解析の結果

から見積もった壁面の温度変化を基に，固体の熱応力を非定常解析で求めた．解析は，高

温流体の流れる主管に分岐管から低温流体が流れ込む条件にて行った．その結果，分岐管
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下流では，主管の底面から周方向に±40° 付近において低周波で変動するコールドスポット

が生じ，振幅の大きな壁面熱応力が引き起こされ，結果として熱疲労が大きくなることを

示した． 

上記のように，CFD 解析では，T 字管合流部における熱伝達の時間的・空間的な変動の

情報が報告されているが，解析で用いたモデル化や境界条件等の妥当性を検証するために

は実験データとの比較が不可欠である．一方，実験では，高サイクル熱疲労に関する研究

は，従来時間平均的なものがほとんどであった．時間変動に関する研究として，例えば T

字管合流部において熱電対により壁面近傍の水温を測定し，壁温変動を予測した例[9]は存

在するものの，熱伝達の非定常性の定量評価には至っていない．以上から，熱伝達率の分

布やその変動を定量的に実測する手法が確立できれば，高サイクル熱疲労の予測精度向上

に寄与できる． 
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1.3 熱伝達率分布およびその変動を知る方法 

1.3.1 実験的アプローチ 

1.1 節で述べたように，伝熱機器の熱設計（耐熱設計や信頼性設計）のためには，流体－

固体間の伝熱量を予測し，機器の温度を正確に見積もることが重要である．例えば機器の

耐熱設計を考えた時には，一般には機器の最高温度が問題になる（例えばガスタービン翼

や電子機器のホットスポット）．これを予測するには，熱伝達率の分布を調査する必要があ

る．また，前述した配管内における高サイクル熱疲労の例[1]では，熱伝達率の分布とその

変動の情報が必要になる．従来，熱伝達率測定には，多くの場合熱電対や熱流束センサな

どによる点計測が用いられてきた．この場合，各点では正確な温度や熱流束が測定できる

が，温度分布が非一様である場合，十分な空間分解能を得るのは困難である． 

一方，感温液晶，感温塗料および赤外線カメラなどによる面計測では，面の情報を一度

に取得できるため，温度分布が非一様であってもホットスポットを測定できる利点がある

[10], [11], [12], [13]．  

感温液晶は，温度上昇に従って液晶の色彩が赤から青へと変化する効果を利用したもの

であり[14]，一般に，安価で手軽に使用できるという長所がある．しかし，温度測定範囲が

10 °C 程度と狭いことや，応答性がよくないこと（温度変化時における液晶の分子構造の変

化に伴う遅れや結晶層の熱容量による遅れによる時間応答の時定数は一般に 0.003s 程度）

[15]，結晶自体の劣化によって色彩が変化するといった短所がある．感温液晶を用いた熱伝

達率測定の例として，例えば中丸ら[16]は，後向きステップ後方の再付着領域における壁温

変動を観測した．その結果，スパン方向にはステップ高さと同程度の非一様構造が形成さ

れることを示した．しかし，伝熱面と感温液晶の熱容量による時間遅れがあるため，乱流

による熱伝達変動の定量評価には至っていない． 

感温塗料は，発光強度が温度に応じて変化することを利用し，CCD カメラで撮影した画

像から温度分布を見積もる計測法である[17]． 感温塗料も感温液晶と同様，比較的安価に

使用できるという利点がある．温度測定範囲は一般的に-120 ~ 300 °C 程度と感温液晶に比べ

広い．一方，塗料は励起光により時々刻々と劣化し発光強度が減衰するため，長時間測定

に向かない[18]，励起光の当てむらおよび励起光の角度により発光強度が変化するため計測

のプロセスが複雑であるといった短所がある．また，発光強度が小さいため，CCD カメラ
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による測定時，ノイズが相対的に大きくなる[19]．さらに，溶媒に有害物質を含むことが多

いため，取り扱いに注意が必要である[20]．感温塗料を用いた熱伝達率測定の例として，例

えば安田ら[21]は，風洞実験により流れに直交した円筒周りの熱伝達率分布を測定した．測

定結果を従来の経験式や層流モデルを用いた数値計算結果と比較したところ，円筒前縁部

を除き従来の経験式や数値計算結果と一致せず，感温塗料を用いた熱伝達率の定量測定に

は至っていない． 

赤外線カメラによる測定は，物体から放射される赤外線放射エネルギーを検出し，見か

けの温度に変換して温度分布を画像表示する計測手法である．赤外線カメラは，高性能な

ものになると装置自体は高価である．また，温度変換のために，伝熱面の正確な放射率を

知る必要があり，伝熱面の放射率が小さいほど外部からの放射の影響を受けやすくなるた

め，例えば伝熱面の放射率を高くする，外部からの放射を抑制するなどの対策が必要であ

る．しかし，温度測定範囲が-20 ~ 2000 °C 程度と広いことや，伝熱面からの放射エネルギー

を光子として検知するタイプの赤外線カメラ（2.5.1 項にて後述）の場合，感度（NETD）が

非常に良い（0.02K 以下），高速測定が可能といった利点がある．以上を踏まえると，熱伝

達変動を定量的に測定するためには，対流熱伝達の変動に追随でき，測定面の温度を精度

よく測定できる，赤外線カメラによる計測が有利である． 

近年，赤外線カメラの高性能化に伴い，赤外線カメラを使用した熱伝達測定の優位性が

示されている[22]．赤外線カメラは非接触かつ二次元の測定が可能であることに加え，赤外

線カメラの時間・空間・温度分解能がこの 10 ~ 20 年で急速に向上しており，室温における

高速な温度変動も精度良く測定できるようになった．例えば，Carlomagno and Luca [23]は，

測定面に薄い金属箔を用いて通電加熱する手法により，風洞内に設置した金属箔表面の熱

伝達率分布を調査した．Hetsroni and Rozenblit [24]やOyakawa et al. [25] は，流路壁面に張り

付けた金属箔を通電加熱し，その温度分布および時間変動を赤外線カメラにより測定し，

流れの変動に伴う熱伝達変動を観測した． 

一方で，これらの手法は，伝熱面の熱容量・熱伝導に起因した時間・空間的な減衰が避

けられない．中村[26], [27], [28], [29] は，伝熱面に薄いチタン箔（厚さ 2µm）を用いて，風

洞実験により平板乱流境界層および後向きステップ後方の再付着域における壁面の熱伝達

変動を測定した．その際，時間・空間的な減衰の程度を解析的に調査した結果，空気流の

ように熱伝達率が低い場合であっても，伝熱面の熱容量が十分小さければ流れの挙動に伴
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う熱伝達率の時空間分布を検知可能であることを示した[27]．また，伝熱面の熱伝導の逆解

析により，時間・空間的な減衰を復元し，熱伝達率の時空間分布を定量的に評価可能であ

ることを示した[29]． 

上記測定[26], [27], [28], [29]は，測定面が平面の場合である．また，外部流であるため測

定面は流体－固体の境界面である．一方，円管内乱流やチャネル乱流などの内部流の場合，

流体－固体の境界面の壁温変動を内部から測定できないため，流路外壁温度を測定し，流

体－固体の境界面の壁温変動を見積もる必要がある．また，円管内乱流の場合，伝熱面が

曲面であるため，平面の場合に比べ多方向からの放射の影響を受ける．これらの課題を克

服すれば，流れ場が内部流であっても，赤外線カメラを用いて熱伝達率の分布やその変動

を測定することが可能である． 

 

 

1.3.2 数値流体力学（CFD）によるアプローチ 

1.2 節で述べたように，熱伝達率分布やその変動に関する情報の重要性が増してきている．

近年，コンピュータの発展に伴い，CFD 解析によって乱流熱伝達現象の時間・空間的な変

動についても調査されるようになった． 

CFD 解析とは，一般に，流体の支配方程式（ナビエ・ストークス方程式）を離散化して，

コンピュータで解析することによって流れ場や温度場を調べることである[30]．CFD 解析は

その詳細度によって，DNS，LES，RANS の 3 種類に大別される．DNS とは，乱流に含ま

れるすべての大きさの渦構造の運動に対してナビエ・ストークス方程式を解く手法である．

この手法は，必要な計算格子の数がレイノルズ数とともに急速に増大するため，幾何形状

が単純な低レイノルズ数流れにのみ適用可能である．LES とは，乱流の比較的大きな構造

を直接数値計算の対象とし，それより細かい乱れに対してモデル化を行う計算手法である．

RANS とは，ナビエ・ストークス方程式に対してレイノルズ平均を施し，乱流渦構造は解析

せず，変動速度の統計量を用いて解析する手法である． 

乱流渦構造の挙動に起因した熱伝達の変動を調べるためには，DNS または LES で解析す

る必要がある．ここで，LES では，前述したように乱流の微細構造はモデル化されている．

一方，DNS は，乱流に含まれるすべての大きさの構造の変動を解析し，得られた結果から
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乱れのエネルギーとその散逸など各種の統計量も引き出すことができるため [31]正確に解

析するには DNS を用いるのが望ましい．DNS による解析は，1980 年代後半から可能にな

り，壁面近傍や（例えば[32]），はく離・再付着流れ（例えば[33], [34]）の乱流現象が研究さ

れてきた．しかし，単純な流れ場であっても，高レイノルズ数や高プラントル数の場合は，

計算負荷が非常に大きくなる．また，DNS が適用される流れ場は，比較的単純な幾何形状

で，周期境界条件が適用できる場合や，熱的境界条件は温度または熱流束一定の場合など，

単純な境界条件が与えられる場合に限られてきた．しかし，流れ場・温度場が空間的に発

達するような実際の乱流現象を詳細に解明するためには，流入・流出条件が適切であるか

別途検討する必要がある[35]． 

一方，実験の場合は実現象を評価することができるため，流れ場・温度場が過渡的な場

合の熱伝達の調査には，実験的アプローチが有効である．また，正確な実験データを得る

ことができれば，CFD 解析の結果の検証に使用し，解析精度の向上を図ることができる． 
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1.4 本研究の目的 

前述のように，熱伝達が非定常であると，多かれ少なかれ固体壁の温度が変動し，「伝熱

量が正しく予測できない」，「高サイクル熱疲労を起こす」などの問題が発生する恐れがあ

る．このとき，流体が気体（空気）の場合は熱伝達率がそれほど高くないため，熱伝達変

動に起因する問題は起きにくいが，液体（水）の場合は，気体よりも熱伝達率が 2 桁程度

高くなるため，固体壁の温度が変動しやすくなり，熱伝達変動に起因する問題が起きやす

い．円管内乱流は，熱交換器などの伝熱機器や発電プラントの配管に多く見られる流動形

態であるため，円管内乱流の熱伝達率分布やその変動に関する情報を定量的に把握できれ

ば，前述の問題に対処し，熱設計の精度や信頼性の向上に寄与できると考えられる． 

1.3.1 項で述べたように，熱電対や熱流束センサなどの点計測による熱伝達測定では，熱

伝達率分布が非一様であると十分な空間分解能を得るのは困難である．一方，感温液晶，

感温塗料および赤外線カメラなどを用いた面計測では，熱伝達率分布が非一様であっても

測定できる利点がある． 

本研究では，面計測のうち，対流熱伝達の変動に追随でき，測定面の温度を精度よく測

定できるという赤外線カメラの優位性に着目した．1.3.1 項で述べたように，伝熱面の温度

分布・変動から熱伝達率の分布・変動を評価する手法は伝熱面の熱容量・熱伝導に起因し

た時間・空間的な減衰が避けられない．しかし，伝熱面の熱容量を非常に小さくするとと

もに，伝熱面の熱容量と面方向への熱伝導に伴う時間・空間的な減衰を復元すれば，熱伝

達率の時間的・空間的な分布を定量的に評価可能であることが示されている[26], [27], [28], 

[29]． 

この測定[26], [27], [28], [29]は，測定面が平面であり，また測定面は流体－固体の境界面

であるが，著者の知る限り，円管内流れのような伝熱面が曲面の場合の乱流熱伝達の非定

常性を赤外線カメラを用いた手法で測定した例は存在しない．円管内流れの場合，流体－

固体の境界面の壁温変動を測定できないため，流路外壁温度を測定し，流体－固体の境界

面の壁温変動を見積もる必要がある．また，流体が液体（水）の場合は，気体（空気）に

比べ伝熱面の変形や振動が大きくなる．さらに，伝熱面が曲面であるため，平面の場合に

比べ多方向からの放射の影響を受ける． 

そこで本研究では，これらの課題を克服し，赤外線カメラを用いて円管内流れの熱伝達
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率の分布やその変動を測定する手法の開発を行った．また，この手法を用いて，円管内乱

流熱伝達の時間的・空間的な変動に関する基礎データを取得することを目的とした研究を

行った． 

測定手法開発の段階では，最も基本的な流れ場の一つである円管内の十分発達した流れ

において，本手法の妥当性を検証した．測定法の妥当性を確認した上で，本手法を，さら

に複雑な流れ場である，はく離・再付着を伴う流れ場，および急加速・急減速を伴う流れ

場に適用した．  
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1.5 本論文の構成 

本論文の構成を図 1-4 に示す．本論文は 6 章構成である． 

第 1 章では，研究の背景，熱伝達の変動により生じる問題点，熱伝達率の分布およびそ

の変動を知る方法について述べた後，本研究の目的を示した． 

第 2 章では，円管内水流実験装置，および本研究で新たに開発した熱伝達測定用伝熱模

型について述べる．また，伝熱面の温度測定方法について述べた後，測定された温度分布

の時系列データから熱伝達率の瞬時分布およびその時間変動を定量的に算出する方法につ

いて示す． 

第 3 章では，本研究で開発した熱伝達の新測定手法を十分発達した円管内乱流の熱伝達

測定に適用する．円管内の十分発達した領域は，最も基本的な流れ場の一つであるため，

既に多くの信頼できる研究結果が報告されている．よって，本測定で得られた平均熱伝達

率および熱伝達の時間的・空間的な統計量を従来の実験データや DNS による解析結果と比

較し，本測定法の妥当性を検証する． 

第 4 章では，はく離・再付着流れを伴う熱伝達特性を調査するために，3 章と同様の伝熱

模型内にオリフィス板を設置し，オリフィス周囲における熱伝達測定を行う．測定結果を

基に，オリフィス下流再付着領域における平均熱伝達率および熱伝達の時間的・空間的な

統計量を評価し，第 3 章における十分発達した領域との特性の違いを考察する．また，従

来の研究で十分解明されていない，流れの再付着位置と熱伝達率極大位置が一致しない原

因を調査する． 

第 5 章では，流れに矩形波的な脈動を与え，流れの急加速・急減速を伴う熱伝達特性に

ついて調査する．従来，脈動流による伝熱促進効果や伝熱抑制効果が指摘されているが，

未だに統一的な見解が得られていない．よって，流れ場の変動と熱伝達率の変動の同時測

定を行い，各位相における流量と瞬時熱伝達率分布の対応を観測する．脈動条件を変化さ

せて測定を行い，伝熱促進効果が得られる脈動条件と得られない脈動条件における熱伝達

特性の違いを調査する．  

第 6 章では，第 3 章から第 5 章で得られた結果を総括し，本研究の結論を述べる． 
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Fig. 1-4  Framework of the thesis. 
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第 2 章 実験装置および方法 

 
 
2.1 円管水流実験装置 

図 2-1(a) に実験装置の基本構成を示す．装置は，(1) ヘッドタンク(head tank)，(2) 整流水

槽(rectifier tank)，(3) 円管助走部(inlet region)，(4) 測定部(test section)，(5) 出口部(outlet region)，

(6) 出口水槽(outlet tank)から構成されている．整流水槽にはヘッダーが設置されており，円

管出口とヘッド差（1150 mm）をつけることで水流を発生させた． 

図 2-1 (b) に整流水槽を示す．整流水槽の内部には，流れを水槽内に拡散させるために緩

衝板 (buffer plate)を，水槽内の整流のためにパンチングメタル(perforated metal) を設置し，

円管助走部の上流端には円管入口の乱れを抑制するためにベルマウスを設置した．また，

整流水槽内部に挿入した温度プローブにより測定部上流側水温Tin 

2-1

を計測した．ベルマウス

出口（円管入口）には図  (c) に示す乱流促進体（直径 1 mmのワイヤをリング状にしたも

の）を設置可能であり，乱流促進体を設置した場合と設置しない場合の測定を行った．流

路には外径 26 mmのアクリル円管を用いた．円管の内径は D = 20 mm，助走部の長さは L = 

1040 mm（L/D = 52）である．助走部の長さを円管内径の 50 倍以上（L/D > 50）としたのは，

乱流の場合，助走区間の長さを円管内径の 50 倍程度とれば十分発達した乱流になるとの報

告に基づいている[36]． 

流量は，上流側と下流側のバルブによって調節し（図 2-1 (a) 参照），円管内の平均流速は，

出口水槽へ流出した流量を計量カップで測定して求めた．レイノルズ数 ReD = um D/ν の範

囲は ReD = 1000 程度 ~ 40000 程度である．赤外線カメラによる測定では，測定面温度 Tw

 

 と

周囲環境温度の差が大きいほど精度が向上するため，出口水槽内にサーモスタット付きの

ヒーターを設置し，ポンプで水を循環させることで装置内の水温を 30 °C程度まで高めた． 
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(a) Basic configuration of experimental setup 

 

 

(b) Rectifier tank 

 

 
(c) Turbulence promoter 

 

Fig. 2-1  Experimental setup. 
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2.2 円管内乱流熱伝達変動の新測定手法開発 

第 1 章で述べたように，従来，熱伝達率測定には，多くの場合熱電対や熱流束センサな

どによる点計測が用いられてきた．近年の赤外線カメラの高性能化に伴い，赤外線カメラ

を用いた熱伝達率変動測定も可能になり，平板乱流境界層および後向きステップ後方の再

付着域における壁面の熱伝達率変動が測定された[26], [27], [28], [29]．また，水路内乱流の

熱伝達率測定に関しても，測定面が平面であれば研究例は存在する[24], [25]．しかし，著者

の知る限り，円管内流れのような伝熱面が曲面の場合の乱流熱伝達の非定常性を赤外線カ

メラを用いた手法で測定した例は存在しない． 

よって，本研究では，新たに曲面の熱伝達率を測定できる伝熱模型を考案した．円管内

乱流熱伝達の定量測定を実現するうえで，測定面が平面の場合に比べ多くの懸念事項が存

在した．例えば，伝熱面には金属箔を用いて通電加熱したが，その際，高速な熱伝達変動

を伝熱面の温度変動として捉えるため，伝熱面の熱容量をできるだけ小さくした．すなわ

ち，金属箔には熱容量の小さいチタン箔を採用するとともに，水流に伴う伝熱面の変形や

振動の影響を抑制するために，チタン箔の厚さは 20 ~ 40 μm とした．伝熱面を均一に加熱

するためには，伝熱面と電極を密着させる必要があるが，伝熱面が曲面であるため伝熱面

と電極の接着方法を検討する必要があった．また，円管の曲面を被測定面としているため，

多方向からの周囲放射が被測定面に反射して赤外線カメラに入射するが，この影響を極力

抑えるため，伝熱面に黒ペイントを塗布して放射率を高めるとともに，周囲放射を一様に

するための工夫を行った．また，熱伝達率を定量的に評価するためには，黒ペイントの物

性値や塗布厚さを調査する必要があった．以上を踏まえ，伝熱模型の製作および熱伝達率

の測定を行った． 

また，伝熱面の温度分布の時系列データから，熱伝達率の瞬時分布およびその変動を算

出するプログラムを開発した．円管内流れの場合，流体－固体の境界面の壁温変動を測定

できないため，流路外壁温度を測定し，流体－固体の境界面の壁温変動を見積もる必要が

あった．よって，チタン箔と黒ペイントの 2 層からなる伝熱面の，熱容量による時間遅れ

と面方向の熱伝導を考慮した解析を行った．また，赤外線カメラで測定した伝熱面の熱画

像は円管の曲面を平面に投影したものであるため，このままでは伝熱面内壁－水流の熱伝

達率を算出できなかった．よって，測定された円管曲面の投影断面を流れ方向－周方向断

面に座標変換した． 
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2.3 熱伝達測定用伝熱模型 

図 2-2 に，熱伝達測定用の伝熱模型を示す．図 2-2 (a), (b) にそれぞれ供試円管の写真（黒

ペイント塗布前）および円管の断面構造（水平断面）を示す．アクリル円管（長さ 280 mm）

の測定部分のみを切り取り，切り取られた部分を含む円管内面全周に沿ってチタン箔（厚

さ δt

円管の両端には電極を設置し，これを介してチタン箔を通電加熱した．この時，伝熱面

温度T

 = 20.7 or 40.6 µm）を接着した．水流によるチタン箔の変形及び振動を抑制するために

円管両端には支持部を残した． 

wと水流温度Tmの平均温度差がTw - Tm

inq

 = 10 °C 程度になるように電流値を設定した．伝

熱面と電極を密着させるために，電極との接着部のみ伝熱面に短冊状に切り込みを入れて

電極に密着させた．電極とチタン箔間は導電性接着剤で接着したが，接触抵抗を完全に除

去できなかったため，チタン箔への通電加熱熱流束 は，通電電流とチタン箔の比電気抵

抗から算出した．チタン箔の比電気抵抗は，本実験で用いたものと同じチタン箔を短冊状

に切り，微小電流で通電した時の電流と電圧の関係から評価した．評価した比電気抵抗は

5.58 × 10-7 [37] Ω·m（20 °C）であり，文献値 とほぼ同一であった． 

伝熱面の放射率を高めるため，チタン箔の外面には黒ペイント（アクリルラッカースプ

レー，株式会社カンペパピオ）を塗布した（塗布厚さ δp

[38]

 = 10 ~ 20 µm程度）．黒ペイント

の熱抵抗による伝熱面表裏の温度差を抑えると同時に，伝熱面の熱容量を抑えるため，黒

ペイントは可能な限り薄く塗布した．また，ペイントの塗りむらを抑えるため，なるべく

黒ペイント塗布厚さが一様になるように，スプレーから伝熱模型までの距離，角度，スプ

レーを動かすスピード，重ね塗りの回数を検討し，全模型，同じ要領で塗布した．黒ペイ

ントの密度は，あらかじめ，物性値が既知の金属箔に黒ペイントを塗布し，体積と質量の

実測から評価した．熱伝導率は，文献 と同様の装置を用いて，熱抵抗から評価した．そ

の結果，黒ペイントの密度および熱伝導率はアクリルの文献値[39]と同様であったためアク

リルの文献値を使用した．同様に比熱もアクリルの文献値を使用した．また，黒ペイント

の塗布厚さは，伝熱面に黒ペイントを塗布する際，同時に，30 mm × 30 mmの金属箔片にも

塗布し，黒ペイントの質量と密度から評価した．アクリル管が切り取られた部分では伝熱

面がチタン箔と黒ペイントのみで構成されているため熱容量が非常に小さく，管内水流へ

の熱伝達変動に伴って壁温が高速に変動する．この壁温変動を高速度赤外線カメラ（SC4000, 
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FLIR）で測定した． 

本実験のように測定面が曲面の場合，平面と比べて多方向からの周囲放射が測定面で反

射して赤外線カメラに入射する．そのため，図 2-2 (c) のように，温度が均一でかつ放射率

の高い遮蔽板（銅板の内側に黒ペイントを塗布したもの）で測定部の周囲を覆い，周囲か

らの放射を極力均一にした． 

なお，図 2-2 (c)のように伝熱模型の熱的境界条件が左右で非対称（チタン箔+黒ペイント

側が壁温変動大，チタン箔+アクリル側が壁温変動小）となっているが，円管内乱流熱伝達

の熱的境界条件の影響を調べたDNSの結果[40] から判断すると，円管内の温度場は内層（y+

2-2

 

< 10）を除いて熱的境界条件の影響が小さく，この非対称性が円管内全体の熱流動場に及ぼ

す影響はほとんどないと考えられる．座標系は流れ方向を z，円管周方向を θ，円管半径方

向を r とした（図  (c) 参照）． 
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(a) Photograph (before coating with black paint) 

 

 

(b) Top cross-sectional view 

 

 

(c) Schematic of the measurement system 

 

Fig. 2-2  Test section for heat transfer measurement. 



22 
 

表 2-1 に本研究で製作・使用した伝熱模型の一覧を示す．表中には，各章で使用した模型

の伝熱面の厚さ（チタン箔厚さ δt，黒ペイント厚さ δp 2.5.5）， 項で後述する要領で評価し

た伝熱面の分光放射率 εIR

 

 およびアクリル円管の切り取り部の範囲（流れ方向長さおよび

周方向角度）を示している． 

 

Table 2-1  List of the test models for heat transfer measurement. 

Chapter Model number δ δt εp 
Cutout region of pipe 

IR 
(streamwise, circumference) 

3 
① 20.7 μm 23 μm 0.89 240 mm, ±90° 

② 20.7 μm 23 μm 0.90 220 mm, ±90° 

4 
③ 20.7 μm 13 μm 0.90 240 mm, ±90° 

④ 20.7 μm 17 μm 0.96 240 mm, ±90° 

5 
⑤ 20.7 μm 9 μm 0.81 80 mm, ±70° 

⑥ 40.6 μm 15 μm 0.87 80 mm, ±70° 
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2.4 流体諸量の測定 

2.4.1 レーザードップラー流速計（LDV）による速度分布測定 

第 3 章「熱伝達変動の新測定手法の妥当性検証」および第 4 章「はく離・再付着流れを

伴う熱伝達特性」において，測定部の流れ場を確認するため，円管断面の速度分布をレー

ザードップラー流速計（LDV: Flow Explorer 75 mW, DANTEC）で測定した．LDVの諸元を

表 2-2 に示す．図 2-3 に，速度分布測定用の測定部の概略を示す．円管はパイレックスガラ

ス製（内径D = 20 mm, 厚さ 1.8 mm）であり，水を満たした矩形のウォータージャケットを

円管周囲に取り付けた．ウォータージャケットの側面には，外側（空気側）に反射防止コ

ーティングを施したガラス窓（φ25, 厚さ 1 mm）を取り付けた．測定には 1 軸のレーザー

ドップラー流速計（LDV: Flow Explorer 75 mW, DANTEC）を使用し，流れ方向速度 uz 

 

の分

布を円管断面の水平方向（r 方向，θ = 0°, 180°）に 1 mm間隔でトラバースして測定した．

トレーサー粒子には粒径 50 µm のナイロン粒子を使用し，測定点 1 点当たりのサンプルデ

ータ数は最大 10000 とした． 

 

Table 2-2  Specifications of Laser Doppler Velocimeter (LDV). 

Velocity component 1 

Wavelength of laser 785 nm 

Focal length 285 mm 

Measurement volume 0.1 × 0.1 × 1 mm 

Output of laser 75 mW 

Signal processor BSA F60 

Max. velocity 212 m/s 
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Fig. 2-3  Test section for velocity measurement. 

 

 

 

2.4.2 熱膜流速計による速度変動測定 

第 5 章「流れの急加速・急減速を伴う熱伝達特性」において，円管中心の速度変動を測

定するため，熱膜流速計（StreamLine, DANTEC）を使用した．熱膜プローブ（55R13, DANTEC）

を伝熱模型（図 2-2 (b)）の直後に設置した．熱膜プローブの諸元を表 2-3 に示す．図 2-4 に，

熱膜プローブの形状を示す．  
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Table 2-3  Specifications of fiber-film probe (55R13). 

Sensor material nickel 

Sensor dimensions φ70 μm × 1.25 mm  

Thickness of quartz coating 2 μm  

Max. sensor temperature 60 °C 

Min. velocity 0.01 m/s  

Max. velocity 10 m/s  

Frequency limit (63 % response) 30 kHz  

 

 

 

 

Fig. 2-4  Schematic of fiber-film probe.  

 

 

熱膜流速計の校正は，定常流において水温および流速を変化させ，その時の流路出口に

挿入した温度計（図 2-1 (a)参照）の温度と出口水槽へ流出した流量に基づき行った．なお，

本研究では水温の非定常測定ができていないため，脈動流測定の際は熱膜プローブ設置位

置での水温を一定と仮定して速度変動を算出した．以下に熱膜流速計の校正の方法を示す． 
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熱膜プローブ（図 2-4 参照）のフィルム部を円柱と仮定すると，円柱周りの熱伝達率は次

式で表される． 

 

  nRNu eC =   (2-1) 
 

この時，熱膜プローブのフィルム部からの放熱量Q は，フィルム部の平均熱伝達率をh ，

表面積をA，プローブ温度をTpro，プローブ周囲水温をTout

 

とおくと次式で表される． 

 ) - (  =   = 2
outpro TTh ARIQ   (2-2) 

 

熱膜プローブの場合，プローブ温度は一定に制御されているため電気抵抗Rは一定になる．

よって熱膜プローブからの出力電圧 E = IR は，式(2-1), (2-2)より，熱物性値が一定である

とすると次のように書き直せる． 

 

 1/22/ ) - ( c = outpro
n TTuE  (2-3) 

 

cは比例定数である．熱膜流速計はアンプでゲインとオフセットを調整しているので，式

(2-3)は，c1, c2

 

を定数として次式で表される． 

 2
1/22/

1 c) - ( c = +outpro
n TTuE   (2-4) 

 

一例として，プローブ温度―水温の温度差 C12   - °≈outpro TT に固定して，流速を変化させた

時の熱膜プローブ出力電圧 E の変化を図 2-5 に示す．次に，管中心流速 m/s.590  =u に固定

して，水温を変化させた時の熱膜プローブ出力電圧 Eの変化を図 2-6 に示す．この場合，図

2-5 および図 2-6 から式(2-4)の定数 n , c1, c2 の値はそれぞれ n = 8.57 × 10-2, c1 = 5.52, c2

  

 = 

-18.92 と評価できた． 
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Fig. 2-5  Output of hot film probe with respect to the center velocity of a pipe at temperature 

difference of C12   - °≈outpro TT . 

 

 

Fig. 2-6  Output of hot film probe with respect to temperature difference ( outpro TT  - ) at the center 

velocity of a pipe of u = 0.59 m/s. 
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2.4.3 電磁流量計による流量変動測定 

第 5 章「流れの急加速・急減速を伴う熱伝達特性」において，流量変動を測定するため

に電磁流量計（EGM1300C, 東京計装）を使用した．電磁流量計の作動原理を図 2-7 に示す．

内径 D の円管内に均一な磁界 B を与え，磁界に垂直方向に導電性液体が平均流速 um

[41]

 で

流れると，電磁誘導により，次式のように流れおよび磁束それぞれの垂直方向に流速に比

例した起電力が生じる ． 

 

 muDBE    ∝   (2-5) 

 

また，体積流量 Q は Q = (π/4) D2 um

表 2-4 には，電磁流量計の諸元を示す．電磁流量計の校正は，定常流において，出口水槽

へ流出した流量の計量カップでの測定値に基づいて行った．図

 であるから，起電力 E および磁束密度 B が分かれ

ば流量 Q を求めることができる． 

2-8 に，計量カップで測定し

た流量と電磁流量計の出力の関係の一例を示す．なお，流量計の測定範囲は 0 ~ 2.9 × 10-4 

m3

 

/s (1 ~ 5 V) に設定した．流量は，電磁流量計の出力の 1 次関数で近似した．なお，電磁

流量計の校正は，熱伝達測定時のデータ取得前後に行い，再現性を確認した．  

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-7  Operating principle of magnetic flowmeter. 

 

  

flow (conductive fluid)  um 

magnetic flux  B 

electromotive force  E 
pipe diameter 

D 
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Table 2-4  Specifications of magnetic flowmeter (EGM1300C, TOKYO KEISO CO., LTD). 

Nominal diameter 25 mm  

Min. flow rate 0 m3/s  

Max. flow rate 5.9 ×10-3 m3/s  

Time constant (63 % response) 0 ~ 100 s 

Sampling frequency 1/50 ~ 2 × utility frequency Hz  

Electric conductivity (water) Greater than 2 ×10-3 S/m 

Output current (output voltage) 4 ~ 20 mA (1 ~ 5 V) 

 

 

 

 

Fig. 2-8  Flow rate with respect to output of a magnetic flowmeter. 
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2.4.4 差圧計による差圧変動測定 

第 5 章「流れの急加速・急減速を伴う熱伝達特性」において，差圧変動を測定するため，

微差圧計（EJX120J, YOKOGAWA Co.）を使用した．差圧計の基本構成を図 2-9 に示す．図

中のシールダイアフラムが受けた圧力は，シールダイアフラムとセンタダイアフラムの間

に封入されたシリコンオイルを経由してセンサ部へ伝達される構造になっている[42]．セン

サ部（図 2-9 の右図）にはダイアフラムチップに振動子が設置されており，ダイアフラムチ

ップにプロセス圧が加わることでダイアフラムに歪みが生じ変形し，その結果ダイアフラ

ムに組み込まれた振動子が伸びもしくは縮み，振動子の固有振動数も変化する．この固有

振動数から差圧が算出可能である[42]．微差圧計の諸元を表 2-5 に示す．なお，表 2-5 中の

応答時間（Response time, 63 %応答）は微差圧計の受圧部からセンサまでの遅れ（時定数, 100 

ms 程度） + 差圧計のサンプリングによる時間遅れ（最大 45 ms）である．また，時定数（Time 

constant, 63 %応答）は，差圧計の電気回路によるダンピング時定数であり，値を 0 ~ 100 s

の範囲で設定可能である．差圧計の測定値の妥当性を検証するため，定常流時の実測値を

次式で表される流体摩擦による圧力損失の経験式（ダルシー・ワイスバッハの式）[43]と比

較した． 

 

 2
ρ

λ
2

mu
D
LP =∆  (2-6) 

 

ここで，λは管摩擦係数であり，層流の場合ナビエ・ストークスの式の厳密解から求められ

（λ = 64/ReD），乱流の場合ブラジウスの式（λ = 0.3164/ReD
0.25 [43]）から求められる ．Lは圧

力損失測定部の管長さ（本実験ではL = 2.06 m，図 5-1 (a)参照）であり，ReD，D，ρ および 

um 

図

はそれぞれレイノルズ数，円管内径，水の密度および平均流速である． 

2-10 に差圧の測定結果の一例を示す．図 2-10 を見ると，差圧の実測値は，経験式から

見積もった圧力損失の値と 5 %程度以内で一致している． 
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Fig. 2-9  Schematic of differential manometer (Cited from Technical Information : Electronic 

differential pressure/pressure transmitter, 1999, p. 11, Fig. 4-1-2, p. 16, Fig. 4-2-2, Copyright © 

1991 YOKOGAWA All Rights Reserved.). 

 

 

 

Table 2-5  Specifications of differential manometer (EJX120J, YOKOGAWA Co.). 

Measurement span 0.0025 ~ 1 kPa  

Min. pressure difference -1 kPa  

Max. pressure difference 1 kPa  

Response time (63 % response) Less than 150 ms 

Time constant (63 % response) 0 ~ 100 s 

Sampling time 45 ms 

 

  

振動子 

振動子 

ダイアフラムチップ 

永久磁石 

基板 

ダイアフラムチップ 

プロセス圧 

（ダイアフラムチップを永久磁石側から見た図） 
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Fig. 2-10  Pressure difference with respect to the Reynolds number, compared with empirical 

equation. 
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2.5 伝熱面の温度測定 

2.5.1 赤外線カメラによる温度測定原理 

本測定で使用する赤外線カメラは，インジウム・アンチモンを検出素子とする量子型（光

電型）のカメラであり，入射した放射エネルギーを光子として検知するものである．赤外

線カメラは，検出素子で受光した放射エネルギーを，読み出し回路でゲインとオフセット

を調整し出力する．本論文では，赤外線カメラの出力（赤外線検出素子の出力値）を放射

強度と呼ぶことにする．  

黒体の単色放射能 Eλ (W/(m2

 

⋅µm)) は，各単位波長（µm）当たりの放射熱流束であり，次

式で表される． 

 [ ] ))mm/(W(
1)/exp(

2

2
5

1 µ⋅
−λλ

=λ TC
C

Eb  (2-7) 

 

これをプランクの法則という．ここで，C1，C2 はそれぞれ，第 1 ふく射定数，第 2 ふく射

定数であり，C1 = 3.742 × 108 (W⋅µm4/m2)，C2 = 1.439 × 104 (µm⋅K) である．この時の単色放

射能 Ebλ 2-11と波長 λ の関係を図 に示す．黒体の単色放射能 Ebλと絶対温度 T は 1 対 1

の関係になっているのが分かる．すなわち，赤外線カメラの出力（放射強度）から測定面

温度Tw

 

 を求めることができる． 
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Fig. 2-11  Spectral emissive power of black body with respect to wave length (Planck distribution). 

 

 

一方，実際の物体は黒体ではないので，プランクの法則には従わない．この場合，同じ絶

対温度T における黒体面の単色放射能 Ebλ (λ, T) と実在面の単色放射能Eλ (λ, T)の比 ελ 

 

を

分光放射率という． 

 ),(
),(

TE
TE

b λ
λ

=ε
λ

λ
λ  (2-8) 

 

放射率は 0 ~ 1 までの値をとる．黒体の場合は放射率が 1 となり，入射した全ての放射を

吸収する．すなわち反射・透過しない．一方，一般には測定面の放射率が 1 より小さい場

合，測定面における反射を考慮する必要がある． 

図 2-12 に，赤外線カメラによる温度測定の概念図を示す．測定面の温度をTw ，赤外線カ

メラの波長帯における分光放射率を εIR とする．この時，黒体温度Tと赤外線カメラで検知

される放射強度 EIR 2-12 の関係 f(T) を黒体炉で校正してあらかじめ求めておくと，図 の

測定面からの放射熱流束のうち，赤外線カメラで検知される放射強度EIR1 

[44]

は次式で表される

． 
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 EIR1 = ε IR f (Tw

 

) (2-9) 

また，測定面が本測定のように赤外線を透過しない物体の場合，反射率が 1 − ε IRになる．

この時，測定面の周囲壁面温度Tamb が一様であり，周囲壁面が黒体とみなせる場合（放射率

が 1 とみなせる場合），周囲壁面からの放射熱流束のうち，測定面で反射し，赤外線カメラ

で検知される放射強度EIR2 

 

は次式で表される． 

 EIR2 = (1 - εIR)  f (Tamb

 

) (2-10) 

この時，赤外線カメラで検知される放射強度 EIR は EIR1 とEIR2 

 

の和であり，次式で表され

る． 

 EIR = ε IR f (Tw) + (1 - εIR)  f (Tamb

 

) (2-11) 

つまり，周囲壁面が黒体で温度が一様な場合，分光放射率 εIR と周囲壁面温度 Tamb 

が既知であれば，測定面の温度Tw 

 

が求められる． 
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Fig. 2-12  Conceptual view of temperature measurement using infrared thermograph. 

 

 

2.5.2 赤外線カメラの諸元 

本研究で用いた高速度赤外線カメラ（SC4000-HS MID, FLIR）の諸元を表 2-6 に示す．赤

外線カメラの波長感度範囲は中赤外線波長領域（3 ~ 5 µm）であり，画素数はフルフレーム

で 320×256 pixels である．フレーム速度はフルフレームの場合，最大 420 Hz である．画素

数を削減すると，それに応じてフレーム速度を上げることができる．ただし，本研究では

室温程度の温度を計測するため，十分な感度（雑音等価温度差 NETD ≈ 0.018 K）を得るた

めに露光時間を 0.961 ms としている．この場合，フレーム速度の最大値は 1000 Hz 程度に

制限される． 

各画素で検出された放射強度EIRの分布は，熱画像としてPCに記録される．これをCSVフ

ァイルとして出力し伝熱面の温度Tw 2.5.4を求めた．温度算出要領の詳細は 項において記述

する． 

 
 

Infrared thermograph 

measurement surface 

ambient wall  
(black body) 

Tamb 

Tw εIR 

EIR2 EIR1 
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Table 2-6  Specifications of infrared thermograph. 

Detector Indium Antimonide (InSb) 

Resolution 320×256 pixels 

Spectral Range 3 ~ 5 µm (medium wavelength) 

Sensor cooling Stirling cycle cooler 

Full frame rate 420 Hz (at 320×256 pixels) 

Integration time  

(electronic shutter speed) 
9 µs ~ Full frame time 

NETD (sensitivity) Less than 0.018 K 

 
 

2.5.3 光学系の温度変化の影響 

図 2-13 に，本研究で用いた赤外線カメラの内部構造の概略を示す[45]． 赤外線カメラの

素子は冷却器（スターリングサイクルクーラー）によって 80 K 程度まで冷却されており，

素子周囲にはコールドシールドが設けられている．低温のコールドシールドからは素子へ

の赤外線の放射がほとんどなく，素子自身および素子周囲からの放射は無視できる．つま

り，外部からの放射のみが光学系を通過して検出されるとみなせる．この場合，光学系の

温度変化が測定の誤差要因になる．  
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Fig. 2-13  Internal configuration of infrared thermograph (cooled type, referred to Nakamura, 

Optical Alliance, 27-8, 2016, p. 2, Fig. 3 (a)). 

 

 

本研究では，光学系の温度変化による測定誤差を抑制するため，赤外線カメラの光学系

の温度 TL

2-9

 を考慮した校正関数を作成した．カメラレンズのフレームの側面に高熱伝導性の

ゲルで熱電対を接着し，測定した温度を光学系の温度とみなした．赤外線カメラの校正に

は黒体炉（IR - R24，チノー社：空洞放射率 0.993）を用いた．式( )中の赤外線カメラの

校正関数f(T)に，光学系の温度変化を考慮した赤外線カメラの校正関数を次式で定義した

[46]． 

 

 f (T ,T L )  =  τ L ( a 3 T 3  +  a 2 T 2  +  a 1 T )  +  ε L  ( a 3 T L
3  +  a 2 T L

2  +  a 1 T L )  +  a 0

 

 (2-12) 

Tは校正時の黒体炉の温度である．TL，τ Lおよびε Lはそれぞれ，光学系の温度，透過率およ

び放射率（= 吸収率）である．校正時の黒体炉の温度 T (K)と赤外線カメラで検知した放射

強度 EIR 2-14 の結果を図 に示す．赤外線カメラの校正は，図に示すように，室温が 17 °C

程度，24 °C程度および 32 °C程度の 3 通りにおいて行った． 赤外線カメラで検知した放射

強度 EIR 2-12と式( )から求めた値の最小 2 乗近似から，図 2-14 中に示す通り式(2-12)の係数

を決定した．光学系の温度変化の影響を確かめるために，式(2-12)の光学系の温度TL

2-12

が異な

る場合における式( )で算出される測定面の温度Tの違いを比較した．例えば，赤外線カ

sensor 

cooler 

window 

lens dewar 

cold shield 

TL 



39 
 

メラで検知した放射強度をEIR = 30000 と仮定し，光学系温度がTL = 17 °Cの場合とTL 

 

= 32 °C

の場合を比較すると，算出される測定面の温度はそれぞれ，T = 42.5 °CおよびT = 42.0 °Cと

なり，0.5 °C程度差が生じる． 

 

 

 

Fig. 2-14  Output of infrared thermograph EIR

 

 with respect to temperature of black body. 

 

2.5.4 温度の算出 

本研究では，前項のように，赤外線カメラの光学系の温度変化を考慮し，伝熱面の放射

強度 EIR 2-11（式( )）を次式で表した． 

 

 EIR = ε IR f (Tw,TL) + (1 - εIR)  f (Tamb,TL

 

) (2-13) 

赤外線カメラにより取得された伝熱面の放射強度EIR

2-13

を基に，Fortranで作成したプログラム

により，式( )を計算して伝熱面（黒ペイントが塗布されたチタン箔）の温度Twを求めた． 
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f (T,TL)は黒体炉で評価した温度校正関数，ε IRは赤外線カメラの波長帯における伝熱面の分

光放射率，TLおよびTamb 2-13 はそれぞれ光学系の温度および周囲壁面温度である．式( ) の

右辺第 1 項は測定面からの放射であり，第 2 項は周囲から放射された赤外線が測定面で反

射したものである．なお，測定面からの距離が 1 m 以内であるため，大気による赤外線の

吸収は無視できる[47]．  

 

 

2.5.5 放射率の評価 

赤外線カメラにより測定した伝熱面の放射強度から伝熱面の温度 Tw

2-15

 を定量的に求める

ためには，伝熱面の分光放射率を正確に評価する必要がある．よって，本研究では，でき

るだけ熱伝達測定時（第 3 章 ~ 第 5 章）と同じ環境を作り分光放射率を評価した．図

に放射率評価時に用いた装置の概略図（図 2-15 (a)）および熱画像の一例（図 2-15 (b)）を示

す．放射率評価用の模型は，2 枚の銅板（30 mm × 30 mm× 2 mm）でヒーターを挟んだ構造

になっており，裏側の銅板は断熱のためバルサ板に接着されている．表側の銅板表面には

熱伝達測定模型の伝熱面と同様のもの（チタン箔および黒ペイント厚さが同じもの）を密

着させた．伝熱面からの放射強度EIR 2-15（図  (b)破線の領域）を赤外線カメラで測定す

ると同時に，伝熱面の温度Tw，周囲環境温度Tamb（周囲銅板温度）および赤外線カメ

ラの光学系の温度 TL 2-13を熱電対で測定することにより，式( ) からε IR 

2-15

の値を評価し

た．また，分光放射率評価の誤差を抑制するため，図  (a)に示すように 2 個の銅

板模型を同時に測定し，評価された左右の模型の分光放射率を平均した．なお，左右

の模型の分光放射率の差異は 0.005 程度であった．また，伝熱面と同時に黒体テープ（図

2-15 (b)右側）の放射率も評価し，伝熱面の分光放射率の妥当性を確認した．第 3 章，第 4

章および第 5 章において，熱伝達測定のデータ取得前後に伝熱面の放射率を評価し，

放射率の再現性を確認した． 
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(a) Schematic of the setup 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

(b) Example of thermal image 

Fig. 2-15  Evaluation of spectral emissivity for infrared thermography. 

Tw 
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2.5.6 周囲放射の不均一の影響 

本実験では，円管の曲面を被測定面としているため，平面と比べて多方向からの周囲放

射が被測定面で反射して赤外線カメラに入射する．そのため，図 2-2 (c)のように，温度が均

一でかつ放射率の高い遮蔽板（銅板の内側に黒ペイントを塗布したもの）で測定部の周囲

を覆い，周囲からの放射を極力均一にした．ただし，完全に均一にすることは困難であっ

たため，ここでは周囲放射の不均一を測定し，それによる誤差を以下のように評価した． 

本測定の概略図を図 2-16 に示す．円管内には常温の水を流し，伝熱面は非加熱とし，被

測定面の温度がTw = Tm ≈ Tamb 2-17となるようにした．図 に熱画像の一例を示す．なお，こ

の図は赤外線カメラで測定された円管の曲面を平面に投影したものである．観測孔からの

赤外線カメラ自身の映り込みによる反射の影響で，θ = 0° 付近においてEIRが低く（赤外線

カメラの冷却部），その周りを高放射強度の領域（赤外線カメラの本体）が囲んでいる．赤

外線カメラの反射は，伝熱面が曲面のため横に引き伸ばされた形状をしている．|θ| が大き

くなると，EIR 2-17はほぼ一様になっている．ここで，図 中の破線内の領域における平均的

な放射強度EIR 2-13を基に，式( )から平均的な壁温Tw を算出すると，Tw = 20.75 °Cであった．

また，同領域における壁温Twのばらつきを評価したところ，本条件における周囲放射の不

均一による壁温Tw

 

の平均値からのばらつき（95 %包括度）は 0.10 °C程度であった．  
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Fig. 2-16  Schematic of the measurement system. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-17  Thermal image on unheated test surface at Tw = Tm ≈ Tamb (um = 0.46 m/s, Tm = 20.2 °C, 

Tamb = 21.1 °C, δp = 12.6 µm, εIR = 0.90, model ③). 

θ = 0o 
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- 90o 
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2.5.7 放射率不均一の影響 

本実験では，伝熱面の放射率を高めるため，チタン箔の外面には黒ペイントを塗布した．

このとき，黒ペイントに塗りむらがあると，塗りむらに起因して伝熱面の放射率が不均一

になる（黒ペイントが薄くなると放射率下がる）．そのため，厚さが均一になるように注意

深く黒ペイントを塗布した．しかし，完全に均一にすることは困難であったため，ここで

は黒ペイントの塗りむらに起因する放射率の不均一を測定し，それによる誤差を評価した．

測定は，円管内に 30 °C程度の水を流し，伝熱面は非加熱とし，被測定面の温度がTw = Tm 

2-16

≈ 

30 °Cの状態で行った（図 ）．なお，周囲環境温度 Tamb

図

 は室温とした． 

2-18 に熱画像の一例を示す．図 2-18 (a)は，均一に黒ペイントを塗布した伝熱面の熱画

像である．図を見ると，θ = 0° 付近における赤外線カメラ自身の映り込みによる影響を除け

ば，|θ| < 45°の範囲ではほぼ放射強度が均一であり，放射率不均一の影響はほとんどないの

が確認できる．図 2-18 (b)は，黒ペイントに塗りむらがある伝熱面の熱画像である．図中の

数箇所に黒ペイントの塗りむらに起因する放射強度のむらが確認できる．前項と同様，図

2-18 (b)中の破線内の領域における平均的な放射強度EIR 2-13を基に式( )から平均的な分光放

射率 εIRを算出するとεIR = 0.90 であった．また，同領域における分光放射率εIR

  

のばらつきを

評価したところ，黒ペイントの塗りむらによる，分光放射率の平均値からのばらつき（95 %

包括度）は 0.02 程度であった．このように黒ペイントの塗りむらに起因する放射率不均一

の影響が大きい場合は，次項で示す補正を行った． 
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(a) Uniformly painted test surface (um = 0.47 m/s, Tm = 30.2 °C, Tamb

 

 = 23.0 °C, model ③) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) Non-uniformly painted test surface (um = 0.47 m/s, Tm = 30.2 °C, Tamb

Fig. 2-18  Thermal image on unheated test surface at T

 = 23.4 °C, model ③) 

w = Tm 

 

≈ 30 °C 

 

θ = 0o 

90o 

- 90o 

 

EIR 

z/D = 6 7 8 

z = 120 140 160 mm  

z/D = 2 3 4 

z = 40 60  80 mm 

θ = 0o 

90o 

- 90o 

 

EIR 



46 
 

2.5.8 周囲放射不均一および放射率不均一の補正 

本研究では，2.3 節で述べたように，基本的には壁温と水温の平均温度差Tw - Tm

図

 = 10 °C 程

度として測定を行った．ただし，第 4 章「はく離・再付着流れを伴う熱伝達特性」におけ

る測定では，特に，流れの再付着領域において熱伝達率が非常に高くなり，壁温と水温の

温度差が最低 3 ~ 4 °C 程度まで低下する．この場合，周囲放射不均一による測定値への誤

差が相対的に高くなる．また，伝熱面に塗布した黒ペイントに塗りむらがあると放射率の

不均一による測定値への誤差が大きくなるため，上記影響が大きいと判断した条件につい

ては，測定後に周囲放射不均一および放射率不均一の補正を行った．以下に本研究で行っ

た補正の一例を示す． 

2-19 に流れの再付着を伴う領域の瞬時熱画像を示す．破線内の放射強度EIR

2-13

を基に，式

( )から温度分布Tw 2-20を求め，時間平均したものを図 に示す．なお，この図は赤外線

カメラで測定した伝熱面の投影断面を z - θ 面に座標変換し表示している．前述の通り，流

れの再付着領域（図 2-20 の z/D < 4 程度の領域）では壁温―水温の温度差が小さくなり，

周囲放射不均一による影響が相対的に高くなるため，図 2-20 を見ると，θ = 0° 付近におい

て赤外線カメラ自身の映り込みによる反射の影響が確認できる．また，図中の数箇所に黒

ペイントの塗りむらに起因する温度むら（放射率の不均一による見かけ上の温度むら）が

存在する．つまり，周囲放射と伝熱面の放射率には分布があるため，式(2-13)は次のように

書き直せる． 

 

 EIR(z, Rθ) = ε IR(z, Rθ) f{Tw(z, Rθ)} + {1 - εIR(z, Rθ)}  f{Tamb

 

(z, Rθ)} (2-14) 

式(2-14)中の周囲環境温度分布 Tamb(z, Rθ) および放射率分布 εIR

2-21

(z, Rθ) を求め，周囲放射

不均一および放射率不均一の影響を補正した（詳細は付録Aを参照されたい）．なお，ここ

では赤外線カメラの光学系の温度変化は考慮しなかった．図 に，補正後の時間平均温

度分布を示す．不均一の補正を行う前（図 2-20）に比べて，赤外線カメラ自身の映り込み

による反射の影響および，黒ペイントの塗りむらに起因する温度むらが抑制されているの

が確認できる．  
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Fig. 2-19  Instantaneous infrared image on the heated surface around flow reattachment region 

(model ③). 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-20  Time-averaged temperature distribution on the heated surface around flow reattachment 

region. 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-21  Time-averaged temperature distribution on the heated surface around flow reattachment 

region (after correction). 
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2.5.9 不確かさ解析 

赤外線カメラの検知波長帯域（3 ~ 5 µm）における分光放射率を εIR，赤外線カメラの光

学系の温度をTL，周囲温度を Tamb とすると，被測定面（非黒体）の温度 Tw と赤外線カメ

ラで検知された放射強度（赤外線検出素子の出力値）EIR 2.5.4の関係は， 項で述べたように

式(2-13)で表される．本研究では，式(2-13)を用いて，赤外線カメラの出力 EIR，赤外線カ

メラの光学系の温度TL，周囲温度 Tamb の測定，および分光放射率 εIR の値から被測定面の

温度Tw 2.5.4を求めている（ 項参照）．分光放射率 εIR 2.5.5の値は，ここでは 項で述べたよう

に，円管内水流実験と同様な伝熱面及び周囲条件において EIR，TＬ，Tamb，Tw

2-13

を計測し，こ

れらの値を式( )に代入して εIR の値を評価している．この場合，黒体炉での校正で求め

た関数 f(T) に誤差があると，評価した εIR の値に誤差が伝播するが，その εIR の値を用いて 

Tw を求めているので，円管内水流実験模型のεIRと分光放射率評価用模型のεIRが等しければ，

Tw 

以上を考慮すると，温度 T

の算出においては，f(T) の誤差は事実上キャンセルされる．  

w 

① 分光放射率 ε

の測定誤差として以下の要因が挙げられる． 

IR 2.5.5 評価時の誤差（ 項参照，εIR

② 管内水流実験模型のε

の管内水流実験模型との差異含む） 

IR

③ 放射強度（出力値）E

の不均一（ペイントの塗りむら） 

IR

④ 周囲放射 (1 − ε

 のノイズ（IR素子の出力変動，および素子間の感度のばらつき） 

IR) f(Tamb

なお，赤外線カメラの光学系の温度T

) の不均一による誤差 

Lの誤差の影響は被測定面の温度Twの誤差要因として

十分小さいため（TLの測定値に 0.1 °C誤差があった場合のTw

[48]

の誤差は 0.005 °C程度以下），こ

こでは無視する．上記要因について，それぞれ絶対正確度（かたより誤差）B，および絶対

精密度（ばらつき誤差）S を計算した．ここで使用する用語および記号は，文献 に準じ

ている．表 2-7 に，① ~ ④の誤差要因をまとめた．なお，不確かさ解析は，円管内乱流の

熱伝達測定における代表的な条件（ReD

  

 = 10100, z = 220 mm, 模型②）において行った． 
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Table 2-7  Uncertainty factor of the temperature measurement using infrared thermograph.  

項番 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度 θ 

① 

熱電対による銅板温度の測定誤差 B11   = 0.1 °C θ11 = 1 

銅板内部と被測定面の温度差（接触

熱抵抗によるもの） 
B12   = 0.02 °C θ12 = 1 

周囲温度の測定誤差 B13   = 0.1 °C θ13 = 0.07 °C *1 

εIR
B

の管内水流実験模型との差異

（0.9±0.01） 
14 = 0.150 °C  *1 θ14 = 1 

② 
管内水流実験模型のεIR

 
の不均一

（0.9±0.01） 
S2 = 0.150 °C θ*1 2 = 1 

③ 

IR 素子(各ピクセル)の出力変動 

（εIR

 
 = 0.90 の場合，フィルター後） 

S31 = 0.003 °C θ*2 31 = 1 

IR素子(ピクセル)間の出力のばら

つき（εIR   = 0.90 の場合，フィルタ

ー後） 

S32 = 0.022 °C θ*2 32 = 1 

④ 

非加熱時（水流あり）における周囲

放射の不均一に伴うEIR

 
 の不均一 

S41 = 0.025 °C θ*1 41 = 1 

熱電対による周囲温度の測定誤差 B42   = 0.1 °C θ42 =0.07 *1 

*1 式(2-13) から，Tw = 40 °C，Tamb = 23 °C，εIR

 

 = 0.9 として評価，  *2 等温面の測定結果から評価 

表 2-7 の値から，Tw 

絶対正確度（かたより誤差）： 

の測定誤差は以下のように評価できる． 

=×θ+×θ+×θ+×θ+×θ= 2
2424

2
4141

2
3131

2
1212

2
1111 )()()()()( BBBBBBTw  0.182 °C 

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

=×θ+×θ+×θ+×θ= 2
4141

2
2323

2
3131

2
22 )()()()( SSSSSTw  0.154 °C 

絶対誤差（95 %包括度）： =+= 22 )2( TwTwTw SBU  

 

0.36 °C 
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すなわち，瞬時・局所の伝熱面温度 Tw

なお，T

 の絶対誤差は 0.36 °Cと評価できる． 

w が時間的に平均された場合はIR素子の出力変動（S31）が 0 になる．また，Tw が

空間的に平均された場合は素子間の出力のばらつき（S32），ペイントの塗りむらの影響（S2），

および周囲放射の不均一の影響（S41）が 0 になる．この場合，STw = 0 °Cとなり，Tw が時間

的に平均された場合の絶対誤差（95 %包括度）はUTw = 0.18 °Cと評価できる． 
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2.6 熱伝達率の算出 
2.6.1 基礎方程式 

図 2-22 に，本実験で用いた伝熱面の断面における熱移動の模式図を示す．伝熱面にはチ

タン箔（厚さ δt）に黒ペイントを塗布（塗布厚さδp

 

）したものを用いた．伝熱面と円管内

水流間の熱伝達率 h は次式で定義される． 

 
mw

cv

TT
q

h
−

=


 (2-15) 

 

cvq は円管内水流への対流熱流束，Tw はチタン箔の水流側表面温度，Tm 

 

は円管内水流の混

合平均温度である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-22  Schematic diagram of heat transfer from a heated surface. 

 

 

伝熱面（黒ペイントを塗布したチタン箔）の温度が厚さ方向に一様と仮定すると（赤外

線カメラで測定した黒ペイント外面温度をチタン箔の水流側表面温度Tw 

 

と等しいとみなす

と），伝熱面内の熱伝導方程式（r, θ, z座標系）は次式で表される． 

black paint 

mm Tu

cvrq rdrq
outer region (air) 

water flow 

cvq

inq
wT

titanium foil 

 
tδ

pδ
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 rdrcvrcvin
ww

pte
w

pppttt qqqqT
Rz

T
t

Tcc  −−−+







∂

∂
+

∂
∂

+=
∂

∂
+

2

2

22

2

θ
1)δδ(λ)δρδρ(  (2-16) 

 

ここで，R は円管の半径，c，ρ ，λ はそれぞれ比熱，密度，熱伝導率，添え字のt, p はそれ

ぞれチタン箔，ペイントを表している．なお，本実験で使用した黒ペイントの主成分はア

クリルである．2.3 節で述べたように，黒ペイントの密度と熱伝導率を実測で評価したとこ

ろ，アクリルの文献値[39]と同様であったため，ここではアクリルの文献値を使用した．同

様に比熱もアクリルの文献値を使用した．λe = (λtδt + λpδp)/(δ t + δp

inq

) は伝熱面の面方向の実

効的な熱伝導率である．  は通電加熱熱流束であり，次式で表される． 

 

 A
RIq t

in

2

=  (2-17) 

 

I はチタン箔に印加した電流，Rt cvrq はチタン箔の電気抵抗，A は伝熱面の表面積である．  

は円管外部空気への対流熱流束であり，水平円柱まわりの自然対流熱伝達の経験式 [49]か

ら求めた． 

 

 
( )

( ){ }n
Do

airw

o

air

RaPrC

TT
D

qcvr

)(3.31ln

2λ

+

−
=  (2-18) 

 

ここで，C(Pr) = 0.671/{1 + (0.492/Pr)9/16}4/9 ，n = 0.25+1/(10+5RaDo
0.175)である．λair は空気の

熱伝導率，Doは円管外径，Tair は円管周囲の空気温度であり，RaDo

rdrq

は円管外径を代表長さと

したレイリー数である． 

は黒ペイント面から外部への放射熱流束であり，次式より求めた． 

 

 ( )44σε ambwp TTqrdr −=   (2-19) 
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 εp 2.5.5は黒ペイントの全放射率であり，ここでは 項で評価した分光放射率 εIR と同一とみな

した．σ はステファン・ボルツマン定数であり，Tamb 2-2 は円管周囲の壁面温度（図  (c)の銅

板温度）である． 

円管内水流への瞬時・局所の熱伝達率 h は，式(2-15), (2-16)から導出される次式から算出

した． 

 

 
mw

w
pppttt

ww
pterdrcvrin

TT
t

Tcc
R

T
z
Tqqq

h
−

∂
∂

+−







∂
∂

+
∂

∂
++−−

=
)δρδρ(

θ
)δ(δλ 22

2

2

2


 
(2-20) 

 

ここで， ( )22222 θδ(δλ ∂∂+∂∂+ RTzT) wwpte は伝熱面の温度分布による面方向の熱伝導を，

tTcc wpppttt ∂∂+ )δρδρ( は伝熱面の熱容量による時間遅れを表しており，これらの項を計算す

ることで，伝熱面の温度変動の時空間的な減衰を復元することができる． 

なお，円管外部空気への放射熱流束 rdrq および対流熱流束 cvrq は，本実験条件ではそれ

ぞれ，最大でも通電加熱熱流束 inq  の 3 %程度と小さかった．  

 

 

2.6.2 解析方法 

円管内水流への瞬時・局所の熱伝達率hは，赤外線カメラにより取得された伝熱面の放射

強度EIR 2-23を基に，Fortranで作成したプログラムにより算出した．解析手順を図 に示す． 
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Fig. 2-23  Flowchart of post-processing of measured data by infrared thermograph. 

 

step 4 の際，式(2-20) の微分項の計算には有限差分法を適用した．時間の微分項 ∆Tw /∆t 

の計算には，中心差分を適用し，時間刻みは赤外線カメラのフレーム間隔（∆t = 1.25 ~ 10 ms）

とした．空間の微分項 ∆Tw
2 /∆z2 および ∆Tw

2 /∆(Rθ)2の計算には，2 次の中心差分を適用し，

空間刻みを赤外線カメラのピクセル間隔（∆z ≈ ∆(Rθ) ≈ 0.21 mm）として計算した．step 5 以

降は，算出された熱伝達率 h を基に乱流熱伝達の統計データを得るための処理を行った．  

 
赤外線カメラで測定した熱画像を EIRの CSV ファイルに変換 

式(2-13)を用いて EIRから Twを計算 

step 1 

高周波数（fcut以上），高空間波数（kcut以上）の変動をローパスフィルタ 

（シャープカットオフフィルタ）で除去し，ノイズを低減 

step 3 

赤外線カメラで測定した円管の投影断面を z - θ 面に座標変換 

step 2 

式(2-20)から，各フレーム，各画素において瞬時・局所の熱伝達率 h を計算 

step 4 

時間平均値 時間変動 

（rms 値） 
瞬時分布 スペクトル解析 

（時間変動，空間分布） 

step 5 ~ :統計処理 
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2.6.3 厚さ方向温度一様の仮定の影響 

2.6.1 項「基礎方程式」で述べたように，円管内水流への瞬時・局所の熱伝達率 h を算出

する際，赤外線カメラで測定した黒ペイント外面温度をチタン箔の水流側表面温度Tw 

2-24

とみ

なし，伝熱面（黒ペイントを塗布したチタン箔）の温度が厚さ方向に一様と仮定した．し

かし，条件によっては，伝熱面厚さ方向の温度変動振幅の減衰が無視できない場合がある．

図 に伝熱面の温度変動の概念図を示す．熱伝達変動が低速の場合は，図 2-24 (a) のよ

うに測定面側の温度は水流側と同程度変動する．一方，熱伝達変動が高速になると，温度

変動振幅が減衰し，測定面側の温度変動は水流側よりも小さくなる（図 2-24 (b), (c)）．この

ように，熱伝達変動が高速になり温度変動振幅が減衰すると，伝熱面の温度が厚さ方向に

一様とした解析では熱伝達率の変動振幅を十分復元できなくなる． 
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(a) Low-frequency fluctuation of heat transfer 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) Middle-frequency fluctuation of heat transfer 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) High-frequency fluctuation of heat transfer 

Fig. 2-24  Conceptual view of temperature fluctuation across the thickness of heated surface. 
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温度変動振幅の減衰の影響を調査するため，伝熱面（δt = δp

)2sin( tfhhh π∆+=

 = 20 µm）のチタン箔側（水

流側）に正弦的な熱伝達率変動  を与えて厚さ方向の一次元熱伝導解

析を行った（伝熱面厚さ方向の熱伝導方程式 )/λ()/(ρ 22 yTtTc ∂∂=∂∂ を解いた）．図 2-25 に

解析の概念図を示す．熱伝達率の平均値 h  および熱伝達率の変動振幅 hh∆  には，本実

験における実測値の代表的な値 h  = 6000 W/(m2 hh∆·K),  = 0.25 （円管内乱流, ReD

h

 ≈ 

30000）および  = 1000 W/(m2 hh∆·K),  = 0.25（ReD

2-25

 ≈ 3000）を与えた．チタン箔の単位

体積当たりの発熱量を一定とし，黒ペイント面側（測定面側）の境界条件を断熱とした．

図 のy方向に熱伝導解析を行い，得られた黒ペイント面側（測定面側）の温度 Twr の

変動から次式を用いて熱伝達率変動hest を算出し，与えた熱伝達率変動に対する振幅の復元

率 η = ∆hest

 

/∆h および位相遅れ φ = 2πf∆t  を評価した． 

 
mwr

wr
ppptttin

est TT
t

T
ccq

h
−

∆
∆

+−
=

)δρδρ(

 
(2-21) 

 

図 2-26 に，熱伝達率変動の復元率 η および位相遅れ φ を，変動周波数 f に対して示し

た．なお，φの縦軸はπで規格化している．熱伝達率の平均値 h が異なると，10 < f < 100 に

おいてわずかに復元率 η に差が生じたが，その他の範囲においてはほとんど一致している．

また，f < 10 Hz では，黒ペイント表面の温度から熱伝達率変動を評価しても復元率の低下

や位相遅れはほとんど発生しないが，f > 10 Hz では周波数の上昇と共に復元率の低下や位相

遅れが徐々に大きくなり，f = 80 Hz で復元率が 10 % 程度低下し， f = 300 Hz で 50 % 程

度低下することを確認した． 
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Fig. 2-25  Conceptual view of one dimensional heat conduction analysis. 

 

 

 

 

 

Fig. 2-26  Restoration rate η and phase lag φ of the heat transfer fluctuation.  
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2.6.4 不確かさ解析 

本研究では，赤外線カメラで測定した伝熱面（黒ペイントを塗布した金属箔）の温度 Tw

 

から，次式により瞬時・局所の熱伝達率 h を算出している． 

 
mw

w
pppttt

ww
ppttrdrcvrin

TT
t

Tcc
R
T

z
Tqqq

h
−

∆
∆

δρ+δρ−







θ∆

∆
+

∆
∆

δλ+δλ+−−

=

)(
)(

)(
2

2

2

2


 
(2-22) 

 

熱伝達率 h の誤差を評価する上で，まず，以下の 4 つの項に分けて考えた． 

① 熱流束 rdrcvrin qqq  −−  = q 

② 熱拡散項 







θ

+δλ+δλ
2

2

2

2

)(
)(

R
T

z
T ww

pptt
∆
∆

∆
∆

 
= D 

③ 熱慣性項 t
Tcc w

pppttt
∆

∆)( δρ+δρ
 

= I 

④ 温度差 mw TT −  = ∆T 

なお，不確かさ解析は，円管内乱流の熱伝達測定における代表的な条件（ReD

 

 = 10100, z = 220 

mm, 模型②）において行った． 

チタン箔に与える通電加熱熱流束

熱流束の誤差 

inq は，電流を I，チタン箔の電気抵抗を Rt

ARIq tin
2=

，表面積 A

を用いて から計算される．なお，円管外部への対流熱損失 cvrq  および放射熱

損失 rdrq は，対象とした実験条件（ReD inq = 10100）ではそれぞれ の 0.5 % 程度以下と

小さいため， cvrq および rdrq  

ARIq tin
2=

の誤差はここでは考慮しない．すなわち，熱流束の誤差 q は，

から評価した．表 2-8 に，熱流束（ rdrcvrin qqqq  −−= ）の誤差要因をまとめる． 
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Table 2-8  Uncertainty factor of heat flux. 

項目 誤差要因 相対正確度 B/q 相対精密度 S/q 相対感度θ’ 

電流

I 

直流電源の電流計の精度 

（I = 60.0 A に対して，確度±0.5 %

±0.2 A の 1/2 で評価） 

Bq1  /q= 0.4 % θ’q1 = 2 

電気

抵抗

R

チタン箔の厚さの精度 

t 

（20.7 µm ± 0.5 µm） 
Bq2  /q = 2.42 % θ’q2 = 1 

チタン箔の幅の不均一 

（63.2 mm± 0.3 mm） 
 Sq3 θ’/q = 0.5 % q3 = 1 

表面

積 A 
誤差は小さいので，ここでは考慮しない 

 

これより，熱流束（ rdrcvrin qqqq  −−= ）の相対誤差は以下のように評価できる． 

相対正確度（かたより誤差）： =×θ+×θ= 2
22

2
11 )/'()/'(/ qBqBqB qqqqq 2.56 % 

相対精密度（ばらつき誤差）： =×θ= 2
33 )/'(/ qSqS qqq 0.5 % 

相対誤差（95 % 包括度）： =×+= 22 )/2()/(/ qSqBqU qqq 2.7 % 
 

円管内水流の熱伝達測定時（ReD inq = 10100, z = 220 mm）はq ≈ = 2.4×104 W/m2

絶対誤差（95 % 包括度）：

であるの

で，熱流束 q の絶対誤差は以下のように評価できる． 

=×= qqUU qq )/( 6.5×102 W/m

 

2 

熱 拡 散 項

熱拡散項の誤差 

]m/W[))θ(//()δλδλ( 22222 RTzTD wwpptt ∆∆+∆∆+= の 誤 差 は ， 

]K/W[)δλδλ(1 ppttD += と ]m/K[))θ(//( 22222
2 RTzTD ww ∆∆+∆∆= に分けて考える．まず，

D1の誤差要因（円管内水流の熱伝達測定，ReD

  

 = 10100, z = 220 mmの場合）を表 2-9 にま

とめる． 
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Table 2-9  Uncertainty factor of D1

 
. 

項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度 θ 

λ
チタンの熱伝導率の精度 

t （21.9 W/(m·K) ± 2 W/(m·K)） 

BD11

2.0 W/(m·K) 

 =  
 

θD11

20.7×10

 =  
-6 m 

δ
チタン箔の厚さの精度 

t （20.7 µm ± 0.5 µm） 

BD12

0.5×10

 =  
-6  
 m 

θD12

21.9 W/(m·K) 

 =  

λ
ペイントの熱伝導率の精度 

p （0.21 W/(m·K) ± 0.02 W/(m·K)） 

BD13

0.02 W/(m·K) 

 =  
 

θD13

20×10

 =  
-6 m 

δ
ペイントの厚さのばらつき 

p （20 µm ± 5 µm） 
 

SD14

5×10

 =  
-6

θ

 m 

D14

0.21 W/(m·K) 

 =  

 
これより，D1

絶対正確度（かたより誤差）： 

の絶対誤差は以下のように評価できる． 

=×θ+×θ+×θ= 2
1313

2
1212

2
11111 )()()( DDDDDDD BBBB  42.8×10-6

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

 W/K 

=×θ= 2
14141 )( DDD SS  1.05×10-6

絶対誤差（95 %包括度）： 

 W/K 

=×+= 2
1

2
11 )2( DDD SBU  42.9×10-6

 

 W/K 

次に，D2 ))(//( 2222 θ+ RTzT ww ∆∆∆∆= [K/m2] の誤差要因（円管内水流の熱伝達測定，

ReD

 

 = 10100, z = 220 mmの場合）を表 2-10 にまとめる．  
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Table 2-10  Uncertainty factor of D2

項目 

. 

誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

∆T

赤外線カメラによる温度測定精度（z

方向の|∆T
w 

w|の平均値は 0.03 K程度，

Rθ 方向の|∆Tw

 
|の平均値は 0.25 K 程

度） 

SD21

0.0197 K 

 =  θD21

4.2×10

 =  

7 m-2 *1 

∆z 
流れ方向ピクセル間距離の精度 

（0.21mm ± 0.004mm） 
 

SD22

4×10

 =  

-6

θ

 m 

D22

−6.5×10

 =  

9K/m3*2 

∆(Rθ) 
周方向ピクセル間距離の精度 

（0.23 mm ± 0.004 mm） 
 

SD23

4×10

 =  

-6

θ

 m 

D23

−4.1×10

 =  

10K/m3 *3 

*1  θD21 = 1/(∆z)2 + 1/{∆(Rθ)2} ,  *2  θD22 = −2|∆Tw|/(∆z)3 ,  *3  θD23 = −2|∆Tw|/(∆Rθ)
 

3 

これより，D2 

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

の絶対誤差（局所値の場合）は以下のように評価できる． 

=×θ+×θ+×θ= 2
3232

2
2222

2
12122 )()()( DDDDDDD SSSS 8.4×105 K/m

絶対誤差（95 % 包括度）：

2 

=×= 2
22 )2( DD SU 1.7×106 K/m

 

2 

なお，D2 ))(//( 2222 θ+ RTzT ww ∆∆∆∆=  [K/m2

最後に，D = D

] の空間平均値はほぼ 0 であるので，絶対

正確度（かたより誤差）は 0 とみなせる． 

1×D2

 

の誤差要因を表 2-11 にまとめる． 

Table 2-11  Uncertainty factor of thermal diffusion term. 

項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

D

D

1 

1 

（D

の誤差 

1の平均値は 4.9×10-4 
B

W/K） 
D1

42.8×10

 =  

-6

S

 W/K 

D1

1.05×10

 =  

-6
θ

 

W/K 

D1

5.4×10

 =  

6 K/m2 

D

D

2 

2

（|∆T

の誤差 

w|から求めたD2の平均値は 5.4

×106 K/m2

 

程度） 

SD2

8.4×10

 =  

5 K/m

θ

2 

D2

4.9×10

 =  

-4 W/K 
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これより，D の絶対誤差（局所値の場合）は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： =×θ= 2
11 )( DDD BB 232 W/m

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

2 

=×θ+×θ= 2
22

2
11 )()( DDDDD SSS 406 W/m

絶対誤差（95 %包括度）： 

2 

=×+= 22 )2( DDD SBU 845 W/m
 

2 

なお，D = ))(//()( 2222 θ+δλ+δλ RTzT wwpptt ∆∆∆∆  [W/m2

 

] の空間平均値はほぼ 0 であるの

で，Dの空間平均値の絶対誤差は 0 とみなせる． 

熱慣性項I =

熱慣性項の誤差 

tTcc wpppttt ∆∆ /)( δρ+δρ  [W/m2] の誤差は，I1 )( pppttt cc δρ+δρ =  [J/(m2·K)] と

I2 tTw ∆∆ / =  [K/s] に分けて考える．まず，I1 の誤差要因（円管内水流の熱伝達測定，ReD

 

 

= 10100, z = 220 mmの場合）を表 2-12 にまとめる． 

Table 2-12  Uncertainty factor of I1

項目 

. 
誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

c
チタンの比熱の精度 

t 
（520 J/(kg·K) ±5J/(kg·K)） 

BI11

5 J/(kg·K) 

 =  
 

θI11

9.9×10

 =  

-2 kg/m2 

ρ
チタンの密度の精度 

t 
（4507 kg/m3±2kg/m3

B

） 

I12

2 kg/m

 =  
 

3 

θI12

1.14×10

 =  

-2 J·m/(kg·K) 

δ
チタン箔の厚さの精度 

t 
（20.7 µm ± 0.5 µm） 

BI13

0.5×10

 =  

-6
 

 m 

θI13

2.34×10

 =  

6 J/(m3·K) 

c
ペイントの比熱の精度 

p 
（1400 J/(kg·K) ± 50 J/(kg·K)） 

BI14

50 J/(kg·K) 

 =  
 

θI14

2.4×10

 =  

-2 kg/m2 

ρ
ペイントの密度の精度 

p 
（1190 kg/m3± 50 kg/m3

B

） 

I15

50 kg/m

 =  
 

3 

θI15

2.8×10

 =  

-2 J·m/(kg·K) 

δ
ペイントの厚さのばらつき 

p 
（20 µm ± 5 µm） 

 
SI16

5×10

 =  

-6

θ

 m 

I16

1.67×10

 =  

6 J/(m3·K) 
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これより，I1

絶対正確度（かたより誤差）： 

の絶対誤差は以下のように評価できる． 

 =×θ+×θ+×θ+×θ+×θ= 2
5151

2
4141

2
1313

2
1212

2
11111 )()()()()( IIIIIIIIIII BBBBBB 2.24 

J/(m2

絶対精密度（ばらつき誤差）：

·K) 

=×θ= 2
61611 )( III SS 8.33 J/(m2

絶対誤差（95 %包括度）：

·K) 

=×+= 2
1

2
11 )2( III SBU 16.81 J/(m2

 
·K) 

次に，I2 tTw ∆∆ / =  [K/s] の誤差要因（円管内水流の熱伝達測定，ReD

 

 = 10100, z = 220 mm

の場合）を表 2-13 にまとめる．  

 
Table 2-13  Uncertainty factor of I2

項目 

. 
誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

∆T

赤外線カメラによる温度測定精度（t

方向の|∆Tw w  |の平均値は 0.075 K 程

度） 

SI21

0.003 K 

 =  θI21

300s

 =  

-1 

∆t 
フレーム間隔の精度 

（1/300 s± 0, 誤差は考慮しない） 
   

 
 
これより，I2

絶対精密度（ばらつき誤差）：

の絶対誤差（瞬時値の場合）は以下のように評価できる． 

=×θ= 2
12122 )( III SS 0.9 K/s 

絶対誤差（95 %包括度）： =×= 2
22 )2( II SU 1.8 K/s 

 
なお，I2 tTw ∆∆ / =  [K/s] の時間平均値は 0 になるので，その誤差も 0 になる． 

 
 
最後に，I = I1×I2

  
の誤差要因を表 2-14 にまとめる． 
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Table 2-14  Uncertainty factor of thermal inertia term. 

項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

I
I

1 

1

（I

の誤差 

1の平均値は 82 J/(m2

B

·K)） 

I1

2.24 J/(m

 =  

2

S

·K) 

I1

8.33 J/(m

 =  

2

θ

·K) 

I1

22.5 K/s 

 =  

I

I

2 

2

（|∆T

の誤差 

w|から求めたI2  の平均値は22.5 

K/s程度） 

SI2

0.9 K/s 

 =  θI2

82 J/(m

 =  

2·K) 

 
 
これより，I の絶対誤差（瞬時値の場合）は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： =×θ= 2
11 )( III BB 50 W/m

絶対精密度（ばらつき誤差）：

2 

=×θ+×θ= 2
22

2
11 )()( IIIII SSS 201 W/m

絶対誤差（95 %包括度）：

2 

=×+= 22 )2( III SBU 406 W/m
 

2 

なお，I = tTcc wpppttt ∆∆ /)( δρ+δρ  [W/m2

 

] の時間平均値は 0 になるので，その誤差も 0 に

なる． 

温度差∆T = T

温度差の誤差 

w−Tmの誤差要因（円管内水流の熱伝達測定，ReD = 10100, z = 220 mmの場合）

を表 2-15 にまとめる．なお，混合平均温度は入口温度Tin

 

と加熱による温度上昇の和か

ら求めているので，それぞれの誤差要因を検討した． 

Table 2-15  Uncertainty factor of temperature difference. 
項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

T Tw w Bの誤差 ∆T1 S = 0.182 K ∆T1 θ = 0.154 K ∆T1 = 1 

T

T

m 

in Bの誤差 ∆T2   = 0.1 K θ∆T2 = 1 

加熱による温度上昇の誤差 

（0.6 K の温度上昇に対して 5 %程

度） 

B∆T3   = 0.03 K θ∆T3 = 1 
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これより，∆T の絶対誤差は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： 

=×θ+×θ+×θ= 2
33

2
22

2
11 )()()( TTTTTTT BBBB ∆∆∆∆∆∆∆ 0.21 K 

絶対精密度（ばらつき誤差）： =×θ= 2
11 )( TTT SS ∆∆∆ 0.154 K 

絶対誤差（95 % 包括度）： =×+= 22 )2( TTT SBU ∆∆∆ 0.373 K 

 

熱流束 q，熱拡散項 D，熱慣性項 I，温度差 ∆Tの誤差についてそれぞれ検討したが，最

後に，熱伝達率 h = (q + D−I)/ ∆T の誤差要因（円管内水流の熱伝達測定，Re

熱伝達率の誤差 

D

 

 = 10100, z = 220 

mmの場合）を表 2-16 にまとめる． 

Table 2-16  Uncertainty factor of heat transfer coefficient. 
項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

q 

q の誤差 

（qの平均値は 2.4×104 W/m2
B

） 
h1 = 613 W/m S2 h1 = 114 W/m θ2 h1 = 0.1 K-1 

D 
Dの誤差（|D|の平均値は 2.6×103 

W/m2
B

程度，Dの平均値はほぼ 0） 
h2 = 232 W/m S2 h2 = 406 W/m θ2 h2 = 0.1 K-1 

I 
Iの誤差（|I|の平均値は 1.8×103 

W/m2
B

程度，Iの平均値は 0） 
h3 = 50 W/m S2 h3 = 201 W/m θ2 h3 = −0.1 K-1 

∆T ∆T の誤差（∆T の平均値は 10 K） Bh4 S = 0.21 K h4

θ
 = 0.154 K 

h4

−248 W/(m

 =  

2·K2) * 

*  θh4 = −(q + D−I)/∆T
 

2 

これより，h の絶対誤差（瞬時・局所値）は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： 

=×θ+×θ+×θ+×θ= 2
44

2
33

2
22

2
11 )()()()( hhhhhhhhh BBBBB 84 W/(m2

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

·K) 

=×θ+×θ+×θ+×θ= 2
44

2
33

2
22

2
11 )()()()( hhhhhhhhh SSSSS 60 W/(m2

絶対誤差（95 % 包括度）：

·K) 

=×+= 22 )2( hhh SBU 147 W/(m2
·K) 
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円管内水流の熱伝達測定（ReD h = 10100, z = 220 mm）の場合は = 2220 W/(m2

相対正確度（かたより誤差）： 

·K) である

ので，hの相対誤差（瞬時・局所値）は以下のように評価できる． 

=hBh /  3.8 % 

相対精密度（ばらつき誤差）： =hSh /  2.7 % 

相対誤差（95 %包括度）： =hUh /

また，h が時空間的に平均化された場合は，熱拡散項 D および熱慣性項 I の誤差は 0 と

みなせるので，h の絶対誤差は以下のように評価できる． 

6.6 % 

絶対正確度（かたより誤差）： =×θ+×θ= 2
44

2
11 )()( hhhhh BBB  80 W/(m2

絶対誤差（95 %包括度）：

·K) 

hh BU =  80 W/(m2

 

·K) 

この時，h の相対誤差（時空間平均値）は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： =hBh /  3.6 % 

絶対誤差（95 % 包括度）： =hUh /

 

3.6 % 

なお，本研究では伝熱面の温度を厚さ方向に一様と仮定しているため，熱伝達の変動周

波数が高くなると，式(2-22)で算出された熱伝達率の変動振幅が減衰する．この影響は 2.6.3

項で記述している．また，式(2-22)の差分化に伴い，高周波数の熱伝達率変動，および高空

間波数の空間分布の振幅が減衰する．この影響は文献[27]に記述されている． 
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第 3 章 熱伝達変動の新測定手法の妥当性検証 

 
 
3.1 研究の背景 

円管内流れは最も基本的な流れ場の一つであり，伝熱機器内の流動形態として広く用いら

れてきたため，円管流路内の乱流熱伝達に関して従来から盛んに研究が行われてきた．こ

こでは，従来の円管内乱流熱伝達の研究について紹介する． 

円管内の流れが層流であれば，速度場，温度場ともに十分発達した流れ場の熱伝達率は理

論的に算出可能である[50]．一方，流れが乱流であると熱伝達率が理論的には算出できない

ため，従来から数々の実験が行われてきた．Dittus-Boelter や Colburn は，円管内乱流の熱伝

達率の実測データを基に以下に示す無次元整理式を提案した[51]． 

 

Dittus-Boelter の式 

 Nu = 0.023ReD
0.8Pr0.4 （104 ≤ ReD ≤ 105

 

, 1 ≤Pr ≤10） (3-1) 

Colburn の式 

 Nu = 0.023ReD
0.8Pr1/3 （104 ≤ ReD ≤ 105

 

, 1≤ Pr ≤10） (3-2) 

ここで，Nuはヌッセルト数であり熱伝達率h，円管内径D，流体の熱伝導率λから計算される

無次元数（Nu = hD/λ）である．ReD

式(

はレイノルズ数である．また，Prはプラントル数であり，

流体の熱拡散係数 α に対する流体の動粘性係数 ν の比（Pr = ν/α）である． 

3-1), (3-2)はDittus-Boelterの式や，Colburnの式として良く知られており，従来から広

く用いられている．Dittus-Boelterの式やColburn の式の適用範囲は，レイノルズ数 104 ≤ ReD 

≤ 105 [51]の液体（1 ≤ Pr ≤ 10）に限定されるが ，Kays et al. [52]は，気体（0.5 <Pr≤ 1）に対す

る簡易な整理式を提案した． 
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Kays の式 

 Nu = 0.022ReD
0.8Pr0.5 （104  ≤ ReD ≤ 105

 

, 0.5 ≤ Pr ≤1） (3-3) 

また，Petukhov [53]は熱と運動量輸送のアナロジーに基づいて，より精度が高く広範囲（104 ≤ 

ReD ≤ 106

 

, 0.5 ≤ Pr ≤ 2000）に適用できる整理式を提案している． 

Petukhov の式 

 
( )

( )18/λ7.1207.1
8/λ

32 −+
=

Pr
PrReNu D  （104 ≤ Re D ≤ 106

ここで，λはブラジウスの式（λ = 0.3164/Re

, 0.5 ≤ Pr ≤ 2000） (3-4) 

D
0.25

Gnielinski 

）から求めた管摩擦係数である． 

[54]はPetukhovの式を低レイノルズ数領域（2300 ≤ ReD ≤ 106

 

）に拡張した次式を

提案している． 

Gnielinski の式 

 
( )( )

( )18/λ7.121
10008/λ

32 −+

−
=

Pr
PrRNu De

 （2300 ≤ ReD ≤ 106

 

, 0.5 ≤ Pr ≤ 2000） (3-5) 

図 3-1 に 5 つの整理式（式(3-1) ~ 式(3-5)）を示す．Kays et al. [52]は，これらの式のうち

Gnielinski の式（式(3-5)）が実測データとの一致度が高いことを指摘している． 
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(a) Pr = 0.71 

 

 

(b) Pr = 5 

Fig. 3-1  Nusselt number with respect to the Reynolds number, estimated based on empirical 

equations. 
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上記の無次元整理式は，時間および空間的に平均化されたものであるが，第 1 章で述べた

ように，熱伝達率は瞬間的に分布をもち時間的に変動している．このとき，熱伝達率変動

に起因して壁温が変動する場合，1.2 節で述べたように，「伝熱量が正しく予測できない」，

「高サイクル熱疲労を起こす」などの問題が発生する恐れがある．こうした問題に対処す

るためには熱伝達の非定常性に関する情報が必要である．円管内の十分発達した領域にお

ける乱流熱伝達の変動に関する実験には，例えば以下に示すものがある． 

菱田ら[55]は，冷線と熱線を用いて壁面近傍における速度と温度の変動を測定し，レイノ

ルズ応力と乱流熱流束の変動について調査した．その結果，乱流熱伝達の間欠性は乱流構

造の間欠性によるものであり，壁面近傍の熱伝達は乱流運動の挙動に支配されていること

を明らかにした．一色ら[56]は，低レイノルズ数領域（ReD

また，近年のコンピュータの発展に伴い，CFD解析によって円管内乱流熱伝達現象の時

間・空間的な変動についても調査されるようになった．佐竹ら

 = 6000 ~ 8000 程度）において，

円管内乱流に振幅の小さな脈動（逆流が発生しない程度）を付与し，冷線と熱線を用いて

壁面近傍における速度と温度の変動を測定した．その結果，壁面近傍のバースト現象は非

常に堅固な性質であり，容易には変化しないことを示した． 

[57]は，壁面に熱流束一定の

境界条件を与え，円管内の乱流熱伝達を解析した（Pr = 0.71, ReD

[40]

 = 5286）．その結果，得ら

れた平均温度，乱れ分布，ヌッセルト数などは，従来の円管内乱流熱伝達の実験データと

良く一致していることが確認された．Piller は，壁面の熱的境界条件を変更して円管内乱

流の熱伝達率を解析し，熱的境界条件の違いによる影響を調べた（Pr = 0.71, ReD

[58]

 ≈ 5300）．

また，得られた解析結果を，チャネル流路内の解析結果と比較し，円管内の方がチャネル

流路内よりも温度変動がわずかに大きいことを示している．Saad et al. は，壁面熱流束一

定の境界条件を与え，円管内の乱流熱伝達を解析し（ReD

[59]

 = 5500），プラントル数の違い（Pr 

= 0.026 ~ 1）による熱伝達への影響を調べた．その結果，プラントル数の増加とともに温度

変動のrms値や乱流熱流束が上昇し，その傾向や値が従来のDNSとよく一致することを確認

した．また，円管内乱流と平行平板チャネル乱流の乱流統計量を比較し，プラントル数の

値に関係なく，壁面の曲率は乱流熱伝達にほとんど影響しないことを示した．また，Liberto 

and Ciofalo は，壁温一定の境界条件を与え，曲がり円管内の熱伝達を解析し，円管の曲

率比の違いによる熱伝達への影響を調べた(Pr = 0.86, ReD = 12630 ~ 17350)．その結果，円管

の曲率比の増加に伴い，流れ方向の速度変動および温度変動が低下すると報告している． 
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このように，最も基本的な流れ場の一つである円管内の十分発達した領域における熱伝達

については多くの研究結果が報告されている．本章では，赤外線カメラを用いた円管内乱

流熱伝達変動の新測定手法を試み，測定結果を従来の研究と比較することで新測定手法の

妥当性を検証した． 
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3.2 速度分布測定 

円管内の速度分布は，レーザードップラー流速計（LDV，2.4.1 項参照）を用いて測定し

た．円管内の平均流速は um = 0.05 ~ 1.3 m/s であり，対応するレイノルズ数は ReD

2-1

 = 1000 ~ 

29500 の範囲である．なお，測定は，乱流促進体（図  (c)参照）を設置した場合と設置し

ない場合の 2 通り行った． 

図3-2および図3-3に測定結果の一例を示す．図3-2は乱流促進体を設置しなかった場合，

図 3-3 は乱流促進体を設置した場合の結果である．乱流促進体の有無に関わらず，層流の場

合の速度分布（図 3-2 (a)，ReD 3-3 = 1000, 図  (a)，ReD

一方，Re

 = 1000）は放物線型であり，ほぼハー

ゲン・ポアズイユ流れになっていることを確認した． 

D 2/ =mz uu > 2000 になると管中心の速度が より低下し，乱流促進体を設置した

場合は，ReD 3-3 > 5000 では図  (b) に示すように，ほぼ次式で示す対数則に従った分布にな

った．  

 

 5.5log75.5 +







ν

= τ

τ

yu
u
uz

  
)70/( >ντ yu  (3-6) 

 

ここで，uzは流れ方向速度，uτ は壁摩擦速度，y は円管壁面からの距離である．なお，壁摩

擦速度 uτ [60]は次式から求めた ． 

 

 8
λ

muu =τ  (3-7) 

 

λはブラジウスの式（λ = 0.3164/ReD
0.25

比較のために，Wu and Moin

）から求めた管摩擦係数である． 

[61]および服部[62]による円管内の十分発達した流れ場におけ

るDNSの結果も図 3-3 (b)（ReD mz uu / = 5200）中に示したが，平均速度分布  は，DNSと 4 % 

以内で一致し，変動速度分布 uz’rms/um も壁面近傍を除きDNSとほぼ一致した．一方，乱流

促進体を設置しなかった場合，2000 < ReD

3-2

 < 8000 では層流から乱流への遷移域となり，後述

のように層流状態と乱流状態が時間的に交互に現れる不安定な状態となった（図  (b)，
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ReD = 5000）．しかし，ReD

3-2

 > 8000 では，乱流促進体の有無にかかわらず乱流が持続する状

態となり，平均速度がほぼ対数側に従った分布になることを確認した（図  (c)，ReD

3-3

 = 20000，

図  (c)，ReD 3-2 = 20500）．なお，図  (c)（ReD 3-3 = 20000），図  (c) （ReD

mz uu /

 = 20500）ともに

平均速度分布 は，Wu and Moin によるDNSの結果[61]（ReD

 

 = 24000）と良く一致した． 
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 (a) Laminar flow (ReD 

 

= 1000) 

 

 

 (b) Transitional flow (ReD = 5000) (c) Turbulent flow (ReD 

 

= 20000) 

Fig. 3-2  Velocity distribution (without Turbulence Promoter). 
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 (a) Laminar flow (ReD 

 

= 1000) 

 

 

 (b) Transitional flow (ReD = 5200) (c) Turbulent flow (ReD 

 

= 20500) 

Fig. 3-3  Velocity distribution (with Turbulence Promoter). 
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3.3 熱伝達測定結果および考察 

3.3.1 伝熱面の振動 

本測定で最も懸念される点は，伝熱面（黒ペイントを塗布したチタン箔）が非常に薄い

ため，それが水流により振動することである．そこで，熱伝達測定に先立ち伝熱面の振動

測定を行った．測定は，伝熱面中央部（z/D = 7.0, θ = 0°）の位置にて行った（図 3-4 参照）.

比較のために，下流側のアクリル部表面（z/D = 13.3, θ = 0°）の振動測定も行った． 

図 3-5 に，最大流速時（um ≈ 1.2 m/s, ReD

3-5

 ≈ 30000）における振動変位波形を示す．振動変

位 ∆d（面垂直方向）は，レーザ変位計（LK–G150, Keyence）を用いて測定した．図  (a) 

に伝熱面（黒ペイントを塗布したチタン箔）の振動変位波形を，図 3-5 (b) には比較のため，

アクリル管表面の振動変位波形を示す．伝熱面の振動変位波形はアクリル管表面と良く似

ており，双方とも振動変位のrms値は 1 μm 程度（壁摩擦長 lτ = ν/uτ

 

 の 1/10 程度以下）と非

常に小さく，伝熱面が極薄であることによる振動の増大は観測されなかった． 

 

 

 
 

Fig. 3-4  Measurement position of mechanical vibration of the test model. 
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(a) On a thin test surface at z/D = 7.0 and θ = 0° 
 

 

 

(b) On an acrylic pipe at z/D = 13.3 and θ = 0° 
 

Fig. 3-5  Time trace of the vertical displacement of the test model due to mechanical vibration 

measured using a laser displacement sensor (um ≈ 1.2 m/s, ReD

 

 ≈ 30000, model ①). 

 

3.3.2 瞬時温度分布 

赤外線カメラによる測定は，乱流促進体（図 2-1 (c)参照）を設置した場合と設置しない場

合の 2 通り行った．また，それぞれの場合において，伝熱面全域を測定する“全域測定”，

および赤外線カメラを近接させた“拡大測定”を行った．平均流速は um = 0.05 ~ 1.3 m/s の

範囲であり，対応するレイノルズ数は ReD = 1100 ~ 38700 の範囲である．本測定の分光放

射率 ε IR 2.5.5 は， 項「放射率の評価」に示す要領で評価した．評価された分光放射率は，

ε IR = 0.89（模型①）および 0.90（模型②）であった． 
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図 3-6，図 3-7 に，赤外線カメラで撮影された瞬時の熱画像の一例を示す．これらは円管

の曲面が平面に投影されたものである．図 3-6 は，“全域測定”の層流と乱流の代表的な熱

画像の一例である（乱流促進体あり，ReD

mw TT −

 = 1100, 10000）．流れ方向z は加熱開始点からの距

離である．“全域測定”の動画から，測定部全域の温度分布およびその変動を確認した．い

ずれも水流との平均温度差  は 10 °C 前後であり，濃い色が低温部を，薄い色が高

温部を表している．流れが層流の場合（図 3-6 (a) ReD

3-6

 = 1100）は，測定部下流へ進むほど浮

力の影響で円管上部の温度が上昇するのが確認できる．乱流の場合（図  (b) ReD

3-7

 = 10000）

は，時間平均的には上下方向の温度差は小さく，浮力の影響は小さい．また，下流に進む

に従って水が徐々に加熱されるため，温度が徐々に上昇していることが確認できる．図

は，“拡大測定”の熱画像の一例である（乱流促進体なし，z = 190 ~ 250 mm）．流れが層流

の場合（図 3-7 (a), ReD

3-7

 = 1100）は，浮力の影響で円管上部の温度が上昇するが，時間的には

定常であった．乱流の場合は（図  (b) ReD = 8700, (c) ReD = 15700, (d) ReD

 

 = 26200），時間

平均的には上下方向の温度差は小さく，浮力の影響は小さい．いずれの場合も流れ方向に

伸びたストリーク状の構造が現れ，熱画像の動画からは，この構造が蛇行しながら下流へ

移動する様子が観測された．また，乱流のストリーク構造は，レイノルズ数の上昇と共に

細かくなっていくことを確認した． 

 

 

 

 

(a) Laminar flow (ReD inq= 1100, = 2600 W/m2

 
) 

 

 

 

(b) Turbulent flow (ReD inq= 10000, = 29000 W/m2

Fig. 3-6  Instantaneous thermal images of the heated surface (with turbulence promoter, wide 

measurement, model ①).  

) 
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(a) Laminar flow (ReD inq= 1100, = 2600 W/m2

 

) 

 

 

 

(b) Turbulent flow (ReD inq= 8700, = 21000 W/m2

 

) 

 

 

 

 

(c) Turbulent flow (ReD inq= 15700, = 33000 W/m2

 

) 

 

 

 

 

(d) Turbulent flow (ReD inq= 26200, = 51000 W/m2

 

) 

Fig. 3-7  Instantaneous thermal images of the heated surface (without turbulence promoter, close up 

measurement, model ②). 
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3.3.3 瞬時熱伝達率分布 

赤外線カメラで測定した熱画像を基に，2.6 節「熱伝達率の算出」に示す要領で熱伝達率

を算出した．ただし，“全域測定”では十分な空間解像度が得られず，また周囲放射の影響

も十分に抑制しなかったため，“拡大測定”の場合のみ算出した．なお，式(2-20)中の混合

平均温度 Tm 

 

は，水流への対流熱流束による温度上昇を考慮した次式から算出した． 

 ∫ πρ
π

+=
z

mff

cv
inm dz

Ruc
zqR

TzT
0 2

)(2
)(


 (3-8) 

 

)(zqcv  は水への平均対流熱流束，cf，ρf 

[48]

はそれぞれ水の比熱，密度である．算出された熱

伝達率の不確かさを確かめるために，文献 に基づき，本実験における代表的な条件（ReD

2.5.9

 

= 10100, z/D = 11（z = 220 mm））の不確かさ解析を行った．その結果，熱伝達率の瞬時・局

所値の相対誤差（95 %包括度）は 6.6 %，時空間平均値の相対誤差（95 %包括度）は 3.6 %

と評価された．詳細は 項および 2.6.4 項を参照されたい． 

図 3-8 ~ 図 3-10 に，図 3-7 (b) ~ (d) の熱画像に対応する熱伝達率の瞬時分布およびその変

動（ReD = 8700 ~ 26200）を示す．なお，各図に示したレイノルズ数は，流れ方向z/D = 11 の

位置における膜温度 Tf = (Tw + Tm)/2 での値である．これらの図は赤外線カメラで測定した

伝熱面の投影断面を z - θ 面に座標変換し表示している．(a) が瞬時分布，(b) が z = 220 mm 

における周方向分布の時間履歴，(c) が θ = 0ºにおける流れ方向分布の時間履歴である．瞬

時分布 (a) には流れ方向に伸びた乱流のストリーク構造が現れ， (b) を見ると，局所の熱

伝達率変動には持続時間の短い高熱伝達率領域が随所に形成されていることがわかる．こ

の高熱伝達率領域は，瞬時分布 (a) に存在する高熱伝達率のスポットが下流に流されるこ

とにより形成されるものである．また，(c) の軌跡の傾きから乱流のストリーク構造の移動

速度を判断したところ， 0.5 ~ 0.8um 

2.6.2

程度であった．なお，レイノルズ数が上昇すると，熱

伝達率の変動が高速になり，構造が細かくなる．このとき，熱伝達率算出時に適用した有

限差分法（ 項参照）に伴い高周波数の熱伝達率変動，および高空間波数の空間分布の

振幅が減衰し，熱伝達率の時間的・空間的な解像度が十分でなくなる．例えば，図 3-10（ReD 

[29]= 26200, ∆t = 1.25 ms, ∆z = 0.21 mm）の条件では，文献 によると，90 Hz以上の熱伝達率
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変動は 10 %程度減衰し，2.1 mm以下の熱伝達構造は 10 %程度減衰している．また，ローパ

スフィルタ（シャープカットオフフィルタ）により， fcut = 200 Hz以上の変動およびlcut

 

 = 0.84 

mm以下の構造はカットされている． 

 

 

 

 

 

 (a) Instantaneous distribution  (b) Time trace along θ  (z = 220 mm) 

 

 

 

 

 

 

 (c) Time trace along z (θ = 0°) 

Fig. 3-8  Instantaneous distribution and its fluctuation of heat transfer coefficient (ReD = 8700, lc = 

3.85 mm, fc = 2 Hz, lcut = 0.84 mm, fcut

  

 = 30 Hz, without turbulence promoter, model ②). 

z/D = 10 11 12 

z/D = 10 11 12 

h (W/(m2∙K)) 
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 (a) Instantaneous distribution  (b) Time trace along θ  (z = 220 mm) 

 

 

 

 

 

 

 (c) Time trace along z (θ = 0°) 

Fig. 3-9  Instantaneous distribution and its fluctuation of heat transfer coefficient (ReD = 15700, lc = 

2.50 mm, fc = 10 Hz, lcut = 0.84 mm, fcut

 

 = 120 Hz, without turbulence promoter, model ②). 

 

 

 

 

 (a) Instantaneous distribution  (b) Time trace along θ  (z = 220 mm) 

 

 

 

 

 

 

 (c) Time trace along z (θ = 0°) 

Fig. 3-10  Instantaneous distribution and its fluctuation of heat transfer coefficient (ReD = 26200, lc = 

1.96 mm, fc = 30 Hz, lcut = 0.84 mm, fcut = 200 Hz, without turbulence promoter, model ②).  

z/D = 10 11 12 

z/D = 10 11 12 

h (W/(m2∙K)) 

 

z/D = 10 11 12 

z/D = 10 11 12 

h (W/(m2∙K)) 
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なお，これまで円管内乱流の熱伝達率の瞬時分布およびその変動について実験的に示さ

れた例は著者の知る限り存在せず，また，数値計算例も非常に少ない．そのため，本実験

で得られた時空間構造を従来の研究結果と比較して検証することは難しいが，例えばLiberto 

and Ciofalo によるDNS[59]の結果と定性的な比較をすることは可能である．このDNSはReD

[59]

 

≈ 17000，Pr = 0.86，壁温一定の条件で行われたものであるが，文献 のFig. 6 に見られる，

乱流のストリーク構造に支配された熱流束分布のパターンは，本実験結果（ReD 

また，Wu and Moin による流れ場のDNS

= 15700 の

場合）と良く似ている． 

[61]とも比較することができる（図 3-11 参照）．

この論文では壁面近傍（壁面から 0.01R）における流れ方向速度 uz の瞬時分布がReD

3-8

 = 5300 

の場合について示されているが，この乱流のストリーク構造のパターンは本実験結果（図

，ReD 

 

= 8700）と良く似ている． 

 

 

 
Fig. 3-11  Instantaneous distribution of near-wall velocity (ReD = 5300, at 0.01R from wall, white 

represents higher values of uz

 

, cited from Wu & Moin, J. Fluid Mech., 608, 2008, p. 105, Fig. 27, 

Copyright © 2008 Cambridge University Press All Rights Reserved.). 
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3.3.4 平均熱伝達率 

次に，平均熱伝達率を求めた．平均熱伝達率は次式で定義した． 
 

 
mw

cv
m

TT
q

h
−><

><
=


 (3-9) 

 
>< wT ， >< cvq は，時間および空間（周方向）平均した壁温及び対流熱流束である．なお，

式(3-9)で求めた平均熱伝達率hm >< hと，瞬時・局所の熱伝達率の平均値  は一致しないが

[3]，一般に，伝熱機器の熱設計では式(3-9)の値が用いられるため，本研究では式(3-9)のhm

を平均熱伝達率として定義した．なお，本章の実験条件ではhm >< hの値は より 1 %程度低

かった． 

図 3-12 に，時間および周方向に平均したヌッセルト数の流れ方向分布（ReD

□

 = 8700, 15700, 

26200）を示す． 印は本実験の平均ヌッセルト数を示し，次式から求めた． なお，水の

熱伝導率λには，流れ方向z/D = 11 の位置における膜温度 Tf = (Tw + Tm

 
)/2 での値を使用した． 

 λ
)(

)(
Dzh

zNu m=  (3-10) 

 

また，×印はヌッセルト数変動のrms値を示している．グラフの縦軸は，十分発達した円管

内乱流の経験式（式(3-5), Gnielinskiの式[54]）から求めた値 Nu∞

[52]

で規格化した．また，次式

で表される温度場の助走区間における経験式 を破線で示した．  
 

 







+= ∞ Dz

CNuzNu 1)(  (3-11) 

 
なお，C の値はPr 数の関数であり，Pr < 0.7 の時C = 2，Pr = 4 の時 C = 0.2 ~ 0.8 で与える

ことができる[63]．本実験ではPr ≈ 5 であるため，C = 0.2 を与えた．各グラフを見ると，

本実験結果は助走区間の式と良く一致している．また，z = 220 mm (z/D = 11) の位置では Nu 

(z )/Nu∞

  

 = 1.02（C = 0.2，Pr ≈ 5 の場合）となり，温度場はほぼ十分に発達していると言え

る． 



86 
 

 

 
(a) ReD 

 

= 8700 

(b) ReD 

 

= 15700 

(c) ReD 

Fig. 3-12  Distribution of the time-averaged value and the rms value of Nusselt number fluctuation 

(without turbulence promoter, model ②). 

= 26200 
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図 3-13 に，z = 220 mm (z/D = 11) における平均ヌッセルト数をレイノルズ数 ReD 

3-4

に対し

てプロットした．比較のため，Petukhovの式（式( ) [53]），および Gnielinskiの式（式(3-5) 

[54]）も図 3-13 に示す．本実験データをGnielinskiの式と比較すると，ReD

 

 > 4000 では 5 % 以

内で一致していることがわかる．すなわち，赤外線カメラを用いた本測定手法により，少

なくとも時間平均値については定量測定が可能であることが示された． 

 

 

 

Fig. 3-13  Nusselt number measured at z/D = 11 (z = 220 mm) with respect to the Reynolds number, 

compared with empirical equations. 
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3.3.5 熱伝達率の変動振幅 

3.3.3 項で，熱伝達率 h の瞬時分布とその変動を求めたが，ここではその変動振幅を評価

した．図 3-14 に，局所熱伝達率の時間変動の一例（ReD

3-15

 = 10100, z/D = 11, θ = 0°）を示す．

時間変動波形からは，熱伝達率が時間と共にスパイク状に激しく変動することが分かる．

図 に，熱伝達率変動のrms値 rmsh ' を示す．本実験では，ReD ≤ 19000 において， mrms hh '

= 0.15 ~ 0.18 程度のほぼ一定値となっている．比較のため， DNSの結果（[40], [58], [64], [65], 

[66]）も図 3-15 に示した．DNSの結果によると，熱伝達率変動 mrms hh '

4.0' ≈mrms hh

は，熱的境界条件

に大きく依存しており，壁温一定の場合（壁温が時間的に変動しない場合，Isothermalと表

記）は （[58], [64], [66]），熱流束一定の場合（熱流束一定で壁温が変動する場

合，Isofluxと表記）は 18.0~16.0' =mrms hh  （[40], [65]）となっている．本実験は伝熱面の

熱容量が非常に小さく，ほぼ熱流束一定とみなすことができる．本実験結果を同様な熱的

境界条件（熱流束一定）における円管内流れのDNS[40]（○印）と比較したところ，熱伝達

率変動の値が同程度であった．つまり，本実験で得られた熱伝達率変動は妥当であるとい

える．よって，熱伝達率の変動振幅に関しても，本手法により定量測定が可能であること

が示された．なお，ReD

2.6.3

 > 19000 では値が徐々に低下しているが，これは，熱伝達変動が高

速になるに従い， 項で述べたように水流側の温度変動振幅よりも測定面側の温度変動

振幅が減衰し，赤外線カメラで測定した温度から熱伝達率変動を十分復元できなくなるた

めである． 
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Fig. 3-14  Temporal fluctuation of heat transfer coefficient (z/D = 11, θ = 0° ReD

 

 = 10100). 

 

 

Fig. 3-15  Rms value of the fluctuating heat transfer coefficient with respect to the Reynolds number, 

obtained herein compared with that estimated from the results of direct numerical simulations. 
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3.3.6 熱伝達率の特徴的な変動周期 

図 3-16 (a)に局所における熱伝達率の時間変動の一例（ReD = 10100, z/D = 11, θ = 0°）を示

す．この熱伝達率変動の特徴的な変動周期を調査するため，熱伝達率の時間変動の自己相

関関数Rh

 

(t) を次式により求めた．  

 
22 )θ,,()θ,,(

)θ,,()θ,,()(
zdtthzth

zdtthzthtRh

+⋅

+⋅
=  (3-12) 

 

図 3-16 (b)に自己相関関数を示す．自己相関からは明確な変動周期を読み取ることができな

かった．そのため，熱伝達率変動のスペクトルPre-Multiplied Spectrum（以下PMSと記す）

解析

 

を行った． 

 
2

)log()(

)()( rms

h

h h
fdfPf

fPffPMS ′
⋅⋅

⋅
=

∫
∞

∞−

 (3-13) 

 

PMSは，パワースペクトル Ph 3-16(f) に変動周波数 f を乗じたものである．図  (c)にPMSを

示す．横軸は周波数を対数表示している．縦軸と横軸で囲まれた面積が変動エネルギー（変

動の分散値への寄与）を表している．3-16 (c)に示すように，スパイク状の波形となったの

で，グラフの包絡線から極大を示す周波数を求めた．この周波数 fcは変動エネルギーが最

も集中する周波数を意味している．また，この周波数の逆数を特徴的な変動周期 tc = 1/fc 

3-16と定義した．なお，PMSの極大は図

  

 (c)のように，明確ではなかったため，ここでは極

大位置から左右±20 %を読み取り誤差として評価した． 
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(a) Temporal fluctuation 

 

 

(b) Auto-correlation 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) Pre-multiplied spectrum (PMS) 

Fig. 3-16  Temporal fluctuation of heat transfer coefficient (z/D = 11, θ = 0° ReD = 10100). 
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図 3-17 に，z = 220 mm (z/D = 11)における熱伝達率の特徴的な変動周期 tc
+ = tc/(ν/uτ

2) （動

粘性係数 ν と壁摩擦速度 uτ で無次元化した値）を示す．本実験では，ReD ≥ 20000 において，

tc
+

[67]

 = 120 ~ 150 のほぼ一定値であった．比較のため，従来の乱流境界層の実験で得られたバ

ーストの平均周期（流れの可視化によるカウントや，短時間自己相関によるもの）もプロ

ットした , [68], [69], [70]．評価手法や実験条件が異なるため値のばらつきが大きいが，

おおむねtc
+ = 80 ~ 110 程度の値となっている．本実験結果は，乱流境界層の実験で得られ

たバーストの平均周期よりも高めであるが，前述の通り熱伝達率変動の周期性が明確でな

いことや評価方法が異なることを考慮すると，大きな差異はないと考えられる．つまり，

本実験で評価した熱伝達率の特徴的な変動周期は，バースト現象と密接に関連していると

考えられる．なお，ReD ≤ 19000 ではレイノルズ数の低下と共に tc
+ 

[56]

の値が徐々に上昇して

いる．この原因は不明であるが，このレイノルズ数範囲では乱流のストリーク構造の平均

間隔が円管内径の 1/9 程度以上になり，壁面の曲率が乱流のストリーク構造の挙動に影響

している可能性がある．なお，図中に示した円管内乱流の実験結果（○印，文献 ）でも，

ReD = 7600 においてtc
+ = 170 程度であり，乱流境界層の値（tc

+

 

 = 80 ~ 110）よりも高くなっ

ている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3-17  Characteristic period of the heat transfer fluctuation, obtained herein compared with 

previous studies. 
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3.3.7 熱伝達率のストリーク構造の平均間隔 

3.3.3 項で述べたように，熱伝達率の瞬時分布およびその変動はストリーク構造に支配さ

れているが，各ストリーク構造の間隔には周期性があるように見える．図 3-18 (a)に熱伝達

率の周方向瞬時分布の一例（z/D = 11, ReD = 10100）を示す．この熱伝達率分布の周期性を

調査するため，周方向の自己相関関数Rh

 

(Θ) を次式により求めた．なお，周方向の距離Rθ は 

Θ と表記する． 

 
22 ),,(),,(

),,(),,()(
Θ+Θ⋅Θ

Θ+Θ⋅Θ
=Θ

dzthzth

dzthzthRh  (3-14) 

 

図 3-18 (b)に自己相関関数を示す．自己相関に明確な極小が存在することから，熱伝達率の

周方向分布には周期性がある．すなわち，乱流のストリーク構造の間隔には周期性がある

といえる．この極小値の 2 倍の距離がストリークの平均間隔 lc

また，熱伝達率の周方向瞬時分布のスペクトル（PMS）解析も行った． 

 に対応している．  

 

 
2

)log()(

)()( rms

h

h h
kdkPk

kPkkPMS ′
⋅⋅

⋅
=

ΘΘ

∞

∞−
Θ

ΘΘ
Θ

∫
 (3-15) 

 

PMSは，パワースペクトル Ph(kΘ) に空間波数 kΘ 3-18 = 1/∆Θ を乗じたものである．図  (c)

にPMS解析の結果を示す．横軸が波数 kΘ （空間波長 ∆Θ 3-18の逆数）を表している．  (c)に

示すように，グラフの極大位置の波数 kc における空間波長をストリーク構造の平均間隔lc = 

1/kcとして評価した．ReD = 3400 ~ 38700 において評価したところ，自己相関関数から評価し

た lc の値とPMSから評価した lc の値には多少の相違が見られたが，いずれのレイノルズ数

の場合も相違は 10 % 程度以内であったため，ここでは前項と同様PMSの極大から lc  を評

価した．なお，極大位置から左右 1 ピクセルに相当する距離（赤外線カメラの最小ピクセ

ル間隔 ≈ 0.21 mm）を読み取り誤差とした（図 3-18

 

 (c)参照）． 
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(a) Instantaneous heat transfer distribution 

 

 
(b) Auto-correlation 

 

 

(c) Pre-multiplied spectrum (PMS) 

Fig. 3-18  Circumferential distribution of instantaneous heat transfer coefficient (z/D = 11, ReD = 

10100). 
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図 3-19 に，z = 220 mm (z/D = 11) における，熱伝達のストリーク構造の平均間隔 lc
+ = 

lc/(ν/uτ)  （動粘性係数 ν と壁摩擦速度 uτ で無次元化した値）を示す．本実験ではReD > 19000

においてlc
+

3.3.3

の値の上昇が顕著になっているが，これは乱流のストリーク構造が非常に細かく

なり，赤外線カメラの空間分解能が十分でなくなるためと考えられる． 項で述べたよ

うに，熱伝達率算出時に適用した有限差分法（2.6.2 項参照）に伴い高空間波数の空間分布

の振幅が減衰するが，文献[29]によると，本実験条件では 2.1 mm以下の熱伝達率分布の振幅

は 10 %以上減衰する．ReD = 19000 のストリーク構造の平均間隔は lc 

比較のため，DNSの結果

= 2.1 mm 程度である

ため，さらに高レイノルズ数になると差分化に伴う減衰の影響が顕著になると考えられる． 

[57], [66], [71]および従来の実験結果[24], [67]もプロットした．本

実験結果は，差分化による減衰の影響が小さいReD ≤ 19000 ではストリーク構造の平均間隔

がlc
+

 [57]= 90 ~ 130 となっている．この値は，佐竹らによる円管のDNSの結果 （○印）と同

程度であった．また，壁乱流では一般に乱流のストリーク構造の平均間隔がlc
+

 

なお，種子田 

≈ 100 である

という事実を踏まえると，本測定で得られたストリーク構造の平均間隔は妥当であると考

えられる．  

[72]の流れの可視化によるとストリーク構造の平均間隔は lc
+

 ≈ 64 程度であ

り，円管内流れの場合は平板境界層より lc
+

 [73]の値が小さくなるという記述もあるが ，本

実験結果およびDNSの結果を基に考えると，円管内流れの場合もストリーク構造の平均間

隔は lc
+

 

 

≈ 100 程度であり，平板乱流境界層やチャネル乱流の場合と同程度の値をとると考

えられる． 
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Fig. 3-19  Mean spacing of streaky structure with respect to the Reynolds number, obtained herein 

compared with previous studies. 
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3.4 第 3 章のまとめ 

本研究で新たに開発した円管内乱流熱伝達変動の測定手法の妥当性を確認するため，本

手法を円管内の十分発達した流れ場における熱伝達測定に適用した．以下に，本章で明ら

かになった事項をまとめる． 

 

1. 熱伝達率の時間平均値から求めたヌッセルト数は，本実験条件の範囲（4000 < ReD

 

 < 

39000）において，従来の円管内乱流の無次元整理式（Gnielinskiの式）と 5 % 以内で一

致した．  

2. 熱伝達率変動のrms 値は，変動振幅の減衰が顕著にならない条件（3400 ≤ ReD ≤ 19000）

では hh rms
'  

hh rms
'

= 0.15 ~ 0.18 程度のほぼ一定値となり，同様の熱的境界条件（熱流束一定）

における円管内流れのDNSの結果（  

 

= 0.18）と同程度の値であった． 

3. 熱伝達率の特徴的な変動周期 tc をスペクトル解析により調査した結果，20000 ≤ ReD < 

39000 において tc
+ =  tc/(ν/uτ

2

 

) = 120 ~ 150 のほぼ一定値であり，従来の平板境界層乱流

の実験で得られたバーストの平均周期と比較して大きな差異はなかった．  

4. 乱流のストリーク構造の周方向平均間隔 lc をスペクトル解析で調査した結果，3400 ≤ 

ReD ≤ 19000 において lc
+ = lc /(ν/uτ) = 90 ~ 130 であり，円管内乱流のDNSの結果と同程度

の値であった．また，壁乱流では一般に乱流のストリーク構造の平均間隔がlc
+

 

  

≈ 100 で

あるという事実を踏まえると，本測定で得られたストリーク構造の平均間隔は妥当であ

ると考えられる． 

5. 以上の結果より，本研究で新たに開発した測定手法により，熱伝達率の時間平均値だけ

でなく，時間的・空間的な変動に関しても定量的に測定可能であることが示された． 
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第 4 章 はく離・再付着流れを伴う熱伝達特性 

 
 
4.1 研究の背景 

流れ場に段差や急激な逆圧力勾配があると，流れが壁面からはがれる．この現象を流れの

はく離という．はく離流れが発生する代表例として後向きステップがある．ステップ下流

の流れが再付着する領域では熱伝達率が増加する．この伝熱促進現象は，壁面近傍の乱流

渦構造の挙動と密接に関連していると考えられており，従来，流れの再付着領域における

速度場・温度場に関する多くの研究が行われてきた．ここでは，従来の後向きステップ下

流における乱流熱伝達の研究の一例を紹介する． 

Vogel and Eaton[74]は加熱金属箔を後向きステップ再付着領域に設置して，ステップ下流

の時間平均的な熱伝達率分布を測定した．また，非加熱状態で壁面摩擦を測定した．その

結果，再付着領域では，時間平均的には運動量輸送と熱輸送の相似則が成り立たないこと

を示し，壁面近傍の流れ場と温度場の分布や変動に関する情報の必要性を示唆している．

中丸ら[16]は，感温液晶法を用い，後向きステップ後方の再付着領域における壁温変動を観

測した．その結果，スパン方向にはステップ高さと同程度の非一様構造が形成されること

を示した．しかし，伝熱面と感温液晶の熱容量による時間遅れがあるため，乱流による熱

伝達変動の定量評価には至っていない．河村ら[75]は熱流束センサを後向きステップ下流の

再付着域に多数配列し，瞬時熱伝達率分布の変動を測定した．これにより，熱伝達率は時

間的に複雑に変動しており，流れ方向だけでなくスパン方向にも一様ではないことが示さ

れたが，壁面近傍流れ場の測定位置と熱伝達測定位置がスパン方向にずれており，さらに

現象の複雑さに対して測定点も十分とは言えない． 以上のように，従来の研究は，流れの

再付着を伴う熱伝達の非一様性や非定常性に対して，時間分解能，空間分解能ともに十分

ではなかった． 

本章では，赤外線カメラを用いた熱伝達測定手法をはく離・再付着を伴う流れ場に適用し，

熱伝達率の瞬時分布およびその非定常性の定量測定を試みた．装置には，第 3 章の円管内

乱流熱伝達測定と同じもの（図 2-1）を使用した．円管内にオリフィス板を設置して，流れ
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をはく離させた．これは，オリフィス板は形状がシンプルで，パラメータが開口比のみで

あり，かつ設置が容易なためである．オリフィス板の形状は JIS 規格[76]のコーナタップオ

リフィスに基づき設計した．オリフィス板の形状を図 4-1 に示す．オリフィス板はアクリル

製であり，厚さ 2 mm，絞り口径 d = 10 mm（絞り口径比 d/D = 0.5）である．なお，オリフ

ィス板の下流側エッジには 45 度の逃げ角を設けた． 

 

 

 

 

 

Fig. 4-1  Schematic diagram of an orifice plate. 
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4.2 速度分布測定 

オリフィス板前後の流動状態を確認するため，レーザードップラー流速計（LDV: Flow 

Explorer 75 mW, DANTEC）で円管断面の速度分布を測定した．オリフィス板の上流端を流

れ方向の基準（z = 0）とし，オリフィス板の上流端から 1D上流（z/D = −1），2.5D下流（z/D 

= 2.5），9D下流（z/D = 9）の位置の速度分布を測定した（図 4-2 参照）．平均流速はum = 0.05

および 0.48 m/sであり，対応するレイノルズ数は ReD

 

 = 1000 および 10000 である． 

 

 

 

Fig. 4-2  Measurement position of velocity distribution. 

 

 

図 4-3 ~ 図 4-5 に，測定結果の一例を示す．図 4-3 は，オリフィス板上流 z/D = − 1 の位

置における結果である．ReD

4-3

 = 1000 の場合の速度分布は放物線型であり，ほぼハーゲン・

ポアズイユ流れであることを確認した（図  (a)）．ReD

4-3

 = 10000 では，ほぼ対数則に従った

乱流の速度分布であった（図  (b)）．すなわち，z/D = −1 の位置では流れ場が十分発達し

ており，またオリフィス板の影響をほとんど受けていないことがわかる． 

一方，文献[77], [78], [79] 

4-4

によると，オリフィス絞り口径比 d/D = 0.5 の場合は，オリフィ

ス板の 2.2 ~ 2.6D 下流で流れが円管内壁に再付着することが示されているが，この位置（z/D 

= 2.5, 図 ）では，縮流により円管中央部において速度が非常に大きくなるとともに，乱

れ度も非常に大きくなっている．比較のために，Deotte et al. [78]の結果（z/D = 2, ReD

4-4

 = 54700, 

d/D = 0.5）も図 中に示したが，平均速度分布 mz uu /  は本実験と同様，オリフィス板によ

る流れの縮流により円管中央部において速度が非常に大きくなっており，本実験の傾向と
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定性的に一致している．また，z/D = 9 の位置（図 4-5）では十分発達した乱流の速度分布（対

数則）に近づくが，円管中央部では速度分布がフラットであり，まだ十分発達した流れに

回復していないことがわかる． 

 

 

 

 
 (a) ReD = 1000 (b) ReD

Fig. 4-3  Velocity distribution at z/D = −1. 

 = 10000 
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Fig. 4-4  Velocity distribution at z/D = 2.5 (ReD

 

 = 9700). 

 

 
Fig. 4-5  Velocity distribution at z/D = 9 (ReD = 10000). 
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4.3 熱伝達測定結果および考察 

本実験では，円管内に図 4-1 に示すオリフィス板を設置して熱伝達測定を行った．図 4-6

に伝熱模型の水平断面図を示す．オリフィス板は，加熱開始点から 80 mm 下流の位置に設

置した．座標系は速度分布測定時と同様に流れ方向を z とし，オリフィス板上流端を起点

（z = 0）とした．また，円管周方向を θ，円管半径方向を r とした．  

 

 

 

Fig. 4-6  Top cross-sectional view of a test model for the heat transfer measurement. 

 

 

4.3.1 伝熱面の振動 

円管内乱流の熱伝達測定（3.3.1 項）と同様，伝熱面（黒ペイントを塗布したチタン箔）

の剛性が十分であるか確かめるために，熱伝達測定に先立ち，伝熱面の振動変位測定を行

った．測定位置を図 4-7 に示す．測定は，最も振動が大きくなると考えられる再付着点付近

（z/D = 2.5, θ = 0°）の位置にて行った.比較のために，下流側のアクリル部表面（z/D = 9.3, θ 

= 0°）の振動変位測定も行った．図 4-8 に，最大流速時（um = 0.47 m/s, ReD

4-8

 = 12000）におけ

る振動変位波形を示す．振動変位 ∆d（面垂直方向）は，レーザ変位計（LK–G150, Keyence）

を用いて測定した．図  (a) に伝熱面（再付着点付近）の振動変位波形を，図 4-8 (b) には

比較のため，アクリル管表面の振動変位波形を示す．再付着点付近では，伝熱面の振動変

位のrms値は ∆d’rms 3-5= 1.9 μm であり，オリフィスなしの結果（図 , ReD ≈ 30000, ∆d’rms = 1.2 

μm）に比べるとやや大きくなっている．これは，流れの再付着により壁面垂直方向（r方向）

の速度変動が大きくなるためと考えられる．ただし，振動変位はアクリル管表面（∆d’rms = 1.1 
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μm）と比べてさほど大きくなっておらず，黒ペイントを塗布したチタン箔の伝熱面であっ

ても水流の変動に対して十分な剛性があることを確認した．  

 

 

 
 

Fig. 4-7  Measurement position of mechanical vibration of the test model. 

 

 

 
(a) On a thin test surface at z/D = 2.5 and θ = 0° 

 

  
(b) On an acrylic pipe at z/D = 9.3 and θ = 0° 

 
Fig. 4-8  Time trace of the vertical displacement of the test model due to mechanical vibration 

measured using a laser displacement sensor (um = 0.47 m/s, ReD = 12000, model ③). 
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4.3.2 瞬時温度分布 

次に，赤外線カメラによる測定結果を示す．円管内乱流の熱伝達測定（3.3.2 項）と同様，

測定は，伝熱面全域を測定する“全域測定”，および，赤外線カメラを近接させた“拡大測

定”を行った．拡大測定では伝熱面を数領域に分けて測定した．レイノルズ数が違っても，

再付着領域において熱伝達構造の変動パターンに特異な差が現れなかったため，本論文で

は最大レイノルズ数の結果のみ述べる．平均流速は um = 0.5 m/s 程度であり，対応するレ

イノルズ数は ReD = 12000 程度である．本測定の分光放射率ε IR は，2.4.5 項「放射率の評

価」に示す要領で評価した．評価された分光放射率は ε IR

図

 = 0.90（模型③）および 0.96（模

型④）であり，これを円管の伝熱模型表面の分光放射率として使用した． 

4-9 に，赤外線カメラで得られた全域測定における瞬時温度分布の一例を示す（ReD

4-10

 = 

12100）．この図は円管の曲面が平面に投影されたものである．画像の濃い色が低温部を，

薄い色が高温部を表している．また，図 にオリフィス周りの流れのスケッチを示す．

熱画像をスケッチと見くらべると，スケッチで示されているようにオリフィス板上流端で

流れがはく離し，それが下流側で再付着するが（図 4-10），この流れの再付着が熱画像（図

4-9）の z/D ≈ 2 に見られる低温領域と対応していると考えられる．その後，z/D > 4 から温

度が徐々に上昇し，z/D = 9 ではオリフィス上流側の温度に近づいている． 

図 4-11 に，拡大測定の瞬時温度分布の一例を示す．これらは円管の曲面が平面に投影さ

れたものである．オリフィス板の上流（図 4-11 (a)）では，流れ方向に伸びた温度ストリー

クが確認できる．この構造の間隔や分布のパターンは，第 3 章のオリフィス板を設置しな

い場合における円管内乱流のストリーク構造（図 3-7 (c), ReD

4-10

 = 15700）と同様である．すな

わち，z/D < − 1 では，オリフィス板によるせき止めの影響をほとんど受けておらず，円管

内の十分に発達した流れにおける熱伝達の特徴を呈している．なお，オリフィス板の直前

（z/D > − 0.25）では温度が急激に低下しているが，これは，オリフィス板手前に逆流を伴う

はく離泡が形成され（図  参照），その循環構造が時間的に複雑に変動することによっ

て伝熱が促進されているためと考えられる． 

オリフィス板の上流端ではく離した流れは，絞り口径比 d/D = 0.5 の場合は，下流側 z/D ≈ 

2.2 ~ 2.6 程度の位置に再付着することが知られている[77], [78], [79]．なお，実験結果を基に

見積もったところ，本実験の時間平均的な再付着位置は z/D = 2.7 であった（4.3.4 項参照）．
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つまり，図 4-11 (b), (c)の z/D = 2.7 付近の領域が時間平均的な再付着位置になっていると考

えられる．この領域では複雑な温度分布を呈していると同時に温度が著しく低下している

ことがわかる．また，熱画像（図 4-11 (b), (c)）のコマ送りからは，時間平均的な再付着位

置（z/D = 2.7）において，低温のスポット的な領域が，時間と共に衝突噴流のように四方へ

広がる傾向が確認された．つまり，再付着領域に現れるスポット的な低温領域は流れの再

付着に対応するものと考えられる．なお，z/D = 1 ~ 4 の領域にかけて低温のスポットが随所

に見られることから，流れの再付着による伝熱促進領域は，かなり広範囲に及んでいるこ

とが示唆される（図 4-11 (b), (c) 参照）． 

z/D > 4.5 では，再付着に起因すると考えられる低温のスポットが現れなくなり，徐々に筋

状の構造を呈した温度分布へと回復していく．ただし，本測定の範囲内（z/D < 9）では z/D 

< − 1 と比べて構造が細かくかつ大きく蛇行していることから，まだ十分発達した乱流には

回復していないことがわかる． 
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Fig. 4-9  Instantaneous thermo-image of the heated surface using infrared thermograph (wide 

measurement at ReD inq = 12100, = 40000 W/m2

 

, model ③). 

 

 

Fig. 4-10  Conceptual view of flow around an orifice. 
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 (a) z/D = –2.7 ~ 0.5 (z = –55 ~ 10 mm)  (b) z/D = 0 ~ 3 (z = 0 ~ 60 mm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (c) z/D = 1.7 ~ 5 (z = 35 ~ 100 mm) (d) z/D = 4 ~ 7.1 (z = 80 ~ 145 mm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(e) z/D = 5.4 ~ 8.6 (z = 110 ~ 175 mm) 

 

Fig. 4-11  Instantaneous thermo-images of the heated surface measured using infrared thermograph 

(close-up measurements at ReD inq ≈ 12000, = 40000 W/m2, model ③). 
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4.3.3 瞬時熱伝達率分布 

赤外線カメラで測定した熱画像を基に，2.6 節「熱伝達率の算出」に示す要領で熱伝達率

を算出した．なお，管内流の混合平均温度 Tm [77]には，従来の研究 , [80]と比較する必要上，

第 3 章と同様，水流への対流熱流束による温度上昇を考慮した流れ方向の局所混合平均温

度 )(zTm  を用いた．また，各図に示したレイノルズ数は測定部入口水温Tin

算出された熱伝達率の不確かさを確かめるために，文献

における値で

ある． 

[48]に基づき，本実験における代

表的な条件（オリフィス上流 z/D = -1（z = -20 mm）および再付着領域 z/D = 2（z = 40 mm））

において不確かさ解析を行った．その結果，オリフィス上流 z/D = -1（z = -20 mm）では，

熱伝達率の瞬時・局所値の相対誤差（95 %包括度）は 4.5 %，時空間平均値の相対誤差（95 %

包括度）は 3.6 %と評価された．再付着位置 z/D = 2（z = 40 mm）では，熱伝達率の瞬時・

局所値の相対誤差（95 %包括度）は 6.6 %，時空間平均値の相対誤差（95 %包括度）は 5.6 %

と評価された．詳細は付録 C を参照されたい． 

図 4-12 にオリフィス上流の領域（z/D = –2.7 ~ –0.1）における熱伝達率分布を示す．なお，

本項で示す熱伝達率分布は 3.3.3 項と同様，赤外線カメラで測定した伝熱面の投影断面を z - 

θ 面に座標変換し表示している．(a) が瞬時分布，(b) が z/D = –1 における周方向分布の時

間履歴，(c) が θ = 0º における流れ方向分布の時間履歴である．瞬時分布（図 4-12 (a)）に

は，第 3 章のオリフィス板を設置しない円管内乱流の場合と同様の乱流のストリーク構造

が現れ，図 4-12 (c) を見ると，この構造が時間とともに下流へと流される様子が確認できる．  

図 4-13, 4-14 に，オリフィス直後 ~ 再付着領域（z/D = 0.2 ~ 2.7, z/D = 1.8 ~ 4.4）における

熱伝達率分布を示す．熱伝達率の表示レンジを見ると，この領域では，オリフィス板上流

（図 4-12）に比べ，熱伝達率の値が数倍高くなっていることがわかる．この伝熱促進は，

オリフィス板での縮流によって流れが加速され，さらに，オリフィス板の前縁ではく離し

た流れが円管内壁に再付着することによるものと考えられる．この領域（図 4-13, 4-14）で

は，図 4-12 (a)に現れた流れ方向に伸びた乱流のストリーク構造が確認できなくなる一方，

z/D > 1 では細かな伝熱促進構造が現れる（図 4-13 (a), 4-14 (a)）．また，周方向分布の時間履

歴（図 4-13 (b), 4-14 (b)）を見ると，変動の周期が非常に短くなっており，熱伝達率の極大

値も非常に高くなっていることから，高速かつ振幅の大きい熱伝達変動が起こっているこ
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とがわかる．また，熱伝達率の流れ方向分布の時間履歴を見ると，オリフィス上流の場合

（図 4-12 (c)）は，流れが順流であるため，熱伝達構造が時間と共に右下に移動するが，オ

リフィス直後（図 4-13 (c)）では，時間と共に左下に移動する軌跡が現れるため，逆流が支

配的であることがわかる．また，z/D = 1 ~ 4 の範囲では（図 4-13 (c), 4-14 (c)），順流と逆流

が複雑に入り乱れている．瞬時分布のコマ送りからは，図 4-13 (a) および 4-14 (a) に見ら

れる複数のスポット的な構造がまとまって大規模な構造を形成し，流れ方向だけでなく周

方向にも複雑に揺動する様子が観測された． 

図 4-15, 4-16 に，再付着領域より下流の熱伝達率分布を示す．上流側（z/D > 4）では流れ

が大きく蛇行しており（（図 4-15 (a)），熱伝達率変動も高速に変動している（（図 4-15 (b)）．

一方，下流に進むほど流れの蛇行が小さくなり（図 4-16 (a)），z/D > 8 ではオリフィス上流

側の乱流のストリーク構造とよく似た構造を呈している．また，流れ方向分布の時間履歴

（図 4-15 (c), 4-16 (c)）からは，流れの再付着領域下流では，オリフィス上流同様，順流が

支配的であることが分かる．  
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 (a) Instantaneous distribution  (b) Time trace along θ (z/D = –1) 

 

 

 

 

 

 

 (c) Time trace along z (θ = 0°) 

Fig. 4-12  Spatio-temporal distribution of h around an orifice at z/D = –2.7 ~ –0.1 (ReD = 12500, kcut 

= 1190 m-1, fcut

 

 = 200 Hz, model ③). 

 

 

 

 

 (a) Instantaneous distribution  (b) Time trace along θ (z/D = 1) 

 

 

 

 

 

 

 (c) Time trace along z (θ = 0°) 

Fig. 4-13  Spatio-temporal distribution of h around an orifice at z/D = 0.2 ~ 2.7 (ReD = 12400, kcut = 

1190 m-1, fcut = 200 Hz, model ③).  
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 (a) Instantaneous distribution  (b) Time trace along θ (z/D = 2) 

 

 

 

 

 

 

 (c) Time trace along z (θ = 0°) 

Fig. 4-14  Spatio-temporal distribution of h around an orifice at z/D = 1.8 ~ 4.4 (ReD = 12300, kcut = 

1190 m-1, fcut

 

 = 200 Hz, model ③). 

 

 

 

 

 (a) Instantaneous distribution  (b) Time trace along θ (z/D = 4) 

 

 

 

 

 

 

 (c) Time trace along z (θ = 0°) 

Fig. 4-15  Spatio-temporal distribution of h around an orifice at z/D = 3.9 ~ 6.5 (ReD = 12300, kcut = 

1190 m-1, fcut = 200 Hz, model ③).  
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 (a) Instantaneous distribution  (b) Time trace along θ (z/D = 8) 

 

 

 

 

 

 

 (c) Time trace along z (θ = 0°) 

Fig. 4-16  Spatio-temporal distribution of h around an orifice at z/D = 6.0 ~ 8.7 (ReD = 12400, kcut = 

1190 m-1, fcut = 200 Hz, model ③). 

h (W/(m2∙K)) 

z/D = 7 8 

5 

-5 

0 

z/D = 7 8 



114 
 

4.3.4 熱伝達率の流れ方向分布 

図 4-17 に，本実験で得た平均ヌッセルト数およびヌッセルト数変動のrms値の流れ方向分

布を示す．平均ヌッセルト数は平均熱伝達率  hm 3.3.4（ 項参照）から求めた

（ λ/)()( DzhzNu m= ）．なお，水の熱伝導率λには，従来の研究[77], [80]と比較する必要上，

測定部入口水温Tin

[54]

における値を使用した．グラフの縦軸は，十分発達した円管内乱流の経

験式（Gnielinskiの式 ）から求めた値 Nu∞

本実験結果の妥当性を確認するために，従来の実験結果（時間平均測定のみ，オリフィ

ス板の開口比 d/D = 0.5）を破線

で規格化している．実験の再現性確認のため，

伝熱模型や測定日の異なるデータ（Run 1 ~ 3）を●・▲・■でプロットした． Run 1 ~ 3 で

は，多少のばらつきはあるが，全体的に良い再現性が見られた．また，極大値は，円管内

の発達した領域における値（1 点鎖線）よりも，平均ヌッセルト数が 4 倍以上，ヌッセルト

数変動のrms値が 5 倍以上高くなっている． 

[80]及び点線[77]で示した．プラントル数，熱的境界条件（[80]

及び[77]は壁温が時間的に変動しない条件）および加熱開始点（[80]及び[77]はオリフィス板

位置から加熱開始）といった条件に違いがあるものの，いずれも時間平均値は z/D ≈ 2 で極

大をとっており，極大位置及びその前後の分布の傾向もおおむね一致している．よって，

少なくとも時間平均値については本測定手法により定量的に妥当な値が得られていると考

えられる． 

図 4-18 に，オリフィス下流における熱伝達率変動のrms値を示す．Run 1 ~ 3 は図 4-17 と

対応している．縦軸は，流れ方向の各位置における平均熱伝達率hm 

3.3.5

で規格化した．各デー

タ（Run 1 ~ 3）は，多少のばらつきはあるもののおおむね一致しており，良い再現性が確認

できた．比較のために， 項で評価した円管内の発達した領域における値 mrms hh ' = 0.15 

~ 0.18 を図中に斜線で示した． mrms hh ' の値はオリフィス下流 z/D = 2.8 ~ 3 において極大値

0.25 程度をとっており，発達した円管内乱流における値（ mrms hh ' = 0.15 ~ 0.18）の 1.5 倍

程度となっている．つまり，流れの再付着により平均熱伝達率hmが高くなるが，それにも

増して熱伝達率の変動振幅が大きくなることを示している．この現象は，4.3.3 項の熱伝達

率分布からも伺えるように，再付着領域では，非常に熱伝達率の高いスポット構造が形成

されることと対応している．rms値は，極大をとった後いったん減少するが，z/D = 7 付近で

はほぼ一定値となり，その後，発達した領域の値に漸近している． 
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Fig. 4-17  Distribution of the mean value and the rms value of Nusselt number fluctuation at ReD

 

 ≈ 

12000, obtained herein compared with the mean value of previous experiments, which are 

conducted under similar experimental condition to the present study. 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-18  Streamwise distribution of rms value of the heat transfer fluctuation at ReD

 

 ≈ 12000, 

divided by the mean heat transfer coefficient downstream of an orifice. 
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また，本実験では，瞬時熱伝達率分布のコマ送りを基に，時々刻々と変化する熱伝達構

造の移動速度を評価した．ここでは熱伝達構造の移動速度を移流速度と呼ぶこととする．

移流速度は，瞬時熱伝達率分布の時系列画像を汎用PIV解析ソフトウェア（Flow Expert 2D, 

カトウ光研（株））を用いて解析することにより評価した（詳細は付録Bを参照）．図 4-19 (a)

の上段に，評価した瞬時移流速度の流れ方向成分 ucz

4-19

 の分布の一例を示す．この瞬間では，

移流速度はオリフィス下流z/D = 2.7 付近まで負の値であり，その後正の値へと移行している．

つまり，はく離した流れはオリフィス下流z/D = 2.7 ~ 2.8 付近において再付着していると考

えられる．本研究では，流れ方向に連続した 4 つの移流速度を 1 組とし，各点の速度が，

上流から順に負・負・正・正の値をとる時に，中央 2 点の間に再付着位置が存在すると判

定した．すなわち，この例ではB，C間に再付着位置が存在すると判定される．図  (a)

下段に，図 4-19 (a)上段と同一位置・同一時刻における瞬時ヌッセルト数分布を示す．この

例では，z/D = 2.7 ~ 2.8 付近が瞬時ヌッセルト数の極大位置zhmaxになっており，この瞬間では，

流れの再付着zRと熱伝達率極大zhmax 4-19が良く対応していることが分かる．また，図  (b), (c)

に，図 4-19 (a)とは異なる時刻における瞬時移流速度分布（上段）および瞬時ヌッセルト数

分布（下段）の例を示す．図 4-19 (b)は zR ≈ 2.5 の一例である．この時刻では，zRとzhmax

4-19

がず

れている．図  (c)はzR ≈ 2.1 の一例である．この時刻は，瞬時ヌッセルト数分布には特徴

的なピークが見られない．このように，必ずしもzhmax ≈ zR

  

になるわけではない．これは，再

付着領域では外部からの低温の流体と壁面近傍で加熱された高温の流体が 3 次元的に複雑

に流動するためと推察される． 
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(a) Reattachment at z/D = 2.70 ~ 2.82 

 

 

 

 

 

 

 

(b) Reattachment at z/D = 2.44 ~ 2.57 

 

 

 

 

 

 

 

(c) Reattachment at z/D = 2.06 ~ 2.19 

 

Fig. 4-19  Some examples of instantaneous convection velocity ucz/um and corresponding 

instantaneous Nusselt number distribution. 



118 
 

次に，z/D = - 2.1 ~ -0.3，1.2 ~ 3.2，6.5 ~ 8.4 の領域における移流速度の時間平均値 mcz uu を

図 4-20 に示す．図を見ると，移流速度は流れ場と対応した妥当な分布傾向を示している．

すなわち，オリフィス上流側では移流速度がほぼ一定であるが，オリフィス直前（z/D > -0.5）

では流れが堰き止められて急低下する．オリフィス下流側のはく離領域では壁面近傍の流

れが逆流となるため，移流速度が負の値を示す．その後，z/D = 2.7 付近を過ぎると順流へと

移行し，流れの回復領域（z/D = 6.5 ~ 8.4）では，オリフィス上流側の移流速度と同程度にな

っている．比較のために，2 次元自己相関（付録B参照）から評価した値も図 4-20 中に×

印でプロットした． PIV解析ソフトウェアにより評価した値は 2 次元自己相関から評価し

た値とよく一致しており，定量的に妥当な移流速度が評価できていることを確認した．従

来の研究[77], [78], [79]では，開口比 d/D = 0.5 の場合，オリフィス下流 z/D ≈ 2.2 ~ 2.6 の位

置に流れが再付着することが示されているが， mcz uu = 0 となる位置を流れの再付着位置

と定義すれば，図 4-20 より，本実験の再付着位置はz/D = 2.7 と評価できる．また，鈴木ら

[77]は，ReD

4-17

 = 15500 において熱伝達率の極大位置は流れの再付着位置よりも 0.3D程度上流

側に存在することを示しているが，本研究では，熱伝達率の極大位置（z/D = 2.2，図

参照）は流れの再付着位置（z/D = 2.7）よりも 0.5D程度上流側であった． 

 

 

 
 

Fig. 4-20  Distribution of time-averaged streamwise convection velocity mcz uu . 
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上記のように，時間平均的な再付着位置（以後 Rz と記す）と時間平均的な熱伝達率極

大位置（以後 maxhz と記す）が一致しない．このことは，従来の研究[16], [74], [75], [77], [81]

でも指摘されている．本研究では，河村ら[75]の手法を参考に，瞬時再付着位置zRと瞬時熱

伝達率極大位置zhmaxの対応から，上記位置の違いについて考察した．流れ方向の特定の位置

に再付着zR

4-19

が現れることを抽出条件として，瞬時ヌッセルト数分布のアンサンブル平均を求

めた．例えば，図  (a)は特定位置 z/D = 2.70 ~ 2.82 に再付着が現れる場合の瞬時ヌッセ

ルト数分布（図 4-19 (a)下段）を示しているが，この条件を満たす瞬時ヌッセルト数分布を

全時系列データの中から抽出して平均化すると，z/D = 2.70 ~ 2.82 に再付着が現れるヌッセ

ルト数分布のアンサンブル平均を求めることができる．ここでは，14 通りの再付着位置（z/D 

= 1.29 ~ 1.42, 1.42 ~ 1.55, 1.55 ~ 1.68, 1.68 ~ 1.80, 1.80 ~ 1.93, 1.93 ~ 2.06, 2.06 ~ 2.19, 2.19 ~ 2.31, 

2.31 ~ 2.44, 2.44 ~ 2.57, 2.57 ~ 2.70, 2.70 ~ 2.82, 2.82 ~ 2.95, 2.95 ~ 3.07）を抽出条件として，各

条件におけるヌッセルト数分布のアンサンブル平均を求めた． 

図 4-21 に，再付着位置 z/D ≈ 1.5, 2, 2.5, 3 におけるヌッセルト数分布のアンサンブル平均

を示す．比較のため，全時系列データを時間平均したヌッセルト数分布を太い実線で示す

が，アンサンブル平均したヌッセルト数分布は，抽出条件である再付着位置において顕著

に値が上昇していることがわかる．つまり，瞬時の再付着位置zRと瞬時の熱伝達極大zhmax

図

は密接に関係しており，瞬間的には流れが再付着する位置において熱伝達率が高くなる確

率が高いことを示している．また，再付着位置が上流に位置するほどヌッセルト数の極大

値が大きくなっている．すなわち，上流に再付着する流れほど伝熱促進への寄与度が高い

ことを示している．これは，オリフィス開口部で増速した流れが下流へ進むほど減速し，

下流側では再付着による伝熱促進が弱まるためと考えられる． 

4-21 の下段には，各位置における再付着の出現頻度PR

Rz

を示す．出現頻度の極大が，ほ

ぼ時間平均再付着位置 （z/D = 2.7）と一致していることがわかる．一方，前述のように，

Rz より上流側に再付着するほどヌッセルト数の極大値が大きくなる．これが，再付着位

置 Rz に比べて熱伝達率極大位置 maxhz が上流側に存在する原因となっている．なお，河

村ら[75]の実験においても同様な結果が示されているが，本研究では瞬時熱伝達率分布と瞬

時再付着位置を同一位置・同一時刻において評価することに成功し，その結果を基に，再

付着位置と熱伝達率極大位置の関係について明らかにすることができた．流れの再付着位

置と熱伝達率極大位置の関係の詳細は付録Bを参照されたい． 
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Fig. 4-21  Ensemble-averaged Nusselt number distribution on the condition that instantaneous 

reattachment appeared at specific streamwise positions. 

 

 

4.3.5 熱伝達率の変動周波数 

次に，熱伝達率の時間変動特性を調査するため，熱伝達率変動のスペクトル解析を行った．

図 4-22 (a), (b)に，3 章で取得した円管内乱流の場合の熱伝達率変動のパワースペクトルおよ

び PMS を示す．図 4-23 (a), (b)に，オリフィス下流の z/D = 1, 2, 4 における熱伝達率変動のパ

ワースペクトルおよび PMS を示す．円管内乱流（図 4-22）とオリフィス下流のはく離・再

付着を伴う場合（図 4-23）を見比べると，パワースペクトルおよび PMS ともに，分布形状

がほぼ相似であることがわかる．つまり，はく離・再付着を伴う場合であっても，時間変

動のスペクトル分布は円管内乱流と同様な特性を示している．なお，オリフィス下流のほ

うが分布が 5 ~ 6 倍程度高周波側へシフトしているが，これは，オリフィス開口部での縮流

により流れが加速すると共に，流れが再付着することにより，熱伝達構造が非常に細かく

なる（4.3.3 項の図 4-13 (a), 4-14 (a)参照）ことと対応していると考えられる． 
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 (a) Power spectrum (b) Pre-multiplied spectrum (PMS) 

  Fig. 4-22  Temporal fluctuation of heat transfer coefficient of turbulent pipe flow at ReD

 

 = 10000. 

 

 

 

 

 

 

 (a) Power spectrum (b) Pre-multiplied spectrum (PMS) 

Fig. 4-23  Temporal fluctuation of heat transfer coefficient around flow reattachment region at 

ReD

 

 = 12400. 

 

4.3.6 熱伝達構造の空間波長 

熱伝達率分布の周方向の周期性を調査するため，熱伝達率の周方向瞬時分布のスペクトル

解析を行った．図 4-24 (a), (b)に，3 章で取得した円管内乱流の場合の熱伝達率変動のパワー

スペクトルおよびPMSを示す．なお，ここでは周方向の距離Rθ は Θ と表記している．図

4-25 (a), (b)に，オリフィス下流 z/D = 1, 2, 4 における熱伝達構造のパワースペクトルおよび

PMSを示す．パワースペクトル（図 4-25 (a)）を見ると，円管内乱流の場合（図 4-24 (a)）は

低波数（kΘ 4-25 < 300）においておおむねフラットであるのに対して，オリフィス下流（図  
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(a)）では低波数においても右下がり傾向となっており，PMS（図 4-25 (b)）には，円管内乱

流の場合（図 4-24 (b)）のような明確な極大が現れなかった．つまり，オリフィス下流の熱

伝達構造は，より大きな構造が支配的になっていることを示している．これは，4.3.3 項で

述べたように，図 4-13 (a) および 4-14 (a) に見られる複数のスポット的な構造がまとまっ

て揺動する現象と対応していると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 (a) Power spectrum (b) Pre-multiplied spectrum (PMS) 

  Fig. 4-24  Circumferential distribution of instantaneous heat transfer coefficient of turbulent pipe 

flow at ReD

 

 = 10000. 

 

 

 

 

 

 

 

 (a) Power spectrum (b) Pre-multiplied spectrum (PMS) 

Fig. 4-25  Circumferential distribution of instantaneous heat transfer coefficient around flow 

reattachment region at ReD = 12400. 
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4.4 第 4 章のまとめ 

本研究で新たに開発した円管内乱流熱伝達変動の新測定手法を，流れのはく離・再付着

を伴う非常に複雑な流れ場における乱流熱伝達測定に適用した．円管内に絞り口径比 0.5 の

オリフィス板を設置して，レイノルズ数 ReD

 

 = 12000 程度においてオリフィス板周囲の熱

伝達を測定した結果，以下のことが明らかになった． 

1. 流れの再付着領域ではスポット的な伝熱促進構造が現れる．このスポット的な構造は

複数まとまって大規模な構造を形成し，流れ方向だけでなく周方向にも複雑に揺動す

る． 

 

2. 本実験条件では，時間平均的な流れの再付着位置は z/D = 2.7 程度であったが，瞬間的

には z/D = 1 ~ 4 の広範囲でスポット的な構造が現れるため，この範囲で再付着が起こる

と考えられる． 

 

3. 同一レイノルズ数における円管内乱流と比べ，流れの再付着領域（z/D = 1 ~ 4）では平

均熱伝達率hmが 4 倍程度，変動量 rmsh '

 

が 5 倍程度となった．すなわち，流れの再付着

領域では平均熱伝達率が高くなるだけでなく，それにも増して変動振幅が大きくなる

ことが明らかになった． 

4. 従来の研究において，流れの再付着位置よりもやや上流側で熱伝達率が極大になるこ

とが指摘されてきたが，本実験で取得した瞬時熱伝達率分布の時系列データを統計解

析して調査した結果，上流側に再付着する流れほど伝熱促進への寄与度が高いことが

上記位置の相違の原因であることが明らかになった． 

 

5. 熱伝達率の時間変動および周方向瞬時分布のスペクトル解析を行った結果，時間変動

のスペクトル分布の形状は円管内乱流の場合と同様であったが，空間分布のスペクト

ルは円管内乱流の場合と比べ，低波数側（長波長側）が支配的であった．これは，再

付着領域では複数のスポット的な構造がまとまり，大規模な揺動が形成される現象と

対応していると考えられる． 
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第 5 章 流れの急加速・急減速を伴う熱伝達特性 

 
 
5.1 研究の背景 

私たちの身の周りの工業製品は，流れに脈動や振動を伴い熱交換することが多い．例え

ば，ガソリンエンジンやスターリングエンジンをはじめとするレシプロエンジンや，パル

ス燃焼器などが代表例である．また，生体内の血流も脈動流の典型的な例である．工学的

観点から，電子機器や熱交換器などの性能向上のためには，伝熱を促進する必要がある．

そのため，従来から脈動流による伝熱促進効果に関心が持たれ，管内脈動流の流動や伝熱

に関して多くの研究が行われてきた．特に，定常流に正弦波的な脈動を与えた研究は多く

行われており，脈動流と定常流の平均熱伝達率が比較されてきた．以下に，従来の代表的

な研究について記述する． 

パルス燃焼は，高燃焼効率および低 NOx 排気を実現できる燃焼方式のため，従来から盛

んに研究されてきた[82], [83]．Dec et al. [82]は，パルス燃焼器テイルパイプ内において，二

系列原子蛍光（TLAF）による温度変動測定とレーザードップラー流速計(LDV)による速度

変動測定を行い，脈動の振幅 mmmax ReReRe /)( −  が 1 よりも大きい場合，逆流が現れ伝

熱が促進されることを示した．石野ら[83]は，パルス燃焼器テイルパイプを模擬した実験装

置を用いて，熱電対による温度変動測定と熱線流速計による速度変動測定を行った．その

結果，テイルパイプ内では脈動振幅が大きくなると一旦伝熱が抑制されるが，脈動振幅が 3

以上になると伝熱が促進されることを示した． 

また，脈動条件（レイノルズ数，脈動周波数，脈動振幅など）による伝熱促進の度合い

を調査するために，様々な実験が行われた[84], [85], [86], [87]．Haddad and Binally [84]は，実

験条件内（1000 < Re < 40000, 89 < ω’ < 308）において，伝熱促進の度合いはレイノルズ数お

よび無次元周波数（Womersley number: ν/ωω' R= ）に依存し，Re・ω’ < 2.1 × 105 では

ほとんど脈動による伝熱促進効果はないが，Re・ω’ > 2.1 × 105 

[85]

では大きく伝熱が促進され

ることを示した．Habib et al. , [86]やElshafei et al. [87]は，温度助走区間から十分発達した

位置までを空間平均した熱伝達率を評価した．その結果，実験条件内（空気, 5000 < Re < 
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29000, 12 < ω’ < 34, 脈動振幅 0.5 ~ 1.5）では脈動の付与によって伝熱が抑制されることを示

した[85]．また，低レイノルズ数では脈動周波数の影響をほとんど受けないが，高レイノル

ズ数では脈動周波数の増加と共に伝熱抑制の割合が増減し，最大で約 13 %（Re = 20000, ω’ = 

29, 脈動振幅 1.5）伝熱が抑制されることを示した．また，別の実験（空気, 780 < Re < 1987, 

5 < ω’ < 26）では伝熱促進と伝熱抑制の両方が現れることを示した[86]．また，伝熱促進ま

たは抑制の割合は，レイノルズ数の影響はほとんど受けないが，脈動周波数の増加と共に

増減し，最大約 30 %の伝熱促進（Re = 1366, ω’ = 6）と，最大約 40 %の伝熱抑制（Re = 780, 

ω’ = 18）を実証した．Elshafei et al. [87]は，実験条件内（空気, 10850 < Re < 37100, 12 < ω’ < 40）

では伝熱促進と伝熱抑制の両方が現れることを示した．また，伝熱促進または抑制の割合

は脈動周波数やレイノルズ数の増加と共に増減し，最大約 9 %の伝熱促進（Re = 37100, ω’ = 

18）と，最大約 12 %の伝熱抑制（Re = 13350, ω’ = 32）を実証した．  

一方，理論解析や数値熱流体解析による研究も行われてきた[88], [89], [90]．Siegel and 

Perlmutter [88]は，理論解析により，平行平板チャネル内の層流域における脈動の影響を評

価した．その結果，解析条件内（層流, 0.1 < ω’ < 5, 脈動振幅 0.5）では，脈動の付与は平均

熱伝達率にほとんど影響しないことを示した．Chattopadhyay et al. [89]は，理論解析により，

層流域における脈動の影響を評価した．その結果，解析条件内（Re = 200, 0 < ω’ < 159, 脈動

振幅 < 1）では，脈動の付与は平均熱伝達率に影響しないことを示した． Wang and Zhang 

[90]は，低レイノルズ数 k-ε モデルを用いて，乱流域における脈動の影響を評価した．その

結果，解析条件内（空気, Re = 25000, 10 < ω’ < 60, 脈動振幅 1.5 ~ 3.0）において，伝熱促進

の度合いは主に無次元周波数 (Womersley number: ν/ωω' R= )および脈動振幅 

mmmax ReReRe /)( −  に依存し，振幅の増加とともに伝熱促進率も増加し，特定の無次元周

波数 40 < ω’ < 50 において伝熱促進が大きくなることを示した． 

上記より，少なくとも脈動振幅が十分大きければ伝熱が促進されると考えられる[83], [90]．

しかし，上記研究を総括すると，脈動の伝熱への効果は，伝熱促進[82], [84], [90]，伝熱抑制

[85]，脈動による効果なし[88], [89]，脈動条件に依存して促進または抑制される[83], [86], [87]

のように，相反する結果が報告されている．上記結果の違いは実験条件に起因するものも

あるが，実験条件の近いものを比較しても矛盾が存在する．例えば，石野ら[83]は，8000 < Re 

< 12800, 18 < ω’ < 35, 脈動振幅 0.5 ~ 1.5 の条件において，最大約 50 %の伝熱抑制を観測し

たのに対して， Habib et al. [85]は，同様の条件(Re = 10235, 17 < ω’ < 34, 脈動振幅 0.5 ~ 1.5)
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において，5 %未満の伝熱抑制であった．また，Habib et al. [85]は，Re = 28200, ω’ = 29, 脈動

振幅 1.5 において 8 %程度の伝熱抑制を観測したのに対して，Wang and Zhang [90]は，同様

の条件（Re = 25000, ω’ = 30, 脈動振幅 1.5）において，逆に 10 %程度の伝熱促進を観測した．

このように，実験条件が同じでも結果が大きく異なる例もあり，脈動流の伝熱促進効果に

ついては未だに統一的な見解が得られていない．脈動の付与と伝熱促進の関係について明

らかにするためには，流れ場に対応した熱伝達率の分布や変動に関する情報が重要である．

しかし，従来の実験研究は点計測や時間平均的な測定がほとんどであったため，脈動時の

各位相における流れ場と伝熱促進の対応の理解が不十分であった． 

本章では，赤外線カメラを用いた熱伝達測定手法を急加速・急減速を伴う流れ場に適用

し，各位相における流れ場と伝熱促進の対応について調査した．  
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5.2 同時計測システム 

5.2.1 システムの構成 

図 5-1 (a)に実験装置の全体図を示す．装置の基本構成は第 3 章の円管内乱流熱伝達測定と

同様である（図 2-1 参照）．測定部下流側に直動式の電磁弁（DS-12, 株式会社ベン）(12)

を設置し，それを開閉することにより水流に矩形波状の脈動を与えた．電磁弁の制御には

プログラマブル直流電源（ABC125-1DM, Kepco）(21)を使用した．測定部上流には長さ 2 m

の直円管を追加し，その間の差圧変動を微差圧計（EJX120J, YOKOGAWA Co.）(7)で測定可

能にした．測定部直後には熱膜プローブ(9)（55R13, DANTEC）を設置し，円管中心の速度

変動を測定した．その下流側に電磁流量計(10)を設置し，流量変動を測定した．なお，プロ

グラマブル直流電源，微差圧計，熱膜流速計および電磁流量計からの出力信号は，データ

ロガー（DL750P, YOKOGAWA Co.）で同時に読み取り，サンプリングレート 5 kHz で記録

した． 

流れの急加速・急減速時における熱伝達変動の基本特性を調べるために，まず，電磁弁

を開いた時の流量をQ = 1.5 × 10-4 m3/s（ReD = 12000），電磁弁を閉じた時の流量をQ = 0.4 × 

10-4 m3/s（ReD

本研究では，管内の流動状態と伝熱促進の対応を調べるために，プログラマブル直流電

源の出力をトリガとし，電磁弁と赤外線カメラのシャッタの同期を行った．図

 = 3000），電磁弁開閉周期をT = 8 s（ω’ = 10），デューティ比（1 周期に占め

る電磁弁を開く時間の比率）を 50 %として実験を行った． 

5-1 (b)に，同

期システムのタイミングチャートを示す．上段から順に，直流電源の電圧，電磁弁の開閉，

ファンクションジェネレータの信号，赤外線カメラのシャッタ開閉である．図 5-1 (b)のよう

に，電源の電圧が off となり，電磁弁が閉じるタイミングで赤外線カメラが測定を開始する

ように設定した． 
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(a) Overall view of experimental setup 

 

 

(b) Timing chart 

Fig. 5-1  Simultaneous measurement system. 
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5.2.2 伝熱面の振動 

円管内乱流の熱伝達測定（3.3.1 項）と同様，伝熱面（黒ペイントを塗布したチタン箔）

の剛性が十分であるか確かめるために，熱伝達測定に先立ち，伝熱面の振動変位測定を行

った．なお，本実験では，電磁弁開閉時の水撃圧の影響を抑制するため，図 5-2, 5-3 のよう

に，アクリル円管の切り取り部を狭くした（流れ方向に 80 mm，周方向に±70°）．振動測

定は，アクリル円管切り取り部の中央（z/D = 11, zは加熱開始点からの距離, θ = 0°）の位置

にて行った.比較のために，下流側のアクリル円管の表面（z/D = 13.3, θ = 0°）の振動変位測

定も行った．図 5-4 に，振動変位波形を示す（ReD = 3000 - 12000 の脈動流, チタン箔厚さ δt

5-4

 

= 20.7 µm）．電磁弁を閉じた瞬間，振動変位は伝熱面（図  (a)）アクリル部（図 5-4 (b)）

共にピーク間で 120 µmに達している．これは，電磁弁を閉じた際の水撃圧によるものと考

えられる．ただし，電磁弁開閉時を除けば振動変位はそれほど大きくなく，さらに伝熱面

の振動変位はアクリル部と同程度であることから，伝熱面は水流の変動に対して十分な剛

性があると判断した．  

 

 

 
Fig. 5-2  Photograph of a test model for the heat transfer measurement (before coating with black 

paint). 

 

Fig. 5-3  Measurement position of mechanical vibration of the test model.  
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(a) On a thin test surface at z/D = 11 and θ = 0° 

 

 

  
(b) On an acrylic pipe at z/D = 13.3 and θ = 0° 

 

Fig. 5-4  Time trace of the vertical displacement of the test model due to mechanical vibration at 

pulsation amplitude of ReD = 3000 - 12000, measured using a laser displacement sensor (thickness of 

titanium foil δt

 

 = 20.7 µm, model ⑤). 

 

5.2.3 各測定機器の出力の時間遅れ 

流路内の流動と，伝熱構造の対応を調査するためには，各測定機器の出力の時間遅れを

検討する必要がある．まず，各測定機器の流れ方向位置が異なるため（図 5-1 (a)参照），測

定位置の違いによる時間差が考えられる．測定位置の違いによる時間差を見積もるため，

熱膜プローブ（図 5-1 (a)の(9)）を電磁弁から上流側 3.6 mの位置（差圧測定用 2 m 流路の上

流側）に設置し，弁を開閉させた時の熱膜流速計の出力が変化するまでの時間を測定した．
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同様に，電磁弁から上流側 1.6 mの位置（差圧測定用 2 m 流路の下流側）に熱膜プローブを

設置し測定を行い，弁の開閉から熱膜流速計の出力までの時間を比較した．その結果，測

定位置の違いによる時間差は数 ms程度（音速と同程度）であり，円管内乱流熱伝達（ReD = 

12100）の特徴的な変動周期tc 3.3.6 = 0.17 s（ 項参照）に比べ十分小さいことを確認した．次

に，以下の通り，各機器固有の時間遅れを検討した．  

 

 (a) 赤外線カメラのシャッタ 

赤外線カメラのシャッタの時間遅れを見積もるため，ファンクションジェネレータおよび

赤外線カメラのシャッタ起動の出力をデータロガーで同時に読み取り，比較した．その結

果，本同期システム（ファンクションジェネレータ―赤外線カメラのシャッタ起動）の時

間遅れは常に 0.282 ms であることを確認した． 

 

(b) 熱膜流速計 

熱膜流速計の時間遅れは，熱膜プローブのフィルム部を円柱と仮定して，次のように見積

もった．フィルム周りの熱伝達率を h [91]，フィルムの熱容量を cρ，体積を V，表面積を A

とすると，熱膜プローブの時定数 )(ρ hAVc=τ は 1 ms 程度となる．また，熱膜流速計のサン

プリングレートは 1 kHz のため，他の計測機器と比較して時間遅れは十分小さい． 

 

(c) 電磁流量計 

電磁流量計は，流量計自身のダンピング時定数が 0.1 s であるため，測定される流量変動

は実際よりもかなり鈍る．また，流量計のサンプリングレートが 25 Hz 程度であるため，デ

ータのサンプリングが実際の流量よりも最大 40 ms 程度遅れている可能性がある． 
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5.3 流量変化と熱伝達構造の対応 

図 5-5 に，同時測定結果の時間履歴を示す．上から順に，プログラマブル直流電源の電圧 

(a)，電磁流量計で測定された流量 (b)，熱膜流速計で測定された流路中心の流速（z = 313 mm） 

(c)，および熱伝達率 (d)である．時刻t = 0 sは弁が閉じた瞬間（熱膜プローブで検知した速

度の低下開始点）を示している．熱伝達率はz = 194 ~ 245 mm, θ = -40° ~ 40°の範囲で面平均

されている．なお，熱伝達率算出の際，管内流の混合平均温度 Tm には，測定部入口温度Tin

を用いた．各グラフ内には，電磁弁の開いた状態（ReD = 12000）および閉じた状態（ReD

電磁弁の開閉によって，流量（図

 = 

3000）における定常流の値を破線で示した．  

5-5 (b)）が急激に増加・減少しており，ほぼステップ的

な流量変動が得られている．なお，前述の通り，流量計の時定数は 0.1s であり，またサン

プリングレートが約 25 Hz であるため，流量計の出力信号（図 5-5 (b)）は実際の流量変化よ

りも少し遅れている． 

電磁弁を閉じた瞬間（t/T = 0），流路中心流速は急激に減少し最低値に達し（図 5-5 (c)），

電磁弁を開いた瞬間（t/T = 0.5），流路中心流速は急激に増加している．ここで，前述のよう

に，熱膜プローブの時定数は非常に小さいため，流速増減開始のタイミングをほぼ時間遅

れなく捉えられていると考えられる．ただし，2.4.2 項で述べたように，本実験では，熱膜

プローブ設置位置での水温を一定と仮定して速度変動を算出したため，流速の絶対値は正

確でない可能性がある． 

図 5-6 (a) ~ (g)に，図 5-5 の時刻A ~ Gに対応した瞬時熱伝達率分布を示す．時刻Aでは最

大流量（ReD 5-6 = 12000）となっており，この時刻の熱伝達率分布（図  (a)）には，流れ方

向に伸びた乱流のストリーク構造に対応した熱伝達構造が確認できる．一方，時刻Bの減速

直後は，流速（図 5-5 (c)）が急激に低下する．この瞬間，ストリーク状の構造は，流れ方向

に潰れたようなスポット状の熱伝達構造に変化する（図 5-6 (b)）．時刻C ~ Dでは，流量が十

分低下しているにも関わらず（図 5-5 (b), (c)），熱伝達率はすぐに低下せず，緩やかに低下

している（図 5-5 (d)）．これは，減速直後に現れたスポット状の伝熱促進構造がすぐには消

滅せず，図 5-6 (c) ~ (d)のように時間の経過とともに拡散して流れ方向へ引き伸ばされなが

ら，しばらく持続するためである．流量および熱伝達率ともにほぼ最小値に達した時刻Eで

は，熱伝達率も低くなっている（図 5-6 (e)）．加速直後の時刻Fでは，流速が最大に達してい
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るにも関わらず（図 5-5 (c)）熱伝達率は上昇していない（図 5-5 (d)）．これは，急加速時は

流れの再層流化により[92]乱れが抑制され，すぐには乱流化が起こらないためと考えられる．

そのため，熱伝達率は低いままである（図 5-6 (f)）．その後，時刻Gでは，上流側から急激

に乱れが成長し（図 5-6 (g)），熱伝達率が急上昇し始める（図 5-5 (d)）． 

次に，図 5-5 の流量変化と熱伝達率の変化から，脈動の付与による伝熱促進の有無を定性

的に評価した．前述の通り，図 5-5 の時刻Bの減速直後は，流速が一気に低下して最小流量

（ReD

5-5

 = 3000）に達する一方，熱伝達率はすぐに低下せずに緩やかに低下する．すなわち，

流量と熱伝達率が 1 対 1 対応する場合に比べ，図  (d)に示す赤色部の面積分の伝熱促進が

得られたと考えられる．一方，時刻Fの加速直後は，流速が一気に上昇し，最大流量（ReD

5-5

 = 

12000）に達する．熱伝達率は，流れが乱流化するまで上昇しないため，流量と熱伝達率が

1対1対応する場合に比べ，図  (d)に示す青色部の面積分，伝熱が抑制されたことになる．

図 5-5 (d)の赤色部・青色部の面積を比較したところ，その面積は同程度であった．なお，本

実験条件における平均熱伝達率hm [54]は，Gnielinskiの式 から求めた脈動のない流れの平均熱

伝達率（本実験条件ではReD

5-5

 = 7600 の定常乱流）よりも 10 %程度小さかった．つまり，本

実験条件では，減速時の伝熱促進効果（図  (d)，赤色部）と加速時の伝熱抑制効果（図

5-5 (d)，青色部）が相殺され，脈動の付与による伝熱促進は見られなかった． 
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Fig. 5-5  Time-series of measurement data (pulsation amplitude: ReD

  

 = 3000 - 12000, pulsation 

cycle: T =8 s, duty ratio: 50 %). 
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Fig. 5-6  Instantaneous distributions of heat transfer coefficient (pulsation amplitude: ReD

 

 = 3000 - 

12000, pulsation cycle: T =8 s, duty ratio: 50 %, model ⑤). 
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5.4 脈動条件と伝熱促進の関係 

5.4.1 脈動条件検討 

次に，伝熱促進の可能性を探るため，脈動条件を変更して実験を行った．文献[83], [90]

によると，脈動振幅 mmmax ReReRe /)( −  が十分大きければ伝熱が促進されると考えられ

るため，脈動振幅はできる限り大きくした．すなわち，最少流量をQ = 0 m3/s（ReD = 0）と

した．この場合，電磁弁を閉じた時の水撃圧が大きくなったため，伝熱面の剛性を確保す

るために厚いチタン箔（δt = 40.6 µm）を用いた伝熱模型を製作した（模型⑥，表 2-1 参照）．

最大流量は，脈動による伝熱面の変形が明瞭にならない範囲であるQ = 0.9 × 10-4 m3/s（ReD

 

 = 

8000）とした．デューティ比（1 周期に占める電磁弁を開く時間の比率）は，急減速時の伝

熱促進効果を有効活用するため 25 %とし，弁を閉じる時間の比率を長くした．電磁弁の開

閉周期はT = 3 s, 6 s, 12 s, 24 sおよび 48 s（ω’ = 16, 11, 8, 6, 4）と変化させた． 

 

5.4.2 伝熱面の振動 

伝熱面（黒ペイントを塗布したチタン箔）の剛性が十分であるか確かめるために，熱伝

達測定に先立ち，5.2.2 項と同様伝熱面の振動変位測定を行った．図 5-7 に，振動変位波形

を示す（ReD = 0 - 8000 の脈動流, チタン箔厚さ δt

5-7

 = 40.6 µm）．電磁弁を閉じた瞬間，振動

変位は伝熱面（図  (a)）アクリル部（図 5-7 (b)）共にピーク間で 60 µmに達している．た

だし，電磁弁開閉時を除けば振動変位はそれほど大きくなく，さらに伝熱面の振動変位は

アクリル部と同程度であることから，伝熱面は水流の変動に対して十分な剛性があると判

断した．  
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(a) On a thin test surface at z/D = 11 and θ = 0° 

 

 

  
(b) On an acrylic pipe at z/D = 13.3 and θ = 0° 

 

Fig. 5-7  Time trace of the vertical displacement of the test model due to mechanical vibration at 

pulsation amplitude of ReD = 0 - 8000, measured using a laser displacement sensor (thickness of 

titanium foil δt

 

 = 40.6 µm, model ⑥). 

 

5.4.3 伝熱促進率の脈動周期依存性 

この脈動条件では，特に流量 0 の時間帯で浮力の影響が大きくなり，円管周方向に熱伝

達率の分布ができるため，伝熱面の半周分（θ = -90° ~ 90°）の熱伝達測定を行った．測定は，

伝熱面正面から（θ = 0°から，2.3 項の図 2-2 (c)参照）の測定に加え，斜め上方から（θ = 45°

から），および斜め下方から（θ = -45°から）も測定し，3 回の測定で得られた温度分布（z = 

194 ~ 247 mm, θ = -90° ~ 90°）の数周期分の時間平均値から平均熱伝達率hm 

[48]

を求めた．算出

された熱伝達率の不確かさを確かめるために，文献 に基づき，本実験における代表的な



138 
 

条件（ReD

図

 = 8000 の定常流, z/D = 11 （z = 220 mm））の不確かさ解析を行った．その結果，

熱伝達率の瞬時・局所値の相対誤差（95 %包括度）は 12.8 %，時空間平均値の相対誤差（95 %

包括度）は 3.4 %と評価された．詳細は付録Cを参照されたい．  

5-8 に，各周期における伝熱促進率 npmpm hh / を示す． pmh は脈動流の平均熱伝達率で

あり， npmh は同一流量における脈動のない流れ（本実験条件ではReD = 2000 の定常流）の

平均熱伝達率である．脈動のない流れ（ReD npmh = 2000 の定常流）の平均熱伝達率 は，実

測により評価した．図 5-8 を見ると，T = 6 s（ω’ = 11）の伝熱促進率が最も高く，脈動のな

い流れに比べ 50 %以上高かった．なお，測定の再現性を確認するため，2 回の測定結果（Run 

1, 2）を○印および□印でプロットしたが，両者は 2 %以内で一致している． 

 

 

 

 
 

Fig. 5-8  Ratio of heat transfer coefficient of pulsating flow, pmh  and non-pulsating flow, npmh  

(for a steady flow at ReD = 2000 in this case), against  pulsation cycle (pulsation amplitude: ReD

 

 

= 0 - 8000, duty ratio: 25 %). 

 

 

次に，伝熱促進率がT = 6 s（ω’ = 11）で最大になる理由を考察する．図 5-9 および図 5-10

に，T = 6 sの場合における同時測定結果の時間履歴および各時刻に対応する瞬時熱伝達率分
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布を示す．流れの急加速・急減速時における熱伝達率変動は，基本的には図 5-5，図 5-6 （ReD

5-9

 

= 3000 - 12000 の脈動流（振幅 0.6）, 脈動周期: T =8 s（ω’ = 10）, デューティ比: 50 %）と同

様である．すなわち，急減速時は乱流のストリーク状の構造が流れ方向に潰れたようなス

ポット状の伝熱促進構造が現れ，その構造は拡散しながらしばらく持続するため，流量が

急低下した後も熱伝達率の低下は緩やかになる．急加速時は流れが層流化し，しばらくは

熱伝達率が低いままであるが，その後，流れの乱流化とともに熱伝達率が上昇する．なお，

急加速直後には伝熱面で加熱された水流が熱膜流速計に到達するが，本研究ではこの水温

変動を補正できていないため，急加速直後（t = 4.5 ~ 5.5 s）の流速は低めに評価されている

（図  (c)）． 

時刻 C の電磁弁が閉じる直前では，比較的鮮明なストリーク状の構造が形成されている

（図 5-10 (c)）．そのため，流れの減速直後には（時刻 D），図 5-6 (b)と同様に，ストリーク

状の構造が流れ方向に潰れたようなスポット状の熱伝達構造が現れている（図 5-10 (d)）．そ

の後，この構造は流れ方向および周方向に拡散しながらしばらく持続するため（図 5-10 (e)），

熱伝達率の低下は緩やかになる（図 5-9 (d)）． 
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Fig. 5-9  Time-series of measurement data (pulsation amplitude: ReD

  

 = 0 - 8000, pulsation cycle: T = 

6 s, duty ratio: 25 %). 
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Fig. 5-10  Instantaneous distributions of heat transfer coefficient (pulsation amplitude: ReD

 

 = 0 - 

8000, pulsation cycle: T = 6 s, duty ratio: 25 %, model ⑥). 

 

図 5-11 に，電磁弁を開いた後および閉じた後における熱伝達率の面平均

( )inwcv TTq −><><  の時間履歴を示す．面平均は z = 194 ~ 247 mm, θ = -90° ~ 90°の範囲で

行った．図 5-11 (a)を見ると，弁が開いてから約 1 s 後から熱伝達率が上昇を開始している．

この熱伝達率の上昇開始のタイミングは，熱伝達率分布にストリーク状の構造が現れるタ

イミングと対応している（図 5-10 (c)）．T = 6 s（ω’ = 11）の場合（伝熱促進率が最も高い場

合），流れの乱流化が始まった直後に弁が閉じている．その際，先にも述べたように，スト

リーク状の構造が流れ方向に潰れたような伝熱促進構造が形成され（図 5-10 (d)），弁が閉じ

た直後（t = 0 ~ 1 s）に熱伝達率が上昇している（図 5-11 (b)）．一方，T = 3 s（ω’ = 16）の場

合は，流れが乱流化する前に弁が閉じるため（図 5-11 (a)），弁が閉じた後も伝熱が促進され

ず，熱伝達率は低い値を保ったままである（図 5-11 (b)）． 

図 5-12 に，1 周期間の面平均熱伝達率 ( )inwcv TTq −><><  の変化を示す．横軸は周期 T

で無次元化している．T = 12 s（ω’ = 8）および T = 48 s（ω’ = 4）の場合，弁が閉じている時
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間が相対的に長いため，急減速後（t/T = 0.25 ~ 0.75）に熱伝達率が大きく低下する．T = 3 s

の場合，前述の通り，流れが乱流化する前に弁が閉じるため，熱伝達率は低い値を保った

ままである．その結果，本実験条件では，T = 6 s の場合に平均熱伝達率が最も高くなる．す

なわち，本レイノルズ数範囲において弁の開閉により脈動を発生させる場合は，流れの急

加速後の乱流化が始まった直後に弁を閉じ，その後，急減速による伝熱促進効果が失われ

る前に弁を開けると，効果的に伝熱促進できることが示された． 

 

 

 

 (a) After opening valve  (b) After closing valve 

 

Fig. 5-11  Trends of heat transfer coefficient after opening and closing valve (pulsation 

amplitude: ReD

 

 = 0 - 8000, duty ratio: 25 %). 

 

 

Fig. 5-12  Trends of heat transfer coefficient through one periodic cycle  (pulsation amplitude: ReD 

= 0 - 8000, duty ratio: 25 %). 
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5.5 第 5 章のまとめ 

本研究で新たに開発した円管内乱流熱伝達変動の新測定手法を，流れの急加速・急減速

を伴う熱伝達測定に適用した．電磁弁を開閉することで流れに矩形波状の脈動を付与した．

以下の 2 通りの条件にて測定を行った． 

1) ReD

2) Re

 = 3000 - 12000 の脈動流（振幅 0.6），脈動周期 T =8 s（ω’ = 10），デューティ比 50 % 

D

その結果，以下のことが明らかになった． 

 = 0 - 8000 の脈動流（振幅 1），脈動周期 T =3 s, 6 s, 12 s, 24 s, 48 s（ω’ = 16, 11, 8, 6, 4），

デューティ比 25 % 

 

1. 流れが乱流化している状態で急減速が起こると，乱流のストリーク状の構造が流れ方

向に潰れたようなスポット状の伝熱促進構造が現れる．その構造は拡散しながらしば

らく持続するため，流量が急低下した後も熱伝達率の低下は緩やかになる． 

 

2. 急加速時は流れが層流化し，しばらくは熱伝達率が低いままであるが，その後，流れ

の乱流化とともに熱伝達率が上昇する． 

 

3. 最大レイノルズ数ReD = 12000，最小レイノルズ数ReD

 

 = 3000（脈動振幅 0.6），脈動周期

T = 8 s（ω’ = 10）の脈動条件では，減速時の伝熱促進効果と加速時の伝熱抑制効果が相

殺され，脈動の付与による伝熱促進は見られなかった． 

4. 最大レイノルズ数ReD = 8000，最小レイノルズ数ReD

 

 = 0（脈動振幅 1），脈動周期T = 3 ~ 

48 s（ω’ = 4 ~ 16）の脈動条件では，流れの急加速後の乱流化が始まった直後に弁を閉

じ，その後，急減速による伝熱促進効果が失われる前に弁を開けると，効果的に伝熱

促進できることが示された． 

5. 本実験条件では，脈動周期 T = 6 s（ω’ = 11）において，同一流量における脈動のない

流れに比べ 50 %以上の伝熱促進が得られることを実証した． 
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第 6 章 結 論 

 
 
本研究では，赤外線カメラを用いた円管内乱流熱伝達変動の新測定手法を開発した．本

手法の妥当性を検証するため，流れ場および温度場が十分発達した状態で円管内乱流熱伝

達の非定常測定を行い，従来の研究結果と比較した．その結果，熱伝達率の時間平均値や

瞬時分布およびその変動（熱伝達率変動の rms 値，熱伝達率の特徴的な変動周期，熱伝達

率のストリーク構造の平均間隔）が従来の実験データや DNS による解析結果と比較して妥

当な値であり，本手法により，熱伝達率の平均値だけでなく時間的・空間的な変動につい

ても定量的に測定可能であることを確認した． 

その上で，代表的な流れ場における熱伝達率の分布や変動に関する基礎データを取得す

ることを目的に，本手法を，はく離・再付着を伴う流れ場，および急加速・急減速を伴う

流れ場に適用した．従来の点計測や時間平均的な測定では高空間分解能・高時間分解能の

情報を得ることが困難であったが，本測定手法により，従来よりも熱伝達の時間的・空間

的な変動に関する知見を深めることができた．得られた主要な結果を以下に示す． 

 

１．本手法を，はく離流・再付着を伴う流れ場に適用した．その結果，以下のことが明ら

かになった． 

1) オリフィス下流では，流れ方向 z/D = 1 ~ 4 の広範囲でスポット的な伝熱促進構造が

現れる．このスポット的な構造は複数まとまって大規模な構造を形成し，流れ方向

だけでなく周方向にも複雑に揺動する． 

2) 同一レイノルズ数における円管内乱流と比べ，流れの再付着領域（z/D = 1 ~ 4）では

平均熱伝達率hmが 4 倍程度，変動量 rmsh '

3) 従来の研究において，流れの再付着位置よりもやや上流側で熱伝達率が極大になる

ことが指摘されてきたが，本実験で取得した瞬時熱伝達率分布の時系列データを統

が 5 倍程度となった．すなわち，流れの再

付着領域では平均熱伝達率が高くなるだけでなく，それにも増して変動振幅が大き

くなることが明らかになった． 
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計解析して調査した結果，上流側に再付着する流れほど伝熱促進への寄与度が高い

ことが上記位置の相違の原因であることが明らかになった． 

4) 熱伝達率の周方向瞬時分布のスペクトル解析を行った結果，空間分布のスペクトル

は円管内乱流の場合と比較して低波数側（長波長側）が支配的であった．これは，

再付着領域では複数のスポット的な構造がまとまり，大規模な揺動が形成される現

象と対応していると考えられる． 

 

２．本手法を， 急加速・急減速を伴う流れ場に適用した．その結果，以下のことが明らか

になった． 

1) 流れが乱流化している状態で急減速が起こると，ストリーク状の熱伝達構造が流れ

方向に潰れたようなスポット状の伝熱促進構造が現れる．その構造は拡散しながら

しばらく持続するため，流量が急低下した後も熱伝達率の低下は緩やかになる．す

なわち，流れの急減速は伝熱促進に寄与する． 

2) 急加速時は流れが層流化し，しばらくは熱伝達率が低いままであるが，その後，流

れの乱流化とともに熱伝達率が回復する．すなわち，流れの急加速は伝熱抑制をも

たらす． 

3) 本実験条件では，流れの急加速後の乱流化が始まった直後に急減速し，その後，急

減速による伝熱促進効果が失われる前に急加速すると，効果的に伝熱を促進できる

ことが示された． 

4) 急加速・急減速時の特性を基に，伝熱促進が得られる実験条件を検討した結果，ReD

  

 

= 0 - 8000 の脈動流（振幅 1），デューティ比（1 周期に占める最大流量の時間の比率）

25 %，無次元周波数 ω’ = 11 の条件において，同一流量における脈動のない流れに

比べ 50 %以上の伝熱促進が得られることを実証した． 
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付録 A 周囲放射および放射率不均一の補正 

 
 
A.1 概要 

本研究では，基本的には壁温と水温の平均温度差Tw - Tm

図A-1 に流れの再付着を伴う領域の瞬時熱画像を示す．破線内の放射強度E

 = 10 °C 程度として測定を行った．

ただし，第 4「はく離・再付着流れを伴う熱伝達特性」における測定では，特に，流れの再

付着領域において熱伝達率が非常に高くなり，壁温と水温の温度差が最低 3 ~ 4 °C 程度ま

で低下する．この場合，周囲放射不均一による測定値への誤差が相対的に高くなる．また，

伝熱面に塗布した黒ペイントに塗りむらがあると放射率の不均一による測定値への誤差が

大きくなるため，上記影響が大きいと判断した条件については測定後，補正を行った．本

付録では，第 4 章で行った補正の一例を示す． 

IRを基に温度

分布Tw

 

を求め，時間平均したものを図A-2 に示す．なお，この図は高速度赤外線カメラ

（SC4000, FLIR）で測定した伝熱面の投影断面を z - θ 面に座標変換し表示している．前述

の通り，流れの再付着領域では壁温―水温の温度差が小さくなり，周囲放射不均一による

影響が相対的に高くなるため，図A-2 を見ると，θ = 0° 付近において赤外線カメラ自身の映

り込みによる反射の影響が確認できる．また，図中の数箇所に黒ペイントの塗りむらに起

因する温度むら（放射率の不均一による見かけ上の温度むら）が存在する．つまり，周囲

放射と伝熱面の放射率には分布があるため，伝熱面からの放射強度は次のように表される． 

 EIR(z, Rθ) = ε IR(z, Rθ) f{Tw(z, Rθ)} + {1 - εIR(z, Rθ)}  f{Tamb

 

(z, Rθ)} (A-1) 

式(A-1)中の周囲環境温度分布 Tamb(z, Rθ) および放射率分布 εIR(z, Rθ) を求めることがで

きれば，周囲放射の不均一や放射率の不均一を考慮した伝熱面の温度分布 Tw(z, Rθ) を求

めることができる．なお，ここでは赤外線カメラの光学系の温度変化は考慮しなかった．

次に，放射率分布よび周囲環境温度分布をそれぞれ求めた．  
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Fig. A-1  Instantaneous infrared image on the heated surface around flow reattachment region 

( model ③). 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. A-2  Time-averaged temperature distribution on the heated surface around flow reattachment 

region. 
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A.2 放射率不均一の補正 

まず，放射率不均一の影響を補正するために，放射率分布 εIR A-1 (z, Rθ) を求めた．式( )

中の εIR (z, Rθ) を求めるためには，未知数をεIR (z, Rθ) のみにする必要がある．そのため，

熱伝達測定に先だち，Tw = Tm ≈ 30 °C，Tamb = 23.4 °Cの条件における伝熱面非加熱時の熱画

像を取得した（図A-3）．この場合，次式の伝熱面温度Twは水温Tmとみなすことができ，周

囲環境温度Tambを定数と仮定すれば，未知数が放射率分布 εIR

 

 (z, Rθ)だけになる． 

 EIR(z, Rθ) = ε IR(z, Rθ) f(Tw) + {1 - εIR(z, Rθ)}  f (Tamb

 

) (A-2) 

この式を解くことにより放射率の分布が算出される．算出された図A-3 の破線内における放

射率分布を図A-4 に示す．なお，赤外線カメラ自身の映り込みによる反射の影響のある領域

は，Tambが一様ではないため，ここでは，この影響の見られる領域の放射率を塗りむらのな

い領域と同程度（ε IR

 

 = 0.9）とした． 

 

 

 

 

 

Fig. A-3  Thermal image on unheated test surface at Tw = Tm ≈ 30 °C (um = 0.47 m/s, Tm = 30.2 °C, 

Tamb

 

 = 23.4 °C, model ③) 

 

 

 

 

 

Fig. A-4  Distribution of a spectral emissivity on the test surface. 
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A.3 周囲放射不均一の補正 

次に，周囲放射不均一の影響を補正するために，周囲環境温度分布 Tamb

A-1

 (z, Rθ) を求めた．

放射率分布の場合と同様に，式( )中の未知数をTamb (z, Rθ) のみにするため，伝熱面非加

熱時（Tw ≈ Tm ≈ Tamb）の熱画像を取得した（図A-5）．この場合，次式の伝熱面温度Twは水

温Tm ≈ Tambとなり，先ほど求めた放射率分布εIR A-1 (z, Rθ) を式( )に代入すれば，未知数が周

囲環境温度分布 Tamb

 

 (z, Rθ)だけになる． 

 EIR(z, Rθ) = ε IR(z, Rθ) f(Tw) + {1 - εIR(z, Rθ)}  f{Tamb

 

(z, Rθ)} (A-3) 

この式を解くことにより周囲環境温度分布が算出される．算出された図 A-5 の破線内にお

ける周囲環境温度分布を図 A-6 に示す．図のように，θ = 0° 付近において赤外線カメラ自

身の映り込みにより，周囲環境温度に分布があるのが確認できる．  

 

 

 

 

 

 

Fig. A-5  Thermal image on unheated test surface at Tw = Tm ≈ Tamb (um = 0.46 m/s, Tm = 20.2 °C, 

Tamb

 

 = 21.1 °C, model ③) 

 

 

 

 

 

 

Fig. A-6  Ambient temperature distribution on the test surface. 
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以上の通り求めた放射率分布 ε IR(z, Rθ)（図A-4）および周囲環境温度分布 Tamb

A-1

(z, Rθ)（図

A-6）を式( )に代入し，流れの再付着領域（図A-1）における一連の瞬時温度分布を補正

した．図A-7 (b)に補正後の温度分布を時間平均したものを示す．周囲放射および放射率不均

一の補正を行う前（図A-7 (a)）に比べて，赤外線カメラ自身の映り込みによる反射の影響お

よび，黒ペイントの塗りむらに起因する温度むらが抑制されているのが確認できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) Before correction 

 

 

 

 

 

 

(b) After correction 

Fig. A-7  Comparison of the time-averaged temperature distributions on the heated surface around 

flow reattachment region. 
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付録 B 流れの再付着位置と熱伝達率極大位置の関係 

 
 
B.1 研究の背景 

従来から，熱伝達率の極大位置は流れの再付着位置よりも上流側に存在することが示され

てきた[16], [74], [77]．このメカニズム解明のため，森ら[81]は，後向きステップ再付着領域

において，サーマルタフトプローブを用いた瞬時再付着位置の測定と熱流束センサを用い

た熱伝達の非定常測定を行った．測定結果に基づき，時空間的に普遍的な瞬時熱伝達率分

布の存在を仮定することにより，上記位置の違いを説明した．河村ら[75]は，後向きステッ

プ再付着領域に熱流束センサを配列して，瞬時熱伝達率分布の時系列データを収集した．

また，瞬時熱伝達率の極大位置を瞬時再付着位置とみなした統計解析を行い，上記位置の

違いを考察した．森ら[81]の手法は，流れの再付着位置における流動と伝熱の対応に関する

一つのモデルを提示するものであるが，瞬時熱伝達率分布が測定されておらず，普遍的な

瞬時熱伝達率分布の存在が検証されていない．一方，河村ら[75]の手法は，従来の時間平均

的な議論を脱し，流れ場と温度場の非定常測定からアプローチするものであり，問題の本

質に迫るものであった．しかし，再付着判定位置と熱伝達測定位置がスパン方向にずれて

おり，さらに現象の複雑さに対して測定点も十分とは言えない．すなわち，従来の研究で

は，時間平均再付着位置と時間平均熱伝達率極大位置が異なる原因について十分に明らか

にされているとは言えない． 

本稿では，4 章の実験で測定した，円管内オリフィス周囲における時々刻々と変化する熱

伝達構造を基に，瞬時再付着位置と瞬時熱伝達率極大位置の評価を試みた．さらに，瞬時・

局所における熱伝達構造の移動速度および熱伝達率を統計的に解析した．その結果に基づ

き，河村ら[75]の手法を参考に，時間平均再付着位置と時間平均熱伝達率極大位置が異なる

原因について考察する． 
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B.2 熱伝達構造の移流速度評価 

第 4 章「はく離・再付着流れを伴う熱伝達特性」では，瞬時熱伝達率分布のコマ送りを基

に，時々刻々と変化する熱伝達構造の移動速度を評価した．この熱伝達構造の移動は壁面

近傍における渦構造の移動に対応するものと考えられる．ここでは熱伝達構造の移動速度

を移流速度と呼ぶこととする．なお，PIV と赤外線カメラを用いて後向きステップ下流の再

付着位置における速度変動と熱伝達変動を同時計測した結果 [93]，壁面近傍における流れ

方向・壁面垂直方向の速度変動と熱伝達変動の間には強い相関が現れることが示されてい

る．作動流体や流路形状に違いがあるものの，本実験においても，熱伝達変動から評価し

た移流速度は，壁面近傍における速度変動と密接に関係していると考えられる． 

移流速度は，瞬時熱伝達率分布の時系列画像を汎用PIV解析ソフトウェア（Flow Expert 2D, 

カトウ光研（株））を用いて解析することにより評価した．瞬時熱伝達率分布のピクセル間

隔は 0.21 mm程度（= 赤外線カメラのピクセル間隔），画像間の時間差は 1.25 ms（= 赤外線

カメラのフレーム間隔）である．検査領域サイズは 24 × 24pixelとし，隣接する検査領域と

50 %オーバーラップするよう設定した．この時，検査領域の辺長はD/4 程度（Dは円管内径）

であり，流れ方向 17 点×周方向 2 点で解析を行った．解析された移流速度 ucの流れ方向成

分を ucz，周方向成分を ucθ

2
θ

2
ccz uu +

と表記する．なお，解析された速度ベクトルのうち，移流速度

の大きさ が閾値（オリフィス上流側では平均流速 umの 2 倍，オリフィス下流

側では um

図 B-1 に，オリフィス下流側における熱伝達率のコマ送り及び算出された移流速度ベク

トルの一例を示す．速度ベクトルを見ると，この瞬間はオリフィス下流 z/D = 2.7 付近まで

逆流が支配的であり，その後逆流から順流へ移行している様子が分かる． 

の 4 倍 ≈ オリフィス開口部における流速）を超えるベクトルを過誤ベクトルと

判断し，後処理において除去した．除去された過誤ベクトルの数は全ベクトルの 0.01 %未

満であった． 

ここで得られた移流速度ベクトルの妥当性を検証するため，まず，図 B-1 (b)の移流速度

ベクトルを全時間（計 8173 フレーム）にわたって平均したものを図 B-2 に示す．また，3

つの領域（z/D = - 2.4 ~ -0.1，0.9 ~ 3.4，6.3 ~ 8.9）で求めた移流速度の時間平均値 mcz uu を図

B-3 に示す．図 B-2 より，移流速度を時間平均すると，周方向に一様かつ周方向成分がほぼ
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0 となっており，定性的に妥当な分布となっている．また図 B-3 より，移流速度は流れ場と

対応した妥当な分布傾向を示している．すなわち，オリフィス上流側では移流速度がほぼ

一定であるが，オリフィス直前（z/D > -0.5）では流れが堰き止められて急低下する．循環

流を伴うオリフィス下流側はく離領域では逆流となり，移流速度が負の値を示す．その後，

z/D = 2.7 付近を過ぎると順流へと移行し，流れの回復領域（z/D = 6.4 ~ 8.5）では，オリフィ

ス上流側の移流速度と同程度になっている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (a) Frame-by-frame images of instantaneous  (b) Instantaneous convection velocity vectors 

heat transfer coefficient 

Fig. B-1  An example of the instantaneous convection velocity vectors calculated using PIV 

software in the region of z/D = 1.1 ~ 3.3 (time interval ∆t = 1.25 ms). 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. B-2  Time-averaged vectors of the convection velocity in the region of z/D = 1.1 ~ 3.3. 
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Fig. B-3  Distribution of time-averaged streamwise convection velocity mcz uu , which was 

evaluated using PIV software. 

 

 

次に，PIV 解析ソフトウェアを用いて評価した移流速度が定量的に妥当であるか検証する

ため，流れ方向(z)−時間(t)の 2 次元自己相関[94]からも移流速度を評価した．2 次元自己相

関は，瞬時熱伝達率分布（z 範囲 8 mm）の時系列データから次式を用いて計算した． 

 

 
22 ),(),(

),(),(),(
ttzzhtzh

ttzzhtzhtzRh

∆+∆+⋅

∆+∆+⋅
=∆∆   (B-1) 

 

PIV 解析と同様に，Δt = 1.25 ms（= 赤外線カメラのフレーム間隔）として移流速度を評価

し，図 B-3 に×印でプロットした． PIV 解析ソフトウェアにより評価した値は 2 次元自己

相関から評価した値とよく一致しており，定量的に妥当な移流速度が評価できていること

を確認した． 

従来の研究[77], [78], [79]では，開口比 d/D = 0.5 の場合，オリフィス下流 z/D ≈ 2.2 ~ 2.6

の位置に流れが再付着することが示されているが， mcz uu = 0 となる位置を流れの再付着位
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置と定義すれば，図B-3 より，本実験の再付着位置はz/D = 2.7 と評価できる．また，鈴木ら

[77]は，ReD

 

 = 15500 において熱伝達率の極大位置は流れの再付着位置よりも 0.3D程度上流

側に存在することを示しているが，本研究では，熱伝達率の極大位置（z/D = 2.2）は流れの

再付着位置（z/D = 2.7）よりも 0.5D程度上流側であった． 
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B.3 再付着位置と熱伝達率極大位置の相違の考察 

前述のように，時間平均的な再付着位置（以後 Rz と記す）と時間平均的な熱伝達率極

大位置（以後 maxhz と記す）が一致しないことが従来から指摘されてきた[16], [74], [75], [77], 

[81]．本研究では，河村ら[75]の手法を参考に，瞬時再付着位置zRと瞬時熱伝達率極大位置

zhmax

図B-4 (a)の上段に，PIV解析ソフトウェアにより評価した瞬時移流速度分布(Rθ = 1.3 mm)

の一例を示す．図中の●は，図B-1 (b)のベクトルと対応している．この瞬間，移流速度はオ

リフィス下流z/D = 2.7 付近まで負の値であり，その後正の値へと移行している．つまり，は

く離した流れはオリフィス下流z/D = 2.7 ~ 2.8 において再付着していると考えられる．本研

究では，流れ方向に連続した 4 つの移流速度を 1 組とし，各点の速度が，上流から順に負・

負・正・正の値をとる時に，中央 2 点の間に再付着位置が存在すると判定した．すなわち，

この例ではB，C間に再付着位置が存在すると判定される．なお，瞬時移流速度分布にこの

条件を満たす点が 2 点以上存在した場合は，最上流のものを再付着位置とした．図B-4 (a)

下段に，図B-4 (a)上段と同一位置・同一時刻における瞬時ヌッセルト数分布を示す．この例

では，z/D = 2.7 ~ 2.8 付近が瞬時ヌッセルト数の極大位置z

の対応から，上記位置の違いについて考察する． 

hmaxになっており，この瞬間では，

流れの再付着と熱伝達率の極大が良く対応していることが分かる．また，図B-4 (b), (c)に，

図B-4 (a)とは異なる時刻における瞬時移流速度分布（上段）および瞬時ヌッセルト数分布（下

段）の例を示す．図B-4 (b)では，zRとzhmaxがずれており，図B-4 (c)では，瞬時ヌッセルト数

分布には特徴的なピークが見られない．このように，必ずしもzhmax ≈ zR

[75]

になるわけではない．

これは，再付着領域では外部からの低温の流体と壁面近傍で加熱された高温の流体が 3 次

元的に複雑に流動するためと推察される．河村ら の研究では，瞬時熱伝達率の極大位置

を瞬時再付着位置と仮定して統計解析を行ったが，この仮定は厳密には正しくないと考え

られる．  
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(a) Case A 

 

 

 

 

 

 

 

(b) Case B 

 

 

 

 

 

 

 

(c) Case C 

 

Fig. B-4  Some examples of instantaneous convection velocity ucz/um

 

 and corresponding 

instantaneous Nusselt number distribution when the reattachment occurs at z/D = 2.70 ~ 2.82. 
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次に，zRとzhmax

図B-5 に，再付着位置 z/D ≈ 1.5, 2, 2.5, 3 におけるヌッセルト数分布のアンサンブル平均を

示す．比較のため，全時系列データを時間平均したヌッセルト数分布を太い実線で示すが，

アンサンブル平均したヌッセルト数分布は，抽出条件である再付着位置において顕著に値

が上昇していることがわかる．つまり，瞬時の再付着位置z

の関係を統計的に調べるため，流れ方向の特定の位置に再付着が現れるこ

とを抽出条件として，瞬時ヌッセルト数分布のアンサンブル平均を求めた．例えば，図B-4

は特定位置 z/D = 2.70 ~ 2.82 に再付着が現れる場合の瞬時ヌッセルト数分布（図B-4 下段）

を示しているが，この条件を満たす瞬時ヌッセルト数分布を全時系列データの中から抽出

して平均化すると，z/D = 2.70 ~ 2.82 に再付着が現れるヌッセルト数分布のアンサンブル平

均を求めることができる．ここでは，14 通りの再付着位置（z/D = 1.29 ~ 1.42, 1.42 ~ 1.55, 1.55 

~ 1.68, 1.68 ~ 1.80, 1.80 ~ 1.93, 1.93 ~ 2.06, 2.06 ~ 2.19, 2.19 ~ 2.31, 2.31 ~ 2.44, 2.44 ~ 2.57, 2.57 ~ 

2.70, 2.70 ~ 2.82, 2.82 ~ 2.95, 2.95 ~ 3.07）を抽出条件として，各条件におけるヌッセルト数分

布のアンサンブル平均を求めた． 

Rと瞬時の熱伝達率極大zhmax

図B-5 の下段には，各位置における再付着の出現頻度P

は密

接に関係しており，瞬間的には流れが再付着する位置において熱伝達率が高くなる確率が

高いことを示している．また，再付着位置が上流に位置するほどヌッセルト数の極大値が

大きくなっている．すなわち，上流に再付着する流れほど伝熱促進への寄与度が高いこと

を示している．これは，オリフィス開口部で増速した流れが下流へ進むほど減速し，下流

側では再付着による伝熱促進が弱まるためと考えられる． 

R

Rz

を示す．出現頻度の極大が，ほぼ

時間平均再付着位置 （z/D = 2.7）と一致していることがわかる．一方，前述のように，

Rz より上流側に再付着するほどヌッセルト数の極大値が大きくなる．これが，再付着位

置 Rz に比べて熱伝達率極大位置 maxhz が上流側に存在する原因となっている．なお，河

村ら[75]の実験においても同様な結果が示されているが，本研究では瞬時熱伝達率分布と瞬

時再付着位置を同一位置・同一時刻において評価することに成功し，その結果を基に，再

付着位置と熱伝達率極大位置の関係について明らかにすることができた． 
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Fig. B-5  Ensemble-averaged Nusselt number distribution on the condition that instantaneous 

reattachment appeared at specific streamwise positions. 
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B.4 まとめ 

瞬時熱伝達率分布のコマ送りを基に，時々刻々と変化する熱伝達構造の移流速度を PIV

解析ソフトウェアを用いて評価した結果，以下のことが明らかになった． 

 

1. PIV 解析で求めた移流速度の時間平均値は，自己相関法により求めた値とよく一致して

おり，定量的に妥当な値であることを確認した． 

 

2. 従来の研究と同様に，時間平均熱伝達率の極大位置（本実験では z/D = 2.2）は，時間平

均再付着位置（本実験では z/D = 2.7）よりも上流側に存在することを確認した． 

 

3. 各瞬時再付着位置を抽出条件とし，瞬時熱伝達率分布のアンサンブル平均を行った．そ

の結果，アンサンブル平均した熱伝達率分布は，抽出条件とした瞬時再付着位置におい

てピーク値を示した．すなわち，瞬時再付着位置と瞬時熱伝達率極大位置は密接に関係

していることを確認した． 

 

4. アンサンブル平均の結果，抽出条件とした瞬時再付着位置が上流側に位置するほど熱伝

達率の極大値が増加する傾向があった．すなわち，上流側に再付着する流れほど伝熱促

進への寄与度が高く，これが，時間平均熱伝達率極大位置が時間平均再付着位置よりも

上流側に存在する理由であることが示された． 
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付録 C 不確かさ解析 

本稿では，第 4 章「はく離・再付着流れを伴う熱伝達特性」および第 5 章「流れの急加

速・急減速を伴う熱伝達特性」における代表的な条件について，赤外線カメラで測定した

温度および評価した熱伝達率の不確かさ解析を行った． 

 

 

C.1 はく離・再付着流れを伴う熱伝達測定（オリフィス上流） 

C.1.1 測定温度の誤差 

赤外線カメラの検知波長帯域（3 ~ 5 µm）における分光放射率を εIR，赤外線カメラの光

学系の温度をTL，周囲温度を Tamb とすると，被測定面（非黒体）の温度 Tw と赤外線カメ

ラで検知された放射強度（カウント値）EIR 

 

の関係は，次式で表される． 

 EIR = ε IR f (Tw,TL) + (1 - εIR)  f (Tamb,TL

 

) (C-1) 

本研究では，式(C-1)を用いて，赤外線カメラの出力 EIR，赤外線カメラの光学系の温度

TL，周囲温度 Tamb の測定，および分光放射率 εIR の値から被測定面の温度Twを求めている

（2.5.4 項参照）．分光放射率 εIR 2.5.5の値は，ここでは 項で述べたように，円管内水流実験

と同様な伝熱面及び周囲条件において EIR，TＬ，Tamb，Tw C-1を計測し，これらの値を式( )

に代入して εIR の値を評価している．この場合，黒体炉での校正で求めた関数 f(T) に誤差

があると，評価した εIR の値に誤差が伝播するが，その εIR の値を用いて Tw を求めている

ので，円管内水流実験模型のεIRと分光放射率評価用模型のεIRが等しければ，Tw 

以上を考慮すると，温度 T

の算出にお

いては，f(T) の誤差は事実上キャンセルされる．  

w 

① 分光放射率 ε

の測定誤差として以下の要因が挙げられる． 

IR 2.5.5 評価時の誤差（ 項参照，εIR

② 管内水流実験模型のε

の管内水流実験模型との差異含む） 

IR

③ 放射強度（出力値）E

の不均一（ペイントの塗りむら） 

IR のノイズ（IR素子の出力変動，および素子間の感度のばらつき） 
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④ 周囲放射 (1 − εIR) f(Tamb

なお，赤外線カメラの光学系の温度T

) の不均一による誤差 

Lの誤差の影響は被測定面の温度Tw

[48]

の誤差要因として

十分小さいため，ここでは無視する．上記要因について，それぞれ絶対正確度（かたより

誤差）B，および絶対精密度（ばらつき誤差）S を計算した．なお，ここで使用する用語お

よび記号は，文献 に準じている．表C-1 に，① ~ ④の誤差要因をまとめた． 

 

 

TableC-1  Uncertainty factor of the temperature measurement using infrared thermograph.  

項番 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度 θ 

① 

熱電対による銅板温度の測定誤差 B11   = 0.1 °C θ11 = 1 

銅板内部と被測定面の温度差（接触

熱抵抗によるもの） 
B12   = 0.02 °C θ12 = 1 

周囲温度の測定誤差 B13   = 0.1 °C θ13 = 0.032 °C *1 

εIR
B

の管内水流実験模型との差異

（0.96±0.02） 
14 = 0.180 °C  *1 θ14 = 1 

② 
管内水流実験模型のεIR

 
の不均一

（0.96±0.005） 
S2 = 0.046 °C θ*1 2 = 1 

③ 

IR 素子(各ピクセル)の出力変動 

（εIR

 
 = 0.96 の場合，フィルター後） 

S31 = 0.003 °C θ*2 31 = 1 

IR素子(ピクセル)間の出力のばら

つき（εIR   = 0.96 の場合，フィルタ

ー後） 

S32 = 0.022 °C θ*2 32 = 1 

④ 

非加熱時（水流あり）における周囲

放射の不均一に伴うEIR

 
 の不均一 

S41 = 0.039 °C θ*1 41 = 1 

熱電対による周囲温度の測定誤差 B42   = 0.1 °C θ42 =0.032 *1 

*1 式(2) から，Tw = 40 °C，Tamb = 30 °C，εIR

 

 = 0.96 として評価，  *2 等温面の測定結果から評価 

これより，Tw の測定誤差は以下のように評価できる． 
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絶対正確度（かたより誤差）： 

=×θ+×θ+×θ+×θ+×θ= 2
2424

2
4141

2
3131

2
1212

2
1111 )()()()()( BBBBBBTw  0.207 °C 

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

=×θ+×θ+×θ+×θ= 2
4141

2
2323

2
3131

2
22 )()()()( SSSSSTw  0.064 °C 

絶対誤差（95 %包括度）： =+= 22 )2( TwTwTw SBU  

 

0.24 °C 

なお，Tw が時間的に平均された場合はIR素子の出力変動（S31）が 0 になる．また，Tw が

空間的に平均された場合は素子間の出力のばらつき（S32），ペイントの塗りむらの影響（S2），

および周囲放射の不均一の影響（S41）が 0 になる．この場合，STw = 0 °Cとなり，Tw の絶対

誤差（95 %包括度）はUTw = 0.21 °C

 

となる． 

 

C.1.2 熱伝達率の誤差 

本研究では，赤外線カメラで測定した伝熱面（黒ペイントを塗布した金属箔）の温度 Tw

 

から，次式により瞬時・局所の熱伝達率 h を算出している． 

 
mw

w
pppttt

ww
ppttrdrcvrin

TT
t

Tcc
R
T

z
Tqqq

h
−

∆
∆

δρ+δρ−







θ∆

∆
+

∆
∆

δλ+δλ+−−

=

)(
)(

)(
2

2

2

2


 
(C-2) 

 

熱伝達率 h の誤差を評価する上で，まず，以下の 4 つの項に分けて考えた． 

① 熱流束 rdrcvrin qqq  −−  = q 

② 熱拡散項 







θ

+δλ+δλ
2

2

2

2

)(
)(

R
T

z
T ww

pptt
∆
∆

∆
∆

 
= D 

③ 熱慣性項 t
Tcc w

pppttt
∆

∆)( δρ+δρ
 

= I 

④ 温度差 mw TT −  = ∆T 
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なお，不確かさ解析は，はく離・再付着を伴う熱伝達測定における代表的な条件（ReD

 

 = 12000, 

z = -20 mm, 模型④）において行った． 

チタン箔に与える通電加熱熱流束

熱流束の誤差 

inq は，電流を I，チタン箔の電気抵抗を Rt

ARIq tin
2=

，表面積 A

を用いて から計算される．なお，円管外部への対流熱損失 cvrq  および放射熱

損失 rdrq は，それぞれ inq の 0.5 % 程度以下と小さいため， cvrq および rdrq  

ARIq tin
2=

の誤差はこ

こでは考慮しない．すなわち，熱流束の誤差 q は， から評価した．表C-2 に，

熱流束（ rdrcvrin qqqq  −−= ）の誤差要因をまとめる． 

 

 

Table C-2  Uncertainty factor of heat flux. 

項目 誤差要因 相対正確度 B/q 相対精密度 S/q 相対感度θ’ 

電流

I 

直流電源の電流計の精度 

（I = 75.0 A に対して，確度±0.5 %

±0.2 A の 1/2 で評価） 

Bq1  /q= 0.38 % θ’q1 = 2 

電気

抵抗

R

チタン箔の厚さの精度 

t 

（20.7 µm ± 0.5 µm） 
Bq2  /q = 2.42 % θ’q2 = 1 

チタン箔の幅の不均一 

（63.2 mm± 0.3 mm） 
 Sq3 θ’/q = 0.5 % q3 = 1 

表面

積 A 
誤差は小さいので，ここでは考慮しない 

 

これより，熱流束（ rdrcvrin qqqq  −−= ）の相対誤差は以下のように評価できる． 

相対正確度（かたより誤差）： =×θ+×θ= 2
22

2
11 )/'()/'(/ qBqBqB qqqqq 2.53 % 

相対精密度（ばらつき誤差）： =×θ= 2
33 )/'(/ qSqS qqq 0.5 % 

相対誤差（95 % 包括度）： =×+= 22 )/2()/(/ qSqBqU qqq 2.7 % 
 



165 
 

はく離・再付着を伴う熱伝達測定時（ReD inq = 12000, z = -20 mm）はq ≈ = 4.1×104 W/m2

絶対誤差（95 % 包括度）：

であるので，熱流束 q の絶対誤差は以下のように評価できる． 

=×= qqUU qq )/( 1.1×103 W/m

 

2 

熱拡散項D =

熱拡散項の誤差 

))(//()( 2222 θ+δλ+δλ RTzT wwpptt ∆∆∆∆  [W/m2] の誤差は，D1 )( pptt δλ+δλ =  
[W/K]とD2 ))(//( 2222 θ+ RTzT ww ∆∆∆∆ =  [K/m2]に分けて考える．まず，D1の誤差要因（は

く離・再付着を伴う熱伝達測定，ReD

 

 = 12000, z = -20 mmの場合）を表C-3 にまとめる． 

 

 
Table C-3  Uncertainty factor of D1

 
. 

項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度 θ 

λ
チタンの熱伝導率の精度 

t （21.9 W/(m·K) ± 2 W/(m·K)） 

BD11

2.0 W/(m·K) 

 =  
 

θD11

20.7×10

 =  
-6 m 

δ
チタン箔の厚さの精度 

t （20.7 µm ± 0.5 µm） 

BD12

0.5×10

 =  
-6  
 m 

θD12

21.9 W/(m·K) 

 =  

λ
ペイントの熱伝導率の精度 

p （0.21 W/(m·K) ± 0.02 W/(m·K)） 

BD13

0.02 W/(m·K) 

 =  
 

θD13

20×10

 =  
-6 m 

δ
ペイントの厚さのばらつき 

p （20 µm ± 4 µm） 
 

SD14

4×10

 =  
-6

θ

 m 

D14

0.21 W/(m·K) 

 =  

 
これより，D1

絶対正確度（かたより誤差）： 

の絶対誤差は以下のように評価できる． 

=×θ+×θ+×θ= 2
1313

2
1212

2
11111 )()()( DDDDDDD BBBB  42.8×10-6

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

 W/K 

=×θ= 2
14141 )( DDD SS  8.40×10-7

絶対誤差（95 %包括度）： 

 W/K 

=×+= 2
1

2
11 )2( DDD SBU  42.9×10-6

次に，D

 W/K 

2 ))(//( 2222 θ+ RTzT ww ∆∆∆∆= [K/m2] の誤差要因（はく離・再付着を伴う熱伝達測

定，ReD = 12000, z = -20 mmの場合）を表C-4 にまとめる．   
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Table C-4  Uncertainty factor of D2

項目 

. 

誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

∆T

赤外線カメラによる温度測定精度（z

方向の|∆T
w 

w|の平均値は 0.035 K程度，

Rθ 方向の|∆Tw

 
|の平均値は 0.25 K 程

度） 

SD21

0.01 K 

 =  θD21

4.8×10

 =  

7 m-2 *1 

∆z 
流れ方向ピクセル間距離の精度 

（0.20 mm ± 0.003 mm） 
 

SD22

3×10

 =  

-6

θ

 m 

D22

−8.8×10

 =  

9K/m3*2 

∆(Rθ) 
周方向ピクセル間距離の精度 

（0.21 mm ± 0.003 mm） 
 

SD23

3×10

 =  

-6

θ

 m 

D23

−5.4×10

 =  

10K/m3 *3 

*1  θD21 = 1/(∆z)2 + 1/{∆(Rθ)2} ,  *2  θD22 = −2|∆Tw|/(∆z)3 ,  *3  θD23 = −2|∆Tw|/(∆Rθ)
 

3 

これより，D2 

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

の絶対誤差（局所値の場合）は以下のように評価できる． 

=×θ+×θ+×θ= 2
3232

2
2222

2
12122 )()()( DDDDDDD SSSS 5.0×105 K/m

絶対誤差（95 % 包括度）：

2 

=×= 2
22 )2( DD SU 1.0×106 K/m

 

2 

なお，D2 ))(//( 2222 θ+ RTzT ww ∆∆∆∆=  [K/m2

最後に，D = D

] の空間平均値はほぼ 0 であるので，その

誤差は 0 とみなせる． 

1×D2

 

の誤差要因を表C-5 にまとめる． 

Table C-5  Uncertainty factor of thermal diffusion term. 

項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

D
D

1 

1 

（D

の誤差 

1の平均値は 4.6×10-4 

B

W/K） 

D1

42.8×10

 =  

-6

S

 W/K 

D1

8.4×10

 =  

-7

θ

 W/K 

D1

6.5×10

 =  

6 K/m2 

D

D

2 

2

（|∆T

の誤差 

w|から求めたD2の平均値は 6.5

×106 K/m2

 

程度） 

SD2

5.0×10

 =  

5 K/m

θ

2 

D2

4.6×10

 =  

-4 W/K 

 
これより，D の絶対誤差（局所値の場合）は以下のように評価できる． 
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絶対正確度（かたより誤差）： =×θ= 2
11 )( DDD BB 280 W/m

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

2 

=×θ+×θ= 2
22

2
11 )()( DDDDD SSS 231 W/m

絶対誤差（95 %包括度）： 

2 

=×+= 22 )2( DDD SBU 540 W/m
 

2 

なお，D = ))(//()( 2222 θ+δλ+δλ RTzT wwpptt ∆∆∆∆  [W/m2

 

] の空間平均値はほぼ 0 であるの

で，その誤差は 0 とみなせる． 

熱慣性項I =

熱慣性項の誤差 

tTcc wpppttt ∆∆ /)( δρ+δρ  [W/m2] の誤差は，I1 )( pppttt cc δρ+δρ =  [J/(m2·K)] と

I2 tTw ∆∆ / =  [K/s] に分けて考える．まず，I1 の誤差要因（はく離・再付着を伴う熱伝達

測定，ReD

 

 = 12000, z = -20 mmの場合）を表C-6 にまとめる． 

Table C-6  Uncertainty factor of I1

項目 

. 
誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

c
チタンの比熱の精度 

t 
（520 J/(kg·K) ±5J/(kg·K)） 

BI11

5 J/(kg·K) 

 =  
 

θI11

9.3×10

 =  

-2 kg/m2 

ρ
チタンの密度の精度 

t 
（4507 kg/m3±2kg/m3

B

） 

I12

2 kg/m

 =  
 

3 

θI12

1.08×10

 =  

-2 J·m/(kg·K) 

δ
チタン箔の厚さの精度 

t 
（20.7 µm ± 0.5 µm） 

BI13

0.5×10

 =  

-6
 

 m 

θI13

2.34×10

 =  

6 J/(m3·K) 

c
ペイントの比熱の精度 

p 
（1400 J/(kg·K) ± 50 J/(kg·K)） 

BI14

50 J/(kg·K) 

 =  
 

θI14

2.4×10

 =  

-2 kg/m2 

ρ
ペイントの密度の精度 

p 
（1190 kg/m3± 50 kg/m3

B

） 

I15

50 kg/m

 =  
 

3 

θI15

2.8×10

 =  

-2 J·m/(kg·K) 

δ
ペイントの厚さのばらつき 

p 
（20 µm ± 4 µm） 

 
SI16

4×10

 =  

-6

θ

 m 

I16

1.67×10

 =  

6 J/(m3·K) 
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これより，I1

絶対正確度（かたより誤差）： 

の絶対誤差は以下のように評価できる． 

 =×θ+×θ+×θ+×θ+×θ= 2
5151

2
4141

2
1313

2
1212

2
11111 )()()()()( IIIIIIIIIII BBBBBB 2.23 

J/(m2

絶対精密度（ばらつき誤差）：

·K) 

=×θ= 2
61611 )( III SS 6.66 J/(m2

絶対誤差（95 %包括度）：

·K) 

=×+= 2
1

2
11 )2( III SBU 13.51 J/(m2

 
·K) 

次に，I2 tTw ∆∆ / =  [K/s] の誤差要因（はく離・再付着を伴う熱伝達測定，ReD

 

 = 12000, 

z = -20 mmの場合）を表C-7 にまとめる．  

 
Table C-7  Uncertainty factor of I2

項目 

. 
誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

∆T

赤外線カメラによる温度測定精度（t

方向の|∆Tw w  |の平均値は 0.033 K 程

度） 

SI21

0.003 K 

 =  θI21

800s

 =  

-1 

∆t 
フレーム間隔の精度 

（1/800 s± 0, 誤差は考慮しない） 
   

 
 
これより，I2

絶対精密度（ばらつき誤差）：

の絶対誤差（瞬時値の場合）は以下のように評価できる． 

=×θ= 2
12122 )( III SS 2.4 K/s 

絶対誤差（95 %包括度）： =×= 2
22 )2( II SU 4.8 K/s 

 
なお，I2 tTw ∆∆ / =  [K/s] の時間平均値は 0 になるので，その誤差も 0 になる． 

 
最後に，I = I1×I2

  
の誤差要因を表C-8 にまとめる． 
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Table C-8  Uncertainty factor of thermal inertia term. 

項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

I
I

1 

1

（I

の誤差 

1の平均値は 82 J/(m2

B

·K)） 

I1

2.23 J/(m

 =  

2

S

·K) 

I1

6.66 J/(m

 =  

2

θ

·K) 

I1

26.4 K/s 

 =  

I

I

2 

2

（|∆T

の誤差 

w|から求めたI2  の平均値は26.4 

K/s程度） 

SI2

2.4 K/s 

 =  θI2

82 J/(m

 =  

2·K) 

 
 
これより，I の絶対誤差（瞬時値の場合）は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： =×θ= 2
11 )( III BB 59 W/m

絶対精密度（ばらつき誤差）：

2 

=×θ+×θ= 2
22

2
11 )()( IIIII SSS 264 W/m

絶対誤差（95 %包括度）：

2 

=×+= 22 )2( III SBU 531 W/m
 

2 

なお，I = tTcc wpppttt ∆∆ /)( δρ+δρ  [W/m2

 

] の時間平均値は 0 になるので，その誤差も 0 に

なる． 

温度差∆T = T

温度差の誤差 

w−Tmの誤差要因（はく離・再付着を伴う熱伝達測定，ReD = 12000, z = -20 mm

の場合）を表C-9 にまとめる．なお，混合平均温度は入口温度Tin

 

と加熱による温度上昇

の和から求めているので，それぞれの誤差要因を検討した． 

Table C-9  Uncertainty factor of temperature difference. 
項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

T Tw w Bの誤差 ∆T1 S = 0.207 K ∆T1 θ = 0.064 K ∆T1 = 1 

T

T

m 

in Bの誤差 ∆T2   = 0.1 K θ∆T2 = 1 

加熱による温度上昇の誤差 

（0.6 K の温度上昇に対して 5 %程

度） 

B∆T3   = 0.03 K θ∆T3 = 1 
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これより，∆T の絶対誤差は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： 

=×θ+×θ+×θ= 2
33

2
22

2
11 )()()( TTTTTTT BBBB ∆∆∆∆∆∆∆ 0.23 K 

絶対精密度（ばらつき誤差）： =×θ= 2
11 )( TTT SS ∆∆∆ 0.064 K 

絶対誤差（95 % 包括度）： =×+= 22 )2( TTT SBU ∆∆∆ 0.265 K 

 

熱流束 q，熱拡散項 D，熱慣性項 I，温度差 ∆Tの誤差についてそれぞれ検討したが，最

後に，熱伝達率 h = (q + D−I)/ ∆T の誤差要因（はく離・再付着を伴う熱伝達測定，Re

熱伝達率の誤差 

D

 

 = 12000, 

z = -20 mmの場合）を表C-10 にまとめる． 

Table C-10  Uncertainty factor of heat transfer coefficient. 
項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

q 

q の誤差 

（qの平均値は 4.1×104 W/m2
B

） 
h1 = 1039 W/m S2 h1 = 195 W/m θ2 h1 = 0.1 K-1 

D 
Dの誤差（|D|の平均値は 3.0×103 

W/m2
B

程度，Dの平均値はほぼ 0） 
h2 = 280 W/m S2 h2 = 231 W/m θ2 h2 = 0.1 K-1 

I 
Iの誤差（|I|の平均値は 2.1×103 

W/m2
B

程度，Iの平均値は 0） 
h3 = 59 W/m S2 h3 = 264 W/m θ2 h3 = −0.1 K-1 

∆T ∆T の誤差（∆T の平均値は 11 K） Bh4 S = 0.23 K h4

θ
 = 0.064 K 

h4

−346 W/(m

 =  

2·K2) * 

*  θh4 = −(q + D−I)/∆T
 

2 

これより，h の絶対誤差（瞬時・局所値）は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： 

=×θ+×θ+×θ+×θ= 2
44

2
33

2
22

2
11 )()()()( hhhhhhhhh BBBBB 134 W/(m2

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

·K) 

=×θ+×θ+×θ+×θ= 2
44

2
33

2
22

2
11 )()()()( hhhhhhhhh SSSSS 46 W/(m2

絶対誤差（95 % 包括度）：

·K) 

=×+= 22 )2( hhh SBU 163 W/(m2
·K) 
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はく離・再付着を伴う熱伝達測定（ReD h = 12000, z = -20 mm）の場合は = 3600 W/(m2

相対正確度（かたより誤差）： 

·

K) であるので，hの相対誤差（瞬時・局所値）は以下のように評価できる． 

=hBh /  3.7 % 

相対精密度（ばらつき誤差）： =hSh /  1.3 % 

相対誤差（95 %包括度）： =hUh /

また，h が時空間的に平均化された場合は，熱拡散項 D および熱慣性項 I の誤差は 0 と

みなせるので，h の絶対誤差は以下のように評価できる． 

4.5 % 

絶対正確度（かたより誤差）： =×θ+×θ= 2
44

2
11 )()( hhhhh BBB  131 W/(m2

絶対誤差（95 %包括度）：

·K) 

hh BU = = 131 W/(m2

 

·K) 

この時，h の相対誤差（時空間平均値）は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： =hBh /  3.6 % 

絶対誤差（95 % 包括度）： =hUh /

 

3.6 % 

なお，本研究では伝熱面の温度を厚さ方向に一様と仮定しているため，熱伝達の変動周

波数が高くなると，式(C-2)で算出された熱伝達率の変動振幅が減衰する．この影響は 2.6.3

項で記述している．また，式(C-2)の差分化に伴い，高周波数の熱伝達率変動，および高空

間波数の空間分布の振幅が減衰する．この影響は 3.3.3 項に記述している． 
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C.2 はく離・再付着流れを伴う熱伝達測定（再付着領域） 

C.2.1 測定温度の誤差 

温度 Tw C.1.1の測定誤差としては， 項で述べたように以下の要因が挙げられる． 

① 分光放射率 εIR 2.5.5 評価時の誤差（ 項参照，εIR

② 管内水流実験模型のε

の管内水流実験模型との差異含む） 

IR

③ 放射強度（出力値）E

の不均一（ペイントの塗りむら） 

IR

④ 周囲放射 (1 − ε

 のノイズ（IR素子の出力変動，および素子間の感度のばらつき） 

IR) f(Tamb

ここで，誤差要因① ~ ④は，模型や赤外線カメラに起因する誤差であるが，本測定はオリ

フィス上流の測定（

) の不均一による誤差 

C.1.1 項）と同じ模型を使用しているため，誤差も基本的には同じであ

る．すなわち，Tw 

絶対正確度（かたより誤差）：

の測定誤差は以下のように評価できる． 

=TwB  0.207 °C 

絶対精密度（ばらつき誤差）： =TwS  0.064 °C 

絶対誤差（95 %包括度）： =+= 22 )2( TwTwTw SBU  

また，T

0.24 °C 

w が時空間的に平均された場合，Tw の絶対誤差（95 %包括度）はUTw = 0.21 °C

 

と

なる． 

 

C.2.2 熱伝達率の誤差 

次に，はく離・再付着を伴う熱伝達測定における代表的な条件（ReD

 

 = 12000, z = 40 mm, 模

型④）において不確かさ解析を行った． 

熱流束の誤差 q は，

熱流束の誤差 

ARIq tin
2= から評価した．表 C-11 に，熱流束（ rdrcvrin qqqq  −−= ）

の誤差要因をまとめる． 
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Table C-11  Uncertainty factor of heat flux. 

項目 誤差要因 相対正確度 B/q 相対精密度 S/q 相対感度θ’ 

電流

I 

直流電源の電流計の精度 

（I = 75.0 A に対して，確度±0.5 %

±0.2 A の 1/2 で評価） 

Bq1  /q= 0.38 % θ’q1 = 2 

電気

抵抗

R

チタン箔の厚さの精度 

t 

（20.7 µm ± 0.5 µm） 
Bq2  /q = 2.42 % θ’q2 = 1 

チタン箔の幅の不均一 

（63.2 mm± 0.3 mm） 
 Sq3 θ’/q = 0.5 % q3 = 1 

表面

積 A 
誤差は小さいので，ここでは考慮しない 

 

これより，熱流束（ rdrcvrin qqqq  −−= ）の相対誤差は以下のように評価できる． 

相対正確度（かたより誤差）： =×θ+×θ= 2
22

2
11 )/'()/'(/ qBqBqB qqqqq 2.53 % 

相対精密度（ばらつき誤差）： =×θ= 2
33 )/'(/ qSqS qqq 0.5 % 

相対誤差（95 % 包括度）： =×+= 22 )/2()/(/ qSqBqU qqq 2.7 % 
 

流れの急加速・急減速を伴う熱伝達測定時（ReD inq = 8000, z = 220 mm）はq ≈ = 4.1×104 

W/m2

絶対誤差（95 % 包括度）：

であるので，熱流束 q の絶対誤差は以下のように評価できる． 

=×= qqUU qq )/( 1.1×103 W/m2 

熱拡散項D =

熱拡散項の誤差 

))(//()( 2222 θ+δλ+δλ RTzT wwpptt ∆∆∆∆  [W/m2] の誤差は，D1 )( pptt δλ+δλ =  
[W/K]とD2 ))(//( 2222 θ+ RTzT ww ∆∆∆∆ =  [K/m2]に分けて考える．まず，D1の誤差要因（は

く離・再付着を伴う熱伝達測定，ReD

  

 = 12000, z = 40 mmの場合）を表C-12 にまとめる． 
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Table C-12  Uncertainty factor of D1

 
. 

項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度 θ 

λ
チタンの熱伝導率の精度 

t （21.9 W/(m·K) ± 2 W/(m·K)） 

BD11

2.0 W/(m·K) 

 =  
 

θD11

20.7×10

 =  
-6 m 

δ
チタン箔の厚さの精度 

t （20.7 µm ± 0.5 µm） 

BD12

0.5×10

 =  
-6  
 m 

θD12

21.9 W/(m·K) 

 =  

λ
ペイントの熱伝導率の精度 

p （0.21 W/(m·K) ± 0.02 W/(m·K)） 

BD13

0.02 W/(m·K) 

 =  
 

θD13

20×10

 =  
-6 m 

δ
ペイントの厚さのばらつき 

p （20 µm ± 4 µm） 
 

SD14

4×10

 =  
-6

θ

 m 

D14

0.21 W/(m·K) 

 =  

 
これより，D1

絶対正確度（かたより誤差）： 

の絶対誤差は以下のように評価できる． 

=×θ+×θ+×θ= 2
1313

2
1212

2
11111 )()()( DDDDDDD BBBB  42.8×10-6

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

 W/K 

=×θ= 2
14141 )( DDD SS  8.40×10-7

絶対誤差（95 %包括度）： 

 W/K 

=×+= 2
1

2
11 )2( DDD SBU  42.9×10-6

次に，D

 W/K 

2 ))(//( 2222 θ+ RTzT ww ∆∆∆∆= [K/m2] の誤差要因（はく離・再付着を伴う熱伝達測

定，ReD

  

 = 12000, z = 40 mmの場合）を表C-13 にまとめる．  
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Table C-13  Uncertainty factor of D2

項目 

. 

誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

∆T

赤外線カメラによる温度測定精度（z

方向の|∆T
w 

w|の平均値は 0.071 K程度，

Rθ 方向の|∆Tw

 
|の平均値は 0.14 K 程

度） 

SD21

0.01 K 

 =  θD21

4.8×10

 =  

7 m-2 *1 

∆z 
流れ方向ピクセル間距離の精度 

（0.20 mm ± 0.003 mm） 
 

SD22

3×10

 =  

-6

θ

 m 

D22

−1.8×10

 =  

10K/m3*2 

∆(Rθ) 
周方向ピクセル間距離の精度 

（0.21 mm ± 0.003 mm） 
 

SD23

3×10

 =  

-6

θ

 m 

D23

−2.9×10

 =  

10K/m3 *3 

*1  θD21 = 1/(∆z)2 + 1/{∆(Rθ)2} ,  *2  θD22 = −2|∆Tw|/(∆z)3 ,  *3  θD23 = −2|∆Tw|/(∆Rθ)
 

3 

これより，D2 

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

の絶対誤差（局所値の場合）は以下のように評価できる． 

=×θ+×θ+×θ= 2
3232

2
2222

2
12122 )()()( DDDDDDD SSSS 4.9×105 K/m

絶対誤差（95 % 包括度）：

2 

=×= 2
22 )2( DD SU 9.8×105 K/m

 

2 

なお，D2 ))(//( 2222 θ+ RTzT ww ∆∆∆∆=  [K/m2

最後に，D = D

] の空間平均値はほぼ 0 であるので，その

誤差は 0 とみなせる． 

1×D2

  

の誤差要因を表C-14 にまとめる． 
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Table C-14  Uncertainty factor of thermal diffusion term. 

項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

D
D

1 

1 

（D

の誤差 

1の平均値は 4.6×10-4 

B

W/K） 

D1

42.8×10

 =  

-6

S

 W/K 

D1

8.4×10

 =  

-7

θ

 W/K 

D1

4.9×10

 =  

6 K/m2 

D

D

2 

2

（|∆T

の誤差 

w|から求めたD2の平均値は 4.9

×106 K/m2

 

程度） 

SD2

4.9×10

 =  

5 K/m

θ

2 

D2

4.6×10

 =  

-4 W/K 

 
これより，D の絶対誤差（局所値の場合）は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： =×θ= 2
11 )( DDD BB 208 W/m

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

2 

=×θ+×θ= 2
22

2
11 )()( DDDDD SSS 223 W/m

絶対誤差（95 %包括度）： 

2 

=×+= 22 )2( DDD SBU 492 W/m
 

2 

なお，D = ))(//()( 2222 θ+δλ+δλ RTzT wwpptt ∆∆∆∆  [W/m2

 

] の空間平均値はほぼ 0 であるの

で，その誤差は 0 とみなせる． 

熱慣性項I =

熱慣性項の誤差 

tTcc wpppttt ∆∆ /)( δρ+δρ  [W/m2] の誤差は，I1 )( pppttt cc δρ+δρ =  [J/(m2·K)] 

とI2 tTw ∆∆ / =  [K/s] に分けて考える．まず，I1 の誤差要因（はく離・再付着を伴う熱伝

達測定，ReD

  

 = 12000, z = 40 mmの場合）を表C-15 にまとめる． 
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Table C-15  Uncertainty factor of I1

項目 

. 
誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

c
チタンの比熱の精度 

t 
（520 J/(kg·K) ±5 J/(kg·K)） 

BI11

5 J/(kg·K) 

 =  
 

θI11

9.3×10

 =  

-2 kg/m2 

ρ
チタンの密度の精度 

t 
（4507 kg/m3±2kg/m3

B

） 

I12

2 kg/m

 =  
 

3 

θI12

1.08×10

 =  

-2 J·m/(kg·K) 

δ
チタン箔の厚さの精度 

t 
（20.7 µm ± 0.5 µm） 

BI13

0.5×10

 =  

-6
 

 m 

θI13

2.34×10

 =  

6 J/(m3·K) 

c
ペイントの比熱の精度 

p 
（1400 J/(kg·K) ± 50 J/(kg·K)） 

BI14

50 J/(kg·K) 

 =  
 

θI14

2.4×10

 =  

-2 kg/m2 

ρ
ペイントの密度の精度 

p 
（1190 kg/m3± 50 kg/m3

B

） 

I15

50 kg/m

 =  
 

3 

θI15

2.8×10

 =  

-2 J·m/(kg·K) 

δ
ペイントの厚さのばらつき 

p 
（20 µm ± 4 µm） 

 
SI16

4×10

 =  

-6

θ

 m 

I16

1.67×10

 =  

6 J/(m3·K) 

 
 
これより，I1

絶対正確度（かたより誤差）： 

の絶対誤差は以下のように評価できる． 

 =×θ+×θ+×θ+×θ+×θ= 2
5151

2
4141

2
1313

2
1212

2
11111 )()()()()( IIIIIIIIIII BBBBBB 2.23 

J/(m2

絶対精密度（ばらつき誤差）：

·K) 

=×θ= 2
61611 )( III SS 6.66 J/(m2

絶対誤差（95 %包括度）：

·K) 

=×+= 2
1

2
11 )2( III SBU 13.51 J/(m2

 
·K) 

次に，I2 tTw ∆∆ / =  [K/s] の誤差要因（はく離・再付着を伴う熱伝達測定，ReD

 

 = 12000, 

z = 40 mmの場合）を表C-16 にまとめる．  
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Table C-16  Uncertainty factor of I2

項目 

. 
誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

∆T

赤外線カメラによる温度測定精度（t

方向の|∆Tw w  |の平均値は 0.056 K 程

度） 

SI21

0.003 K 

 =  θI21

800s

 =  

-1 

∆t 
フレーム間隔の精度 

（1/800 s± 0, 誤差は考慮しない） 
   

 
 
これより，I2

絶対精密度（ばらつき誤差）：

の絶対誤差（瞬時値の場合）は以下のように評価できる． 

=×θ= 2
12122 )( III SS 2.4 K/s 

絶対誤差（95 %包括度）： =×= 2
22 )2( II SU 4.8 K/s 

 
なお，I2 tTw ∆∆ / =  [K/s] の時間平均値は 0 になるので，その誤差も 0 になる． 

 
最後に，I = I1×I2

 
の誤差要因を表C-17 にまとめる． 

 
 

Table C-17  Uncertainty factor of thermal inertia term. 
項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

I
I

1 

1

（I

の誤差 

1の平均値は 82 J/(m2

B

·K)） 

I1

2.23 J/(m

 =  

2

S

·K) 

I1

6.66 J/(m

 =  

2

θ

·K) 

I1

45.1 K/s 

 =  

I

I

2 

2

（|∆T

の誤差 

w|から求めたI2  の平均値は45.1 

K/s程度） 

SI2

2.4 K/s 

 =  θI2

82 J/(m

 =  

2·K) 

 
 
これより，I の絶対誤差（瞬時値の場合）は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： =×θ= 2
11 )( III BB 101 W/m

絶対精密度（ばらつき誤差）：

2 

=×θ+×θ= 2
22

2
11 )()( IIIII SSS 359 W/m

絶対誤差（95 %包括度）：

2 

=×+= 22 )2( III SBU 725 W/m2 
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なお，I = tTcc wpppttt ∆∆ /)( δρ+δρ  [W/m2

 

] の時間平均値は 0 になるので，その誤差も 0 に

なる． 

温度差∆T = T

温度差の誤差 

w−Tmの誤差要因（はく離・再付着を伴う熱伝達測定，ReD = 12000, z = -20 mm

の場合）を表C-18 にまとめる．なお，混合平均温度は入口温度Tin

 

と加熱による温度上

昇の和から求めているので，それぞれの誤差要因を検討した． 

Table C-18  Uncertainty factor of temperature difference. 
項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

T Tw w Bの誤差 ∆T1 S = 0.207 K ∆T1 θ = 0.064 K ∆T1 = 1 

T

T

m 

in Bの誤差 ∆T2   = 0.1 K θ∆T2 = 1 

加熱による温度上昇の誤差 

（0.6 K の温度上昇に対して 5 %程

度） 

B∆T3   = 0.03 K θ∆T3 = 1 

 
 
これより，∆T の絶対誤差は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： 

=×θ+×θ+×θ= 2
33

2
22

2
11 )()()( TTTTTTT BBBB ∆∆∆∆∆∆∆ 0.23 K 

絶対精密度（ばらつき誤差）： =×θ= 2
11 )( TTT SS ∆∆∆ 0.064 K 

絶対誤差（95 % 包括度）： =×+= 22 )2( TTT SBU ∆∆∆ 0.265 K 

 

熱流束 q，熱拡散項 D，熱慣性項 I，温度差 ∆Tの誤差についてそれぞれ検討したが，最

後に，熱伝達率 h = (q + D−I)/ ∆T の誤差要因（はく離・再付着を伴う熱伝達測定，Re

熱伝達率の誤差 

D

 

 = 12000, 

z = 40 mmの場合）を表C-19 にまとめる． 
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Table C-19  Uncertainty factor of heat transfer coefficient. 
項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

q 

q の誤差 

（qの平均値は 4.1×104 W/m2
B

） 
h1 = 1039 W/m S2 h1 = 195 W/m θ2 h1 = 0.25 K-1 

D 
Dの誤差（|D|の平均値は 2.2×103 

W/m2
B

程度，Dの平均値はほぼ 0） 
h2 = 207 W/m S2 h2 = 223 W/m θ2 h2 = 0.25 K-1 

I 
Iの誤差（|I|の平均値は 3.7×103 

W/m2
B

程度，Iの平均値は 0） 
h3 = 101 W/m S2 h3 = 359 W/m θ2 h3 = −0.25 K-1 

∆T ∆T の誤差（∆T の平均値は 4 K） Bh4 S = 0.23 K h4

θ

 = 0.064 K 

h4

−2.5×10

 =  

3 W/(m2·

K2) * 

*  θh4 = −(q + D−I)/∆T
 

2 

これより，h の絶対誤差（瞬時・局所値）は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： 

=×θ+×θ+×θ+×θ= 2
44

2
33

2
22

2
11 )()()()( hhhhhhhhh BBBBB 630 W/(m2

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

·K) 

=×θ+×θ+×θ+×θ= 2
44

2
33

2
22

2
11 )()()()( hhhhhhhhh SSSSS 197 W/(m2

絶対誤差（95 % 包括度）：

·K) 

=×+= 22 )2( hhh SBU 743 W/(m2

 

·K) 

はく離・再付着を伴う熱伝達測定（ReD h = 12000, z = 40 mm）の場合は = 11300 W/(m2

相対正確度（かたより誤差）： 

·

K) であるので，hの相対誤差（瞬時・局所値）は以下のように評価できる． 

=hBh /  5.6 % 

相対精密度（ばらつき誤差）： =hSh /  1.7% 

相対誤差（95 %包括度）： =hUh /

また，h が時空間的に平均化された場合は，熱拡散項 D および熱慣性項 I の誤差は 0 と

みなせるので，h の絶対誤差は以下のように評価できる． 

6.6 % 

絶対正確度（かたより誤差）： =×θ+×θ= 2
44

2
11 )()( hhhhh BBB  628 W/(m2

·K) 
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絶対誤差（95 %包括度）： hh BU = = 628 W/(m2

 

·K) 

この時，h の相対誤差（時空間平均値）は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： =hBh /  5.6 % 

絶対誤差（95 % 包括度）： =hUh / 5.6 % 
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C.3 流れの急加速・急減速を伴う熱伝達測定 

C.3.1 測定温度の誤差 

温度 Tw C.1.1の測定誤差としては， 項で述べたように以下の要因が挙げられる． 

① 分光放射率 εIR 2.5.5 評価時の誤差（ 項参照，εIR

② 管内水流実験模型のε

の管内水流実験模型との差異含む） 

IR

③ 放射強度（出力値）E

の不均一（ペイントの塗りむら） 

IR

④ 周囲放射 (1 − ε

 のノイズ（IR素子の出力変動，および素子間の感度のばらつき） 

IR) f(Tamb

表 C-20 に，① ~ ④の誤差要因をまとめた． 

) の不均一による誤差 

 

 

TableC-20  Uncertainty factor of the temperature measurement using infrared thermograph.  

項番 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度 θ 

① 

熱電対による銅板温度の測定誤差 B11   = 0.1 °C θ11 = 1 

銅板内部と被測定面の温度差（接触

熱抵抗によるもの） 
B12   = 0.02 °C θ12 = 1 

周囲温度の測定誤差 B13   = 0.1 °C θ13 = 0.095 °C *1 

εIR B
の管内水流実験模型との差異

（0.87±0.02） 
14 = 0.031 °C  *1 θ14 = 1 

② 
管内水流実験模型のεIR  

の不均一

（0.87±0.005） 
S2 = 0.078 °C θ*1 2 = 1 

③ 

IR 素子(各ピクセル)の出力変動 

（εIR

 
 = 0.87 の場合，フィルター後） 

S31 = 0.003 °C θ*2 31 = 1 

IR素子(ピクセル)間の出力のばら

つき（εIR   = 0.87 の場合，フィルタ

ー後） 

S32 = 0.022 °C θ*2 32 = 1 

④ 

非加熱時（水流あり）における周囲

放射の不均一に伴うEIR

 
 の不均一 

S41 = 0.060 °C θ*1 41 = 1 

熱電対による周囲温度の測定誤差 B42   = 0.1 °C θ42 =0.095 *1 

*1 式(2) から，Tw = 40 °C，Tamb = 23 °C，εIR

 

 = 0.87 として評価，  *2 等温面の測定結果から評価 
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これより，Tw 

絶対正確度（かたより誤差）： 

の測定誤差は以下のように評価できる． 

=×θ+×θ+×θ+×θ+×θ= 2
2424

2
4141

2
3131

2
1212

2
1111 )()()()()( BBBBBBTw  0.108 °C 

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

=×θ+×θ+×θ+×θ= 2
4141

2
2323

2
3131

2
22 )()()()( SSSSSTw  0.101 °C 

絶対誤差（95 %包括度）： =+= 22 )2( TwTwTw SBU  

 

0.23 °C 

なお，Tw が時間的に平均された場合はIR素子の出力変動（S31）が 0 になる．また，Tw が

空間的に平均された場合は素子間の出力のばらつき（S32），ペイントの塗りむらの影響（S2），

および周囲放射の不均一の影響（S41）が 0 になる．この場合，STw = 0 °Cとなり，Tw の絶対

誤差（95 %包括度）はUTw = 0.11 °C

 

となる． 

 

C.3.2 熱伝達率の誤差 

次に，流れの急加速・急減速を伴う熱伝達測定における代表的な条件（ReD

 

 = 8000, z = 220 

mm, 模型⑥）において不確かさ解析を行った． 

熱流束の誤差 q は，

熱流束の誤差 

ARIq tin
2= から評価した．表 C-21 に，熱流束（ rdrcvrin qqqq  −−= ）

の誤差要因をまとめる． 
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Table C-21  Uncertainty factor of heat flux. 

項目 誤差要因 相対正確度 B/q 相対精密度 S/q 相対感度θ’ 

電流

I 

直流電源の電流計の精度 

（I = 45.0 A に対して，確度±0.5 %

±0.2 A の 1/2 で評価） 

Bq1  /q= 0.47 % θ’q1 = 2 

電気

抵抗

R

チタン箔の厚さの精度 

t 

（40.6 µm ± 0.5 µm） 
Bq2  /q = 1.23 % θ’q2 = 1 

チタン箔の幅の不均一 

（63.2 mm± 0.3 mm） 
 Sq3 θ’/q = 0.5 % q3 = 1 

表面

積 A 
誤差は小さいので，ここでは考慮しない 

 

これより，熱流束（ rdrcvrin qqqq  −−= ）の相対誤差は以下のように評価できる． 

相対正確度（かたより誤差）： =×θ+×θ= 2
22

2
11 )/'()/'(/ qBqBqB qqqqq 1.55 % 

相対精密度（ばらつき誤差）： =×θ= 2
33 )/'(/ qSqS qqq 0.5 % 

相対誤差（95 % 包括度）： =×+= 22 )/2()/(/ qSqBqU qqq 1.8 % 
 

流れの急加速・急減速を伴う熱伝達測定時（ReD inq = 8000, z = 220 mm）はq ≈ = 7700 W/m2

絶対誤差（95 % 包括度）：

であるので，熱流束 q の絶対誤差は以下のように評価できる． 

=×= qqUU qq )/( 140 W/m

熱拡散項の誤差 

2 

熱拡散項D = ))(//()( 2222 θ+δλ+δλ RTzT wwpptt ∆∆∆∆  [W/m2] の誤差は，D1 )( pptt δλ+δλ =  
[W/K]とD2 ))(//( 2222 θ+ RTzT ww ∆∆∆∆ =  [K/m2]に分けて考える．まず，D1の誤差要因（流

れの急加速・急減速を伴う熱伝達測定，ReD

 

 = 8000, z = 220 mmの場合）を表C-22 にまとめ

る． 
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Table C-22  Uncertainty factor of D1
 

. 

項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度 θ 

λ
チタンの熱伝導率の精度 

t （21.9 W/(m·K) ± 2 W/(m·K)） 

BD11

2.0 W/(m·K) 

 =  
 

θD11

40.6×10

 =  
-6 m 

δ
チタン箔の厚さの精度 

t （40.6 µm ± 0.5 µm） 

BD12

0.5×10

 =  
-6  
 m 

θD12

21.9 W/(m·K) 

 =  

λ
ペイントの熱伝導率の精度 

p （0.21 W/(m·K) ± 0.02 W/(m·K)） 

BD13

0.02 W/(m·K) 

 =  
 

θD13

15×10

 =  
-6 m 

δ
ペイントの厚さのばらつき 

p （15 µm ± 2 µm） 
 

SD14

2×10

 =  
-6

θ

 m 

D14

0.21 W/(m·K) 

 =  

 
これより，D1

絶対正確度（かたより誤差）： 

の絶対誤差は以下のように評価できる． 

=×θ+×θ+×θ= 2
1313

2
1212

2
11111 )()()( DDDDDDD BBBB  8.19×10-5

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

 W/K 

=×θ= 2
14141 )( DDD SS  4.20×10-7

絶対誤差（95 %包括度）： 

 W/K 

=×+= 2
1

2
11 )2( DDD SBU  8.19×10-5

次に，D

 W/K 

2 ))(//( 2222 θ+ RTzT ww ∆∆∆∆= [K/m2] の誤差要因（流れの急加速・急減速を伴う熱

伝達測定，ReD

  

 = 8000, z = 220 mmの場合）を表C-23 にまとめる．  
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Table C-23  Uncertainty factor of D2

項目 

. 

誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

∆T

赤外線カメラによる温度測定精度（z

方向の|∆T
w 

w|の平均値は 0.01 K程度，

Rθ 方向の|∆Tw

 
|の平均値は 0.06 K 程

度） 

SD21

0.01 K 

 =  θD21

4.5×10

 =  

7 m-2 *1 

∆z 
流れ方向ピクセル間距離の精度 

（0.21mm ± 0.001mm） 
 

SD22

1×10

 =  

-6

θ

 m 

D22

−2.3×10

 =  

9K/m3*2 

∆(Rθ) 
周方向ピクセル間距離の精度 

（0.21 mm ± 0.001 mm） 
 

SD23

1×10

 =  

-6

θ

 m 

D23

−1.2×10

 =  

10K/m3 *3 

*1  θD21 = 1/(∆z)2 + 1/{∆(Rθ)2} ,  *2  θD22 = −2|∆Tw|/(∆z)3 ,  *3  θD23 = −2|∆Tw|/(∆Rθ)
 

3 

これより，D2 

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

の絶対誤差（局所値の場合）は以下のように評価できる． 

=×θ+×θ+×θ= 2
3232

2
2222

2
12122 )()()( DDDDDDD SSSS 4.5×105 K/m

絶対誤差（95 % 包括度）：

2 

=×= 2
22 )2( DD SU 9.1×105 K/m

 

2 

なお，D2 ))(//( 2222 θ+ RTzT ww ∆∆∆∆=  [K/m2

最後に，D = D

] の空間平均値はほぼ 0 であるので，その

誤差は 0 とみなせる． 

1×D2

 

の誤差要因を表C-24 にまとめる． 

Table C-24  Uncertainty factor of thermal diffusion term. 

項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

D
D

1 

1 

（D

の誤差 

1の平均値は 8.9×10-4 

B

W/K） 

D1

8.19×10

 =  

-5

S

 W/K 

D1

4.2×10

 =  

-7

θ

 W/K 

D1

1.5×10

 =  

6 K/m2 

D

D

2 

2

（|∆T

の誤差 

w|から求めたD2の平均値は 1.5

×106 K/m2

 

程度） 

SD2

4.5×10

 =  

5 K/m

θ

2 

D2

8.9×10

 =  

-4 W/K 

 
これより，D の絶対誤差（局所値の場合）は以下のように評価できる． 
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絶対正確度（かたより誤差）： =×θ= 2
11 )( DDD BB 125 W/m

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

2 

=×θ+×θ= 2
22

2
11 )()( DDDDD SSS 405 W/m

絶対誤差（95 %包括度）： 

2 

=×+= 22 )2( DDD SBU 819 W/m
 

2 

なお，D = ))(//()( 2222 θ+δλ+δλ RTzT wwpptt ∆∆∆∆  [W/m2

 

] の空間平均値はほぼ 0 であるの

で，その誤差は 0 とみなせる． 

熱慣性項I =

熱慣性項の誤差 

tTcc wpppttt ∆∆ /)( δρ+δρ  [W/m2] の誤差は，I1 )( pppttt cc δρ+δρ =  [J/(m2·K)] 

とI2 tTw ∆∆ / =  [K/s] に分けて考える．まず，I1 の誤差要因（流れの急加速・急減速を伴

う熱伝達測定，ReD

 

 = 8000, z = 220 mmの場合）を表C-25 にまとめる． 

Table C-25  Uncertainty factor of I1

項目 

. 
誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

c
チタンの比熱の精度 

t 
（520 J/(kg·K) ±5J/(kg·K)） 

BI11

5 J/(kg·K) 

 =  
 

θI11

1.83×10

 =  

-1 kg/m2 

ρ
チタンの密度の精度 

t 
（4507 kg/m3±2kg/m3

B

） 

I12

2 kg/m

 =  
 

3 

θI12

2.11×10

 =  

-2 J·m/(kg·K) 

δ
チタン箔の厚さの精度 

t 
（40.6 µm ± 0.5 µm） 

BI13

0.5×10

 =  

-6
 

 m 

θI13

2.34×10

 =  

6 J/(m3·K) 

c
ペイントの比熱の精度 

p 
（1400 J/(kg·K) ± 50 J/(kg·K)） 

BI14

50 J/(kg·K) 

 =  
 

θI14

1.79×10

 =  

-2 kg/m2 

ρ
ペイントの密度の精度 

p 
（1190 kg/m3± 50 kg/m3

B

） 

I15

50 kg/m

 =  
 

3 

θI15

2.1×10

 =  

-2 J·m/(kg·K) 

δ
ペイントの厚さのばらつき 

p 
（15 µm ± 2 µm） 

 
SI16

2×10

 =  

-6

θ

 m 

I16

1.67×10

 =  

6 J/(m3·K) 
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これより，I1

絶対正確度（かたより誤差）： 

の絶対誤差は以下のように評価できる． 

 =×θ+×θ+×θ+×θ+×θ= 2
5151

2
4141

2
1313

2
1212

2
11111 )()()()()( IIIIIIIIIII BBBBBB 2.03 

J/(m2

絶対精密度（ばらつき誤差）：

·K) 

=×θ= 2
61611 )( III SS 3.33 J/(m2

絶対誤差（95 %包括度）：

·K) 

=×+= 2
1

2
11 )2( III SBU 6.97 J/(m2

 
·K) 

次に，I2 tTw ∆∆ / =  [K/s] の誤差要因（流れの急加速・急減速を伴う熱伝達測定，ReD

 

 = 

8000, z = 220 mmの場合）を表C-26 にまとめる．  

 
Table C-26  Uncertainty factor of I2

項目 

. 
誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

∆T

赤外線カメラによる温度測定精度（t

方向の|∆Tw w  |の平均値は 0.027 K 程

度） 

SI21

0.003 K 

 =  θI21

170s

 =  

-1 

∆t 
フレーム間隔の精度 

（1/170 s± 0, 誤差は考慮しない） 
   

 
 
これより，I2

絶対精密度（ばらつき誤差）：

の絶対誤差（瞬時値の場合）は以下のように評価できる． 

=×θ= 2
12122 )( III SS 0.5 K/s 

絶対誤差（95 %包括度）： =×= 2
22 )2( II SU 1.0 K/s 

 
なお，I2 tTw ∆∆ / =  [K/s] の時間平均値は 0 になるので，その誤差も 0 になる． 

 
最後に，I = I1×I2

  
の誤差要因を表C-27 にまとめる． 
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Table C-27  Uncertainty factor of thermal inertia term. 

項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

I
I

1 

1

（I

の誤差 

1の平均値は 120 J/(m2

B

·K)） 

I1

2.03 J/(m

 =  

2

S

·K) 

I1

3.33 J/(m

 =  

2

θ

·K) 

I1

4.5 K/s 

 =  

I

I

2 

2

（|∆T

の誤差 

w|から求めたI2  の平均値は 4.5 

K/s程度） 

SI2

0.5 K/s 

 =  θI2

120 J/(m

 =  

2·K) 

 
 
これより，I の絶対誤差（瞬時値の場合）は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： =×θ= 2
11 )( III BB 9 W/m

絶対精密度（ばらつき誤差）：

2 

=×θ+×θ= 2
22

2
11 )()( IIIII SSS 63 W/m

絶対誤差（95 %包括度）：

2 

=×+= 22 )2( III SBU 127 W/m
 

2 

なお，I = tTcc wpppttt ∆∆ /)( δρ+δρ  [W/m2

 

] の時間平均値は 0 になるので，その誤差も 0 に

なる． 

温度差∆T = T

温度差の誤差 

w−Tmの誤差要因（流れの急加速・急減速を伴う熱伝達測定，ReD = 8000, z = 

220 mmの場合）を表C-28 にまとめる．なお，混合平均温度は入口温度Tinを使用してい

るので，Tin

 
の誤差を評価した． 

Table C-28  Uncertainty factor of temperature difference. 
項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

T Tw w Bの誤差 ∆T1 S = 0.108 K ∆T1 θ = 0.10 K ∆T1 = 1 

T Tm in Bの誤差 ∆T2   = 0.01 K θ∆T2 = 1 
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これより，∆T の絶対誤差は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： 

=×+×= ∆∆∆∆∆
2

22
2

11 )()( TTTTT BBB θθ 0.11 K 

絶対精密度（ばらつき誤差）： =×θ= 2
11 )( TTT SS ∆∆∆ 0.10 K 

絶対誤差（95 % 包括度）： =×+= 22 )2( TTT SBU ∆∆∆ 0.229 K 

 

熱流束 q，熱拡散項 D，熱慣性項 I，温度差 ∆Tの誤差についてそれぞれ検討したが，最

後に，熱伝達率 h = (q + D−I)/ ∆T の誤差要因（流れの急加速・急減速を伴う熱伝達測定，

Re

熱伝達率の誤差 

D

 
 = 8000, z = 220 mmの場合）を表C-29 にまとめる． 

Table C-29  Uncertainty factor of heat transfer coefficient. 
項目 誤差要因 絶対正確度 B 絶対精密度 S 絶対感度θ 

q 

q の誤差 

（qの平均値は 7700 W/m2
B

） 
h1 = 120 W/m S2 h1 = 37 W/m θ2 h1 = 0.25 K-1 

D 
Dの誤差（|D|の平均値は 1.4×103 

W/m2
B

程度，Dの平均値はほぼ 0） 
h2 = 125 W/m S2 h2 = 405 W/m θ2 h2 = 0.25 K-1 

I 
Iの誤差（|I|の平均値は 541 W/m2

B
程

度，Iの平均値は 0） 
h3 = 9 W/m S2 h3 = 63 W/m θ2 h3 = −0.25 K-1 

∆T ∆T の誤差（∆T の平均値は 4 K） Bh4 S = 0.11 K h4

θ
 = 0.101 K 

h4

−533 W/(m

 =  

2·K2) * 

*  θh4 = −(q + D−I)/∆T
 

2 

これより，h の絶対誤差（瞬時・局所値）は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： 

=×θ+×θ+×θ+×θ= 2
44

2
33

2
22

2
11 )()()()( hhhhhhhhh BBBBB 72 W/(m2

絶対精密度（ばらつき誤差）： 

·K) 

=×θ+×θ+×θ+×θ= 2
44

2
33

2
22

2
11 )()()()( hhhhhhhhh SSSSS 116 W/(m2

絶対誤差（95 % 包括度）：

·K) 

=×+= 22 )2( hhh SBU 243 W/(m2
·K) 
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流れの急加速・急減速を伴う熱伝達測定（ReD h = 8000, z = 220 mm）の場合は = 1900 

W/(m2

相対正確度（かたより誤差）： 

·K) であるので，hの相対誤差（瞬時・局所値）は以下のように評価できる． 

=hBh /  3.8 % 

相対精密度（ばらつき誤差）： =hSh /  6.1% 

相対誤差（95 %包括度）： =hUh /

また，h が時空間的に平均化された場合は，熱拡散項 D および熱慣性項 I の誤差は 0 と

みなせるので，h の絶対誤差は以下のように評価できる． 

12.8 % 

絶対正確度（かたより誤差）： =×θ+×θ= 2
44

2
11 )()( hhhhh BBB  65 W/(m2

絶対誤差（95 %包括度）：

·K) 

hh BU = = 65 W/(m2

 

·K) 

この時，h の相対誤差（時空間平均値）は以下のように評価できる． 

絶対正確度（かたより誤差）： =hBh /  3.4 % 

絶対誤差（95 % 包括度）： =hUh /

 

3.4 % 
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